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歯科口腔保健の健康格差は地域間・社会経済学的要因が指摘され、その縮小が求められてい

る。本研究では、我が国の歯科健康実態を正しく把握するために有効な評価指標の開発を行うこ

とを目的とした。 本プロジェクトは<1>文献レビュー、<2>既存公的統計による評価指標の再評

価、<3>全国規模の歯科保健の実態把握と地域・社会経済的要因による格差の評価指標の開発、

<4>要介護者の歯科口腔保健の実態把握、<5>新たな歯科口腔保健の評価指標の開発、<6>現在の

歯科健康の課題解消に向けた施策の考察、により構成されている。令和 2 年度は<1>〜<3>を中心

に行った。<4>の主要な研究は昨年度に実施済みである。昨年度の結果も踏まえ、<5>の評価指標

の開発に着手した。 
 <1>「文献レビュー」から、国際的な歯科口腔保健指標としてDMFT（1 人あたりう歯経験本

数）、CPI（歯周ポケットの深さの指標）、喪失歯数、無歯顎者率、口腔がん罹患率が利用されて

いることが明らかになった。歯科受診割合は国や地域、対象者の年齢、既往歴などにより大きく

異なり、集団に対応させた適切な目標値の策定の必要性が示唆された。 <2>「NDB 公表デー

タ」の分析から、歯科の処置算定数は口腔内の状態を反映する代替指数として都道府県間の差を

評価できる可能性があることが分かった。また地域の教育レベルと所得レベルが低いと重症化処

置が多く、予防処置が少なかった。 <3>「NDB 個票データ」「病床機能報告」「歯科疾患実態調

査」の分析から、地域間により歯科口腔保健指標に差があるかを検討した。1 年以内の歯科受診

割合は都道府県で異なり、最も受診割合が高い都道府県と低い都道府県では小児や高齢者で約

20％異なっていた。歯科医師が勤務している病院・医科歯科連携加算算定病院の割合は二次医療

圏で異なっており、特に医科歯科連携加算で格差が認められた。高齢者の FTU（咬合部位）の数

は、大規模都市では小規模都市よりも多く、口腔内状態が良好だった。 
また、<5>の新たな歯科口腔保健の評価の概念として、歯科口腔保健指標を 3 層D-Plus 評価マト

リクスを用いて整理することを提案した。 
以上から、歯科口腔内指標として、DMFT、CPI、喪失歯数、無歯顎者率、口腔がん罹患率、

FTU が、歯科口腔保健行動指標として、歯科受診・検診の受診割合、医科歯科連携処置の実施、

スケーリング等の予防処置の実施が有用な可能性がある。またその中でも、地域間格差を評価す

る指標として FTU、歯科受診割合、医科歯科連携処置の実施、予防処置の実施が挙げられた。 
令和 3 年度は社会経済学的要因による歯科健康格差を評価し、提言された指標について 3 層D-

Plus 評価マトリクスを用いて整理し、<6>現在の歯科健康の課題解消に向けた施策の考察を行

う。 

1



研究分担者氏名・所属研究機関名及び所属

研究機関における職名 

 

高橋秀人 国立保健医療科学院 統括研究官 

森隆浩  筑波大学医学医療系 准教授 

財津崇  東京医科歯科大学大学院医歯学

総合研究科 助教 

岩上将夫 筑波大学医学医療系 助教 

 

A．研究目的 

歯科の健康格差については、「歯科口腔保

健の推進に関する基本的事項の中間報告」

において地域間・社会経済学的要因での存

在が指摘され、健康日本２１（第二次）の理

念実現に向けその縮小が求められている。

歯科の健康格差縮小の実現には国民の歯科

健康の実態の把握をするために、より適切

な歯科口腔保健評価指標を性別、年齢、都道

府県などの地域レベルでのデータ、社会経

済学的要因で求める必要がある。 

現在まで歯科口腔保健の評価は、歯科疾

患実態調査、国民健康・栄養調査等の公的統

計調査から行われてきた。歯科疾患実態調

査は口腔診査を実施しており、情報量が多

く精度が高い一方で、調査対象者が数千人

と限られたデータであり、結果に選択バイ

アスの存在が懸念されている。現状の調査

は対象者の集団代表性と歯科医療サービス

受療行動の側面の視点の弱さに課題があり、

新たな調査評価手法が必要な状況にある。

そこで本研究では、我が国の歯科健康実態

を正しく把握するために、有効な評価指標

の開発を行うことを目的とした。 

歯科疾患実態調査の解析評価委員、レセ

プトデータ・国勢調査分析に実績を有する

研究者、疫学統計・医療経済の専門家等、健

康調査・格差分析・評価指標開発研究には豊

富な経験を有する研究者で構成される研究

班により歯科口腔保健の評価方法の確立と

評価指標の開発を行い、地域・社会経済的要

因等間の比較を可能とすることで歯科健康

格差縮小を実現し社会に貢献することを目

的とする。 

 

B．研究方法 

本研究は、平成 31 年度から開始し令和 2

年～3 年度の 3 か年にわたって行う。実施

施設は筑波大学、東京医科歯科大学、国立保

健医療科学院である。本研究は以下の<1>か

ら<6>のサブテーマに分かれて構成されて

いる。 

<1>文献レビューによる評価方法・評価指標

の現状把握 

現在の健康日本 21（第二次）の歯科口

腔保健の評価指標は以下のものがある。 

・口腔機能の維持 

・歯の喪失の防止 

・歯周病を有する者の割合 

・子供のう蝕 

・1 年以内に歯科検診受診 

また、健康日本 21 になく、歯科健康保

健推進法で用いられている歯科口腔保健の

評価指標は以下のものがある。 

・中高年の未処置歯 

・中高生の歯肉所見 

・子供の不正咬合 

・障害者施設での歯科検診 

・介護施設での歯科検診 

これらの既存の評価指標について、指標

の有用性を検討するため、国内外の文献レ

ビューを行うこととした。 
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1) 多くの国で利用されている歯科口腔

保健の評価指標について検討する。

OECD 加盟国のうち WHO を通じて

提供供・公表が行われている歯科口腔

保健のアウトカムデータを集計し、国

際的に使用されている口腔保健指標

並びに各国の提出状況を確認した。評

価する指標は DMFT 指数（decayed, 

missing, filled tooth, 一人当たりの治

療済みの歯を含むう歯の本数）、国民

一人当たり受診回数、CPI（community 

periodontal index, 歯周ポケットの深

さの指標），喪失歯数，無歯顎者率，

国民一人あたりの糖消費量，口腔がん

罹患率について、である。 

2) OECD 加盟国が公表している各国の

歯科医療費，歯科医療資源に関する

情報を OECD Health Data 等から収

集し各国が公表しているデータを確

認し，OECD 加盟国中におけるわが

国の歯科医療の位置ついて検討し

た。 

3) 歯科口腔保健行動の指標として、歯科

受診割合とかかりつけ歯科医がいる

人の割合について、国内外で文献レビ

ューを行い、日本の現場について国際

比較を行なった。 

4) 口腔内の咬合に関連する指標として、

現在は「よく噛めますか？」という質

問紙による自己評価で評価していた。

しかし、口腔内の状態から客観的に評

価する指標が重要であると考え、その

一つとして FTU(Functional tooth unit)

が利用できる可能性を昨年度の研究

で明らかにしてきた。FTU について

文献レビューを行い、評価指標として

適切であるかどうか検討した。 

 

<2>既存公的統計の歯科口腔保健に関連す

る評価指標の再評価・改善策の検討 

本研究で用いる、歯科疾患実態調査、国民

健康・栄養調査、国民生活基礎調査、匿名レ

セプト情報・匿名特定健診等情報データベ

ース（NDB）データについて、厚生労働省

へのデータ申請を行い全てのデータでデー

タ利用の承諾を得た。（歯科疾患実態調査は

平成 31 年度、NDB データと国民健康・栄

養調査は令和 2 年度に受領済み。国民生活

基礎調査は令和 3年 5月に利用承諾を得た）。 

第 4 回 NDB 公表データ/歯科診療行為か

ら 2017年 4月～2018年 3月の１年間の（１）

外来初再診料（２）訪問歯科診療料（３）う

蝕除去（４）抜歯（５）抜髄（６）歯石除去

（７）歯周外科手術（８）ブリッジ（９）義

歯の算定数を都道府県別に集計し，それぞ

れ各都道府県の人口・性・年齢で調整した標

準化算定数比（= 実際の算定数/期待算定

数；SCR）を求めた。また、歯科医療サービ

スへのアクセスや経済状況による歯科医療

利用の地域格差を検討するため，各都道府

県の人口 10 万人あたりの歯科診療所数及

び，県民平均所得・大学進学率により 47 都

道府県を上位・中位・下位の 3 群に分類し，

９つの算定項目それぞれについて Mann-

Whitney 検定による分析を行った。 

 

<3>全国規模の歯科保健の実態把握および

各地域・社会経済的要因間における格差

の検討に資する評価指標の開発 

地域要因による歯科保健評価指標の差に

ついて検討するため、以下の研究を行った。 

<3-1>NDB 個票データを令和 2 年度に受
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領し、データベースの構築とデータクリー

ニングを行なった 1 年間の歯科受診割合と

残存歯数の実態を記述するため、性・年齢・

都道府県別にした図示した。 

<3-2>病床機能報告データを利用して、全

国の病院の歯科の有無、また医科歯科連携

加算の算定状況について、二次医療圏・都道

府県別に記述し格差を明らかにした。 

<3-3>歯科疾患実態調査からは、都市規模

別の高齢者の咬合状態について調査した。 

 

<4>要支援・要介護者の歯科口腔保健の実態

把握 

医科・歯科・介護レセプト突合分析を進

め、現状では把握が困難である要支援・要介

護者の歯科口腔保健の実態を把握する。昨

年度に主要な研究は実施済みである。 

 

<5>新たな歯科口腔保健の評価方法・指標の

考察と開発及び検証 

<1>～<4>の検討を踏まえて、新たな歯科

口腔保健の評価方法・評価指標の考察、開発

を行う。令和 2 年度は歯科口腔保健の指標

をまとめるための評価マトリックスについ

て提案を行った。 

 

<6>現在の歯科健康の課題解消に向けた施策

の考察 

以上<1>～<5>の研究を原著論文として

まとめ成果としての政策提言を行う。 

令和 3 年度に行う予定である。 

倫理面への配慮として本研究は、筑波大

学医の倫理委員会の審査による承認（通知

番号:第 1339 号、第 1446 号、第 1490 号、

第 1594 号）を得て実施した。 

 

C．研究成果 

<1>文献レビューの結果を示す。 

<1-1> 歯科口腔保健の評価方法・評価指標の

レビュー1 国際比較からみた歯科口腔保

健指標の予備的考察 ～OECD 加盟国にみ

る口腔保健指標としてのアウトカム～ 

OECD 加盟国が公表している歯科保健の

アウトカム指標は，国民一人当たり受診回

数，DMFT，CPI，喪失歯数，無歯顎者率，

国民一人あたりの糖消費量，口腔がん罹患

率がみられた。この中で国民一人当たり受

診回数，国民一人当たり糖消費量は，健康結

果を生ずる過程を示すものであり，

Donabedian の 3 要素からは，プロセス指標

に整理される。アウトカム指標としては，

DMFT, CPI,喪失歯数，無歯顎者率，口腔が

ん罹患率が用いられていた。このうち歯周

病の指標である CPI については平均値，無

歯顎者率では，一定年齢における情報提供

に留まる一方で，う蝕の指標である DMFT

及び歯の喪失数については年代別のデータ

収集・公表を行っている国が多いことが確

認できた。 

 

<1-2> 歯科口腔保健の評価方法・評価指標

のレビュー2 国際比較からみた歯科口腔

保健指標の予備的考察～OECD データによ

る歯科医療費，歯科医療供給資源～ 

歯科医療費総額，公的歯科医療費について

は EU 諸国では報告が確認できる国が多く

認められる一方で，情報が確認できなかっ

た国も半数近く存在する。これは対象国に

おいて，歯科医療が公的保険給付の対象外

となっている国が存在し，これらの国での

歯科医療費の把握が困難な事情が影響して

いるものと考えられる。 
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 他方で，歯科医療従事者の情報について

は，歯科医師数、歯科衛生士数，歯科技工歯

数，歯科助手数が公表されていた。OECD 加

盟国における歯科医療の担い手は共通して

おり各国とも歯科医療供給人材についての

把握は行われている。 

 国際的なわが国の歯科医療供給の位置に

ついては，データ提供を行っている OECD

加盟国との比較では，以下の状況が確認で

きた。 

・歯科医療費は国民一人当たり歯科医療費

が 12 位，対 GDP では 12 位 と中位に属し

ている。 

・自己負担割合はデータ提出国中で 2 番目

に低い。 

・国民一人当たりの歯科医師数は 8 位であ

り国際的には多い群に属する。 

 

<1-3> 歯科口腔保健の評価方法・評価指標

のレビュー3 定期的な歯科の受診割合とか

かりつけ歯科医がいる人の割合について 

本レビューでは、歯科受診については医

中誌から 60 編、PubMed から 129 編が選択

された。かかりつけ歯科医については、医

中誌から 18 編、PubMed から 15 編が選択

された。歯科受診については、定期的歯科

検診・受診、1 年以内の歯科受診が国内外

で評価指標として用いられていた。研究対

象者は地域住民や年齢別（小児、高校生、

青年、高齢者）、属性別（妊婦、障害者、

保護者、移民）、既往歴（がん、糖尿病、

慢性腎不全、心血管疾患、脳血管疾患、同

種血液・骨髄移植後、てんかん、低出生体

重児、運動ニューロン病、気分障害、ギャ

ンブル依存症、喘息）などが報告されてい

た。しかし、歯科受診割合は年齢、居住

地、既往歴等で大きく異なっていた。日本

においてバイアスが少ないと予想される協

会けんぽのレセプト情報を利用した研究で

は、1 年以内歯科受診割合は約 50％であ

り、歯科医療サービスを定期的に利用して

いる人の割合の世界平均は 54%だった。地

域住民では 1 年以内歯科受診割合は日本で

は約 50%、他国と比較するとカナダや香港

の方が高く、ギリシャやイギリスと同程度

であった。しかし、定期歯科受診になると

32.4%~62.5%と国内で報告されており、メ

タアナリシスで統合した世界中で 54％、

スウェーデン 87％〜95.4%、デンマークの

86.7%~91.5%などと比較して低いことが示

唆された。また、アメリカでは

42.2%~71.1%、イギリス 62.3%~86.7%、ス

ペイン 43.1%、イタリア 47.5%、台湾

47.7%、韓国 25％〜44.3％であり、日本は

アメリカ、南欧、台湾と同程度であり、韓

国よりは高い可能性がある。かかりつけ歯

科医がいる人の割合は国外ではあまり用い

られていない指標であり、国際的な比較が

困難であった。 

 

<1-4> 歯科口腔保健の評価方法・評価指標

のレビュー4 咬合指標としての Functional 

Tooth Unit (FTU)について 

総計 37 報（和文 1 報、欧文 36 報・日本

人対象 18 報、外国人対象 18 報、systematic 

review1 報）が抽出された。systematic review 

を除く全ての研究は、観察研究であった。 

海外研究の内訳は台湾 4 報、韓国 2 報、

タイ 3 報、インドネシア 2 報、オーストラ

リア 2 報、セルビア 2 報、フランス 1 報、

スペイン 1 報、米国 1 報であった。 
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内容は栄養との関連を示した研究が 6 報、

口腔機能との関連が 11 報、歯科疾患・歯科

医療との関連が 5 報、全身疾患・全身状態

との関連が 9 報、QOL・リテラシーとの関

連が 3 報、基準値を示した研究が 3 報であ

った。そのうち FTU との関連で有効性が示

された研究は 34 報であった。栄養は、食事

指標（HEI）、MAI,栄養失調等との関連を調

査していた。口腔機能は、咀嚼能力、咬合力、

舌圧、かめる食品群等との関連を調査して

いた。日本人を対象とした研究では良好に

咀嚼するには n,FTU, nif-FTUが 8以上、total-

FTU が 10 以上とされることが多かった。歯

科疾患・歯科医療は天然歯、歯周病、口腔ケ

ア、喫煙、歯ぎしり等との関連を調査してい

た。全身疾患・全身状態は糖尿病、アルツハ

イマーのリスク、腹部肥満、心血管、難聴、

握力、低体重、発熱、出産回数などであった。

基準値に関する研究は total-FTU は日本で

は平均 10 以上（60 歳代 9.8、70 歳代 10.0、

80 歳代以上 10.1）に対してタイの高齢者に

おいては 5.2 と大きく下回っていた。 

政府統計を用いた研究は日本の歯科疾患

実態調査以外は韓国の研究のみであった。

韓国の研究は FTUと難聴の関連を全国デー

タ（40〜89 歳、1773 名）で調査しているが、

これは片咀嚼との関連を見た研究であり数

値そのものを用いた研究ではなかった。 

 

<2> 日本の歯科医療受療格差の検討～

NDB 公表データを用いた都道府県差の分

析～   

各都道府県の SCR の最大値最小値比は、

外来初再診で 1.6、訪問診療で 19.3 であっ

た。処置では、歯周外科手術が 17.6、歯石

除去が 4.3 であり、その他の処置は 1.0 以上

2.0 未満であった。 3 群間の比較では，人

口 10 万人当たりの歯科診療所数が少ない

群（下位群）で，初再診，訪問歯科診療，う

蝕除去，歯石除去，歯周外科手術が有意に少

なく，また県民平均所得が低い群（下位群）

で外来初再診，歯石除去が少なく，抜歯，ブ

リッジ，義歯が有意に多かった。日本におけ

る歯科医療利用の都道府県差は，歯周病治

療及び，訪問診療で大きく認められ改善の

必要性が示唆された。また，歯科診療所が多

い地域では歯科疾患の初期段階での受診が

行われており，所得の低い地域では抜歯・補

綴処置の割合が高く，大学進学率の低い地

域では，抜髄・抜歯・補綴治療の割合が高く，

歯科疾患進行後の受診が多く行われていた。 

 

<3-1> NDB 個票データを利用した性・年齢・

都道府県別の 1 年歯科受診割合と平均残存

歯数の記述研究 

歯科受診割合は 5-9 歳で最も高く、その

後急激に低下して男性 20-24 歳、女性 15-19

歳で底をうち、その後は緩やかに上昇した。

高齢になると 75-79 歳をピークに、80 歳以

上では再度減少に転じた。5-9 歳で最も受診

割合が高い都道府県は男性で香川県

(85.5%)、女性で岐阜県(87.2%)、低い都道府

県は男女ともに沖縄県(男性 63.0%、女性

64.4%)だった。75-79 歳では男女ともに最も

受診割合が高い都道府県は愛知県 (男性

66.2%、女性 65.3%)、低い都道府県は青森県

（男性 43.3%、女性 38.1%）であった。平均

残存歯数は 40-44 歳から緩やかに減少し、

70-74 歳で 20 本を下回り、80 歳以上では 15

本を下回った。80 歳以上で残存歯数が 20 本

以上だった人の割合は男性 43.1%、女性

37.7%であった。80 歳以上の平均残存歯数
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の本数が、多い都道府県は神奈川県(平均値

15.6 本、女性 15.2 本)であリ、最も少ない都

道府県は男女ともに鹿児島県 (平均値男

性:11.7 本、女性:11.2 本)であった。 

 

<3-2> 歯科医師勤務病院の病院特性と医科

歯科連携加算の地域格差の検討 

DPC 群が高いほど歯科医師勤務病院の割

合、医科歯科連携加算算定病院の割合が高

くなり、病院の設置主体では大学では高

く、医療法人では低かった。また、歯科医

師勤務病院と比較して、非歯科医師勤務病

院では医科歯科連携加算の算定割合は非常

に低かった。ジニ係数は歯科医師勤務病

院、周術期口腔機能管理算定病院、栄養サ

ポートチーム歯科医師連携加算算定病院の

順に 0.36、0.52、0.66 であり、医科歯科連

携加算算定病院の割合は地域格差が非常に

大きいことがわかった。 

 

<3-3> 平成 28 年度歯科疾患実態調査を用

いた都市規模別高齢者の咬合状態調査 

65 歳以上の成人 1,552 名（男性 746 名、

女性 806 名）を対象として分析を行った。

分析に使用した項目は、歯式から算出した

現在歯数（第 3 大臼歯除く）、臼歯数（上下

顎第 1,2 小臼歯、第 1,2 大臼歯）、臼歯部の

咬合状況を評価する指標 Functional Tooth 

Units（n-FTU：現在歯のみの咬合を評価、nif-

FTU 現在歯とインプラントやブリッジ等の

固定性補綴物も加えた咬合を評価、total-

FTU：可撤性補綴物も含めたすべての咬合

を評価）、Eichner 分類である。都市規模は、

13 大都市および人口 15 万人以上の市を「大

規模」（792 名、平均年齢 74.3±6.6 歳）、人口

5～15 万未満の市を「中規模」（327 名、平

均年齢 72.8±6.2 歳）、人口 5 万未満の市およ

び町村を「小規模」（433 名、平均年齢

75.2±6.7 歳）として、3 郡に分類した。 

現在歯数、臼歯数ともに小規模都市(15.8

歯、7.9 歯)において中規模（19.0 歯、9.6 歯）

大規模(19.2 歯、10.0 歯)よりも有意に少なか

った。n-FTU、nif-FTU ともに「小規模」都

市(3.8、4.5)において中規模（4.9、5.3）、大

規模(5.2、6.2)よりも有意に少なかった。

total-FTU は小規模都市(9.5)が、大規模都市

(10.1)よりも有意に少なかった。Eichner 分類

は有意差が見られ、A 分類（支持域すべて

に対合接触のあるもの）の者の割合は、大規

模(64.1％)、中規模(61.9%)、小規模(51.8%)と

なるにつれ少なくなった。 

 

<5>わが国の口腔保健について今後求めら

れる指標に関する統計学的検討―3層 D-

Plus 評価マトリクスを用いた評価の提案－ 

歯科口腔保健の評価指標を、「医療の質

モデル」に Donabedian が開発した

Structure, Process, Outcome の概念を用いた

評価軸に Output(市町村等の事業の評価軸)

を加え、それをマクロ(行政)、メゾ(施

設)、ミクロ(個人)単位の観点から表で表し

た評価マトリクスを用いて整理した。現在

の利用可能な統計データは主にマクロ(行

政)のストラクチャ情報と診療情報となる

マクロプロセス情報、マクロアウトプット

情報であった。今後の口腔保健の向上のた

めの指標として、事業評価指標だけでな

く、本質的な意味で国民のアウトカム

（「う蝕」「歯周病」「喪失歯」に関する変

化）を評価項目に加えることは重要である

と考えられた。この際に「3 層 D-Plus 評価

マトリクス」による評価の「見える化」は
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わかりやすく有用である可能性がある。 

 

D．考察 

本研究では、現在用いられている歯科口

腔保健の評価指標の再評価と、新たな評価

指標の作成が目的である。現在の健康日本

21（第二次）の歯科口腔保健の評価指標は

口腔機能の維持、歯の喪失、歯周病を有す

る者の割合、子供のう蝕、1 年以内に歯科

検診受診等がある。 

OECD 加盟国内では、上記の国内で用い

られている指標では、歯周病についてはCPI

が、う蝕には DMFT が使用されていた。歯

の喪失については国内の指標と同様であっ

た。日本の目標値にない歯科口腔保健のア

ウトカム評価指標としては、無歯顎者割合

や口腔がんの罹患率が利用されていた。が

んの罹患についてはデータを収集できる可

能性があり、評価指標として検討が必要で

ある。また、歯科医療費は国際的に中位に属

しているが公的給付割合はデータ提出国中

で最も高いという特徴を踏まえた指標の検

討の重要性が示唆された。 

歯科受診割合は国や地域、年齢階級、属

性で大きく受診割合は異なっていた。1 年

以内歯科受診は疼痛などの症状があり都度

受診する人も含まれるため、1 年以内歯科

受診より、定期的な歯科受診の方が割合は

低くなる。予防的な歯科口腔保健指標とし

ては、定期的歯科受診がより有用な可能性

があり、歯科へのアクセスを評価する場合

は 1 年以内の歯科受診割合が適していると

考えられた。目標値が 1 年以内の歯科検診

受診割合 65％と単一なものではなく、そ

れぞれの目標値を定めるべきであると考え

られた。現在日本において、「かかりつけ

機能強化型歯科診療所」を創設するなど、

昨今はかかりつけ歯科医を得ることが重要

視されている。しかし、歯科の医療体制が

各国で大きく異なり、「かかりつけ歯科

医」が必ずいる国もあり、比較することは

難しかった。 

咬合機能の指標として、「噛むことがで

きますか？」という主観的な評価ではな

く、客観的な指標により評価し都道府県の

格差を検討するため、FTU の有用性を検討

した。FTU は栄養、口腔機能に関連があ

り、全身疾患、歯科疾患に影響するため指

標としての有効性が高い可能性が示唆され

た。日本国内の研究においては total-

FTU10 以上、n-FTU, nif-FTU は 8 以上が一

つの指標となることが示された。 

以上の文献レビューの考察より、歯科口

腔保健の評価指標として、DMFT、CPI、

喪失歯数、無歯顎者割合、口腔がんの罹患

率、FTU、口腔保健行動の指標として、定

期的歯科受診・検診割合、1 年以内歯科受

診割合、歯科医療制度として、歯科医療費

や歯科医師数があげられた。 

 

本年度に実施した研究により、新たな指

標や地域間を比較できうる指標について検

討を行った。NDB オープンデータから得

られた「歯科処置」の回数が、都道府県間

の口腔内環境や予防的処置の差を反映して

いる可能性が示唆された。抜歯の回数は多

ければ多いほど口腔内環境が悪い可能性が

あり、スケーリングは歯周病の治療だけで

はなく予防的にも行われるため、より多く

行われている都道府県では予防的な行動が

多く取られていることを表している可能性

がある。NDB オープンデータは毎年報告
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されることから、今後も継続的に活用する

ことで、年次推移などが簡便に評価でき

る。また、バイアスが比較的少なく都道府

県間の差を評価することが可能である。 

現在指標となっている 1 年以内の歯科検

診は限られたサンプルの結果であり、バイ

アスがある可能性がある。そのため、全国

の悉皆性がある NDB データを利用した 1

年以内の歯科受診割合はバイアスが少な

く、国民の歯科口腔保健行動を明らかにで

きる、有用な指標となると考えられた。ま

た、サンプル数が多いため都道府県で受診

割が異なることを明らかにできた。また、

定期歯科受診の頻度を設定することで、自

費診療ではない定期歯科受診をしている人

についても求めることができるため、令和

3 年度では定期歯科受診についても記述す

る予定である。 

残存歯数・喪失歯数は国内外で使われて

いる重要な歯科口腔保健指標である。その

ため、NDB を利用して残存歯数を求め都

道府県差を求めた。高齢者の歯の本数が最

も多い都道府県と少ない都道府県で平均 4

本異なっており、差が認められた。しか

し、80 歳以上で 20 本以上の歯を有してい

た人の割合は NDB の方が少なく、歯科疾

患実態調査の結果とは乖離が認められた。

NDB から求めた残存歯数は歯科に受診し

た人の歯周病病名に付与されていた歯式コ

ードと欠損歯病名に付与されていた歯式コ

ードから求めたが、欠損歯病名がつくのは

義歯新製や義歯修理の時だけであり、義歯

調整の時には付与されないためだと考えら

れる。今後は歯数の分布などを NDB と歯

科疾患実態調査データから比較するなど、

公的統計データと NDB のどちらがより国

民全体の口腔内の状態を反映させているの

かを調べる必要がある。 

病床機能報告のデータから、入院患者に

おける二次医療圏での歯科アクセスの格差

を調べた。二次医療圏レベルでは医科歯科

連携加算算定病院の割合は大きく異なって

おり、差が認められた。医科歯科連携は以

前より推奨されており、また患者状態の改

善にも寄与していることが報告されてい

る。必要な人には適切に医科歯科連携が行

うことができるように、病院・地域レベル

での対策が必要であると考えられた。 

FTU は都市の規模が大きいほど多く、咬

合状態が良好であることが示された。歯科

疾患実態調査における地域差は、都道府県

差を示すものでなく、やや雑ぱくな都市規

模による評価であるため、今後はより地域

の違いを把握する調査が必要である。 

本年度の研究から、歯科口腔保健の指標

として、個人レベルの口腔機能を直接表

す、歯の本数、FTU 指標が地域差が認めら

れた。また、歯科口腔保健行動として、1

年以内の歯科受診割合や抜歯やスケーリン

グ等予防処置などの歯科処置、医科歯科連

携処置が都道府県で異なっていた。 

文献レビューで得た知見と我々が行った

研究から得た知見から、歯科口腔内指標と

して、DMFT、CPI、喪失歯数、無歯顎者率、

口腔がん罹患率、FTU が、歯科口腔保健行

動指標として、歯科受診・検診の受診割合、医

科歯科連携処置の実施、スケーリング等の予

防処置の実施が有用な可能性がある。またそ

の中でも、地域間格差を評価する指標として

FTU、歯科受診割合、入院中の医科歯科連携

処置の実施、予防処置の実施が挙げられた。 

これらの指標をまとめる手段として、
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Structure, Process, Outcome、Output(市町村

等の事業の評価軸)の 4 軸と、それをマク

ロ(行政)、メゾ(施設)、ミクロ(個人)単位の

3 軸でまとめた「3 層 D-Plus 評価マトリク

ス」による評価の「見える化」はわかりや

すく有用である可能性が示唆された。 

 

E．結論 

本年度の研究により、歯科口腔保健評価

指標として、歯科口腔保健行動として歯科

受診や歯科検診の受診割合、入院中の医科

歯科連携処置の実施、スケーリングなどの

予防処置の実施、また口腔内の指標として

残存歯数、FTU が有用である可能性が示唆

された。また歯科口腔保健指標を 3 層 D-

Plus 評価マトリクスを用いることの有用性

が示唆された。 

 

F．健康危険情報 

特に記載すべき点はありません。 

 

G．研究発表 

1．論文発表 

Taira, K, et al. Regional Inequality in Dental 

Care Utilization in Japan: An Ecological Study 

Using the National Database of Health 

Insurance Claims. 

The Lancet Regional Health - Western 

Pacific. 2021. (In press) 

 

2．学会発表 

1. 平健人、森隆浩、岩上将夫、佐方信

夫、石丸美穂、渡邊多永子、斎藤智也、井

上裕子、財津崇、高橋秀人、田宮菜奈子.

歯科レセプト情報「歯式」の妥当性に関す

る検討. 第 79 回日本公衆衛生学会 

 

2. 財津崇、斉藤智也、井上裕子、大城暁

子、平健人、石丸美穂、渡邊多永子、高橋

秀人、田宮菜奈子. 平成 28 年度歯科疾患

実態調査を用いた都市規模別高齢者の咬合

状態調査.第 79 回日本公衆衛生学会 

 

3. 斉藤智也、財津崇、井上裕子、大城暁

子、平健人、石丸美穂、渡邊多永子、高橋

秀人、田宮菜奈子. 平成28年度歯科疾患実

態調査を用いた都市規模別の口腔内状況と

口腔保健行動の分析. 

第79回日本公衆衛生学会  

 

4. 石丸美穂、平健人、佐方信夫、岩上将

夫、森田光治良、斉藤智也、井上裕子、財

津崇、田宮菜奈子. 歯科医師勤務病院の病

院特性と医科歯科連携加算の地域格差の検

討. 第79回日本公衆衛生学会 

              

5. 平健人、森隆浩、岩上将夫、石丸美

穂、財津崇、井上裕子、高橋秀人、田宮菜

奈子. 日本の歯科医療受療格差の検討～

NDB 公開データを用いた都道府県差の分

析～ 第 31 回日本疫学会. 

        
H．知的財産権の出願・登録状況 

   なし 
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様に多大なるご協力を頂きました。ここに
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各研究要旨のまとめ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（１）歯科口腔保健の評価方法・評価指標の

レビュー1 国際比較からみた歯科口腔保

健指標の予備的考察 ～OECD 加盟国にみ

る口腔保健指標としてのアウトカム～ 

医療の評価においては近年，医療の質に

よる評価が広く行われており，医療政策に

おいても重要な要素の一つとされている。

医療の質評価においては，医療を「構造

(structure)」「過程(process)」「結果(outcome)」

の３視点から評価する Donabedian-model が

提唱されており，わが国でも医療，看護，介

護等の分野で用いられている。このモデル

概念は歯科医療の評価においても有用であ

ると思われる。本研究では 3 視点で特に重

要な「結果(outcome)」について今後活用可

能性がある歯科口腔保健指標の予備的検討

としてWHO公表データを用いて検討した。 

 OECD 加盟国における歯科口腔保健指標

としては，DMFT，CPI，喪失歯数，無歯顎

者率，口腔がん罹患率が確認された。 

わが国において，歯科口腔保健指標として

は現在あまり用いられていない喪失歯数や

無歯顎者率は地域や集団を比較する指標と

しては比較が簡便であり，NDB データにお

ける代置指標を設定活用することで，収集

を広範囲に行える可能性があることから，

わが国においても今後口腔保健アウトカム

指標としての活用可能性を検討すべきと考

えられた。 

レセプト情報の妥当性を検証し，OECD

諸国の報告でみられた指標を年代別に分析

する等の工夫を行うことで，さらに詳細な

地域・集団の歯科口腔健康指標として活用

可能性が考えられた。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（２）歯科口腔保健の評価方法・評価指標

のレビュー2 国際比較からみた歯科口腔

保健指標の予備的考察～OECD データによ

る歯科医療費，歯科医療供給資源～ 

高齢化した社会においては，単なる長寿

ではなく健康寿命が延びることが生活の質

(Quality of Life:QOL)を高めることにつなが

る。歯を失うことは食事，発音に加えて，社

会的な生活面においても質を低下させる。

口腔保健政策の目的は歯の喪失を防止し口

腔機能を維持することにある。歯科医療は

その基礎は現代歯科医学で一つであるが，

現実の医療を提供するシステムは各国での

歴史背景，成立過程などを踏まえた違いが

あり，どのシステムが良いかについてのコ

ンセンサスはない。医療システムは社会シ

ステムであるため，一国一制度が基本であ

り，各国でそれぞれの歴史背景が異なるこ

ともあり比較しにくい側面がある。社会シ

ステムにおいては実証実験が難しことから

国々の情報から得られる知見は貴重である。

本考察では，OECD 諸国の口腔保健に関す

る歯科医療費，歯科医療供給資源について

の情報収集及び比較検討を行うとともに，

わが国の歯科医療供給体制の国際的水準に

ついても検討することを目的とする。 

OECD 加盟国からは，歯科医療費につい

ては歯科医療費総額，公的歯科医療費等が，

歯科医療供給資源については，歯科医師数、

歯科衛生士数，歯科技工歯数，歯科助手数に

関する情報が公表されていた。国際的なわ

が国の歯科医療供給は，OECD 加盟国との

比較では，国民あたりの歯科医師数は 37 か

国中 12 位と多い群に属していた。歯科医療

費は中位に属しており，データ提出国の中
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では公的給付割合が最も高いことが確認で

きた。国際的には日本の現行歯科医療制度

は，効率的な運用がなさている可能性が考

えられる。EU 諸国等において行われている

具体的給付内容及び，ボーナス給付等の情

報収集を行うことでわが国にとって有効な

知見を得られる可能性があり今後検討の余

地が感じられた。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（３）歯科口腔保健の評価方法・評価指標

のレビュー3 定期的な歯科の受診割合とか

かりつけ歯科医がいる人の割合について 

歯科口腔保健の指標の一つとして、歯科

受療行動を評価する指標は重要である。歯

科受療行動の指標である歯科受診率とかか

りつけ医のいる人の割合について、今後日

本における歯科口腔保健の評価指標として

適切かを検討するため、国内外の文献レビ

ューを行った。歯科受診については医中誌

から160編、PubMedから128編が選択され

た。かかりつけ歯科医については、医中誌

から18編、PubMedから15編が選択され

た。歯科受診については、定期的歯科検

診・受診、1年以内の歯科受診が国内外で

評価指標として用いられていた。しかし、

歯科受診割合は年齢、居住地、既往歴等で

大きく異なり、単一の目標値では歯科口腔

保健活動を適切に評価できていない可能性

が示唆された。日本の1年以内歯科受診割

合はバイアスが比較的少ない協会けんぽの

レセプトデータからは約50％であり、歯科

医療サービスを定期的に利用している人の

割合の世界平均は54%だった。多国を同時

に評価した研究では、北欧諸国は歯科受診

割合が高く、南欧では比較的低かった。日

本の報告では、南欧と同程度の受診割合で

あった。かかりつけ歯科医がいる人の割合

は国外ではあまり用いられていない指標で

あり、国際的な比較が困難であった。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（４）歯科口腔保健の評価方法・評価指標

のレビュー4 咬合指標としての Functional 

Tooth Unit (FTU)について 

Functional Tooth Unit（FTU）は、臼歯部の

咬合状況（Occlusal Units, Occluding pair）を

数量化して評価することができる。FTU は、

現在歯だけではなく補綴物も含めたすべて

の機能歯を評価している。健康日本 21 の歯

科疾患に関する項目は全て歯科健診の結果

を基に評価するため、FTU は咀嚼、咬合状

態を評価する新しい指標として有効である

可能性がある。歯科口腔保健の目標は妥当

となる基準値が必要であり、また国際的に

比較しうるものであることが望ましい。今

回、FTU について文献レビューを行い、そ

の有用性について検討を行った。文献の検

索は、PubMed および医学中央雑誌に 2000

年から 2021 までに掲載された日本語ある

いは英語で書かれた原著論文のみを抽出し

た。さらに選ばれた報告のなかで参考文献

として使われているものについても検討し、

関連性があると思われるものを抽出した。 

その結果、総計 37 報（和文 1 報、欧文 36

報・日本人対象 18 報、外国人対象 18 報、

systematic review1 報）が抽出された。

systematic review を除く全ての研究は、観察

研究であった。 

海外研究の内訳は台湾 4 報、韓国 2 報、

タイ 3 報、インドネシア 2 報、オーストラ

リア 2 報、セルビア 2 報、フランス 1 報、

スペイン 1 報、米国 1 報であった。 

内容は栄養との関連を示した研究が 6 報、
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口腔機能との関連が 11 報、歯科疾患・歯科

医療との関連が 5 報、全身疾患・全身状態

との関連が 9 報、QOL・リテラシーとの関

連が 3 報、基準値を示した研究が 3 報であ

った。そのうち、FTU との関連で有効性が

示された研究は 34 報であった。 

上記結果より、FTU は栄養、口腔機能に

関連があり、全身疾患、歯科疾患に影響する

ため指標としての有効性が高い可能性が示

唆された。日本国内の研究においては total-

FTU10 以上、n-FTU, nif-FTU は 8 以上が一

つの指標となることが示された。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（５）日本の歯科医療受療格差の検討～

NDB 公表データを用いた都道府県差の分

析～   

歯科口腔保健の推進に関する基本的事項

において歯科保健の地域(都道府県)間格差

が指摘されており, 健康日本 21 の理念実現

に向けその実態把握が求められている。 

本研究では，国民の歯科治療履歴の悉皆デ

ータである NDB データを用いて歯科医療

受療の都道府県格差の分析を行うことを目

的とする。 

第 4 回 NDB 公表データ/歯科診療行為か

ら 2017年 4月～2018年 3月の１年間の（１）

外来初再診料（２）訪問歯科診療料（３）う

蝕除去（４）抜歯（５）抜髄（６）歯石除去

（７）歯周外科手術（８）ブリッジ（９）義

歯の算定数を都道府県別に集計し，それぞ

れ各都道府県の人口・性・年齢で調整した標

準化算定数比（= 実際の算定数/期待算定

数；SCR）を求め，SCR の最大値最小値比

を算出した。 次に、歯科医療サービスへの

アクセスや経済状況による歯科医療利用の

地域格差を検討するため，各都道府県の人

口 10 万人あたりの歯科診療所数及び，県民

平均所得・大学進学率により 47 都道府県を

上位・中位・下位の 3 群に分類し，９つの

算定項目それぞれについて Mann-Whitney

検定による分析を行った。 

各都道府県の SCR の最大値最小値比は、

外来初再診で 1.6、訪問診療で 19.3 であっ

た。処置では、歯周外科手術が 17.6、歯石

除去が 4.3 であり、その他の処置は 1.0 以上

2.0 未満であった。 3 群間の比較では，人

口 10 万人当たりの歯科診療所数が少ない

群（下位群）で，初再診，訪問歯科診療，う

蝕除去，歯石除去，歯周外科手術が有意に少

なく，また県民平均所得が低い群（下位群）

で外来初再診，歯石除去が少なく，抜歯，ブ

リッジ，義歯が有意に多かった。日本におけ

る歯科医療利用の都道府県差は，歯周病治

療及び，訪問診療で大きく認められ改善の

必要性が示唆された。また，歯科診療所が多

い地域では歯科疾患の初期段階での受診が

行われており，所得の低い地域では抜歯・補

綴処置の割合が高く，大学進学率の低い地

域では，抜髄・抜歯・補綴治療の割合が高く，

歯科疾患進行後の受診が多く行われている

可能性が窺えた。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
（６）NDB 個票データを利用した性・年齢・

都道府県別の 1 年歯科受診割合と平均残存

歯数の記述研究 

1 年以内の歯科受診の有無や残存歯数は

口腔保健行動・口腔内環境を評価する指標

として用いられているが、国民全体を対象

としてそれらの都道府県差を明らかにした

研究は存在しなかった。本研究の目的は、1

年間歯科受診割合と平均残存歯数を性・年

齢・都道府県別に集計し、既存の公的統計デ
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ータと比較することである。本研究は横断

的記述研究であり、2016 年 4 月〜2017 年 3

月の 1 年間の匿名レセプト情報・匿名特定

健診等情報データベース（NDB）の歯科レ

セプトを利用した。性・年齢階級・都道府県

別に 1 年間の歯科受診割合と、歯周炎病名

と欠損歯病名から平均残存歯数を求めた。

結果として、歯科受診割合は 5-9 歳で最も

高く、その後急激に低下して男性 20-24 歳、

女性 15-19 歳で底をうち、その後は緩やか

に上昇した。高齢になると 75-79 歳をピー

クに、80 歳以上では再度減少に転じた。5-

9 歳で最も受診割合が高い都道府県は男性

で香川県(85.5%)、女性で岐阜県(87.2%)、低

い都道府県は男女ともに沖縄県(男性 63.0%、

女性 64.4%)だった。75-79 歳では男女ともに

最も受診割合が高い都道府県は愛知県(男

性 66.2%、女性 65.3%)、低い都道府県は青

森県（男性 43.3%、女性 38.1%）であった。

平均残存歯数は 40-44 歳から緩やかに減少

し、70-74 歳で 20 本を下回り、80 歳以上で

は 15 本を下回った。80 歳以上で残存歯数

が 20 本以上だった人の割合は男性 43.1%、

女性 37.7%であった。80 歳以上の平均残存

歯数の本数が、多い都道府県は神奈川県(平

均値 15.6 本、女性 15.2 本)であリ、最も少

ない都道府県は男女ともに鹿児島県(平均

値男性:11.7 本、女性:11.2 本)であった。本研

究では都道府県ごとの歯科受診割合と平均

残存歯数について実態を明らかにすること

ができた。既存の公的統計データと比較し 1

年間歯科受診はバイアスが少ない情報であ

る可能性が高いが、残存歯数については一

貫した結果が得られず更なる研究が必要で

あると考えられた。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

（７）歯科医師勤務病院の病院特性と医科

歯科連携加算の地域格差の検討 

本研究の目的は本邦における入院患者の

歯科受診アクセシビリティを病院特性や二

次医療圏別で調査することである。歯科医

師勤務病院の病院特性と、医科歯科連携加

算算定病院の病院特性を記述し、二次医療

圏別の病院割合と地域格差を明らかにし

た。本研究では平成 29 年の病床機能報告

を用いた。一般病床を持つ全国の病院を対

象として、歯科医師勤務病院、周術期口腔

機能管理算定病院、栄養サポートチーム歯

科医師連携加算算定病院の割合について歯

科医師勤務の有無で層別化し、病院特性ご

とに集計した。二次医療圏レベルの地域格

差を求めるため、ジニ係数を計算した。結

果として、DPC 群が高いほど歯科医師勤務

病院の割合、医科歯科連携加算算定病院の

割合が高くなり、病院の設置主体では大学

では高く、医療法人では低かった。また、

歯科医師勤務病院と比較して、非歯科医師

勤務病院では医科歯科連携加算の算定割合

は非常に低かった。ジニ係数は歯科医師勤

務病院、周術期口腔機能管理算定病院、栄

養サポートチーム歯科医師連携加算算定病

院の順に 0.36、0.52、0.66 であり、医科歯

科連携加算算定病院の割合は地域格差が非

常に大きいことがわかった。本研究から、

医科歯科連携加算を算定されるかは病院の

特性や二次医療圏で大きく異なることがわ

かり、是正するためのシステム作りや医科

歯科連携加算の啓発などが必要であると考

えられた。また、入院中の患者医科歯科連

携加算の算定状況が歯科の口腔指標の一つ

となる可能性を示唆した。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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（８）平成 28 年度歯科疾患実態調査を用

いた都市規模別高齢者の咬合状態調査

健康日本 21 では高齢者（60 歳代）の咀嚼

良好者を 80％以上にすることを目標として

いるが現在まで達成されていない。高齢者

の咀嚼状態悪化には様々な要因が考えられ

るが、高齢者の咀嚼に影響する咬合状態を

地域別に評価した疫学調査は少ない。本研

究の目的は、平成 28 年度歯科疾患実態調査

をもとに、都市規模別の高齢者の咬合状態

の実態を把握することである。

平成 28 年歯科疾患実態調査の個票デー

タ（年齢、性別、歯式）を利用して、65 歳

以上の成人 1,552 名（男性 746 名、女性 806

名）を対象として分析を行った。分析に使用

した項目は、歯式から算出した現在歯数（第

3 大臼歯除く）、臼歯数（上下顎第 1,2 小臼

歯、第 1,2 大臼歯）、臼歯部の咬合状況を評

価する指標 Functional Tooth Units（n-FTU：

現在歯のみの咬合を評価、nif-FTU 現在歯と

インプラントやブリッジ等の固定性補綴物

も加えた咬合を評価、total-FTU：可撤性補綴

物も含めたすべての咬合を評価）、Eichner

分類である。都市規模は、13 大都市および

人口 15 万人以上の市を「大規模」（792 名、

平均年齢 74.3±6.6 歳）、人口 5～15 万未満の

市を「中規模」（327 名、平均年齢 72.8±6.2

歳）、人口 5 万未満の市および町村を「小規

模」（433 名、平均年齢 75.2±6.7 歳）として、

3 郡に分類した。

現在歯数、臼歯数ともに小規模都市(15.8

歯、7.9 歯)において中規模（19.0 歯、9.6 歯）

大規模(19.2 歯、10.0 歯)よりも有意に少なか

った。n-FTU、nif-FTU ともに「小規模」都

市(3.8、4.5)において中規模（4.9、5.3）、大

規模(5.2、6.2)よりも有意に少なかった。

total-FTU は小規模都市(9.5)が、大規模都市

(10.1)よりも有意に少なかった。Eichner 分類

は有意差が見られ、A 分類（支持域すべて

に対合接触のあるもの）の者の割合は、大規

模(64.1％)、中規模(61.9%)、小規模(51.8%)と

なるにつれ少なくなった。

現在歯数とともに臼歯部の咬合状態が小

規模都市においては不良であることが示さ

れた。今後は地域や都市の規模状況につい

てより詳細に調査するとともに、口腔の健

康格差の要因についてより詳細に調査する

ことが必要と示唆された。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

（９）わが国の口腔保健について今後求め

られる指標に関する統計学的検討―3層 D-

Plus 評価マトリクスを用いた評価の提案－ 

わが国の口腔保健について今後求められ

る指標に関し, 現在利用可能な「歯科」に

関するデータから どのような指標を構築

できるかの検討を[1] e-stat からの「歯科」

に関連する調査, およびその調査項目(デ

ータ項目)を抽出, [2] NDB オープンデータ

から「歯科」に関する項目を抽出, および

[3] これらのデータ項目から, 三層 D-Plus

モデルを用いて, 指標体系の検討を行った.

現在 e-stat から利用できる情報は(1) 歯

科疾患実態調査(H28 年),(2) 在宅歯科医療

に関する調査(H26 年),(3) 医師・歯科医

師・薬剤師統計,(4) 無歯科医地区等調査

(R1),(5) 医療扶助実態調査,(6) 医療経済実

態調査（医療機関等調査）,(7) 医療施設調

査,(8) 特定保険医療材料価格調査,(9) 社会

医療診療行為別統計（旧：社会医療診療行

為別調査）であり, NDB データからは「う

蝕」,「歯周病」,「喪失歯」,および「歯科

（投薬,処置,手術,麻酔,放射線）」,「歯科
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（歯冠修復及び欠損補綴）」,「歯科（歯科

矯正）」, 「調剤材料」,「その他材料」等

の情報が得られる. 

ところで,ケアの質を評価するための

「医療の質モデル」に Donabedian が開発

した Structure, Process, Outcome の概念を用

いた評価軸について,日本の実情に合わせ

て Output(市町村等の事業の評価軸)を加え, 

著者らがそれをマクロ(行政), メゾ(施設), 

ミクロ(個人)単位の観点から表で表した評

価マトリクスを用いて上記データを整理す

る.現在の利用可能な統計データは主にマ

クロ(行政)のストラクチャ情報と診療情報

となるマクロプロセス情報, マクロアウト

プット情報と整理される. これに関し,

NDB 歯科データが公開され, そのオープン

データは使いやすい形で公開されている

が, この情報を用いても同様の状況である

と考えられる. 

健康日本 21(歯科)に続く, 口腔保健の向

上のための指標を考えるのであれば, 単に

事業評価指標だけでなく, 本質的な意味で

国民のアウトカム(「う蝕」「歯周病」「喪

失歯」に関する変化)を評価項目に加える

ことは重要であると考える. 次期計画を策

定する際には, 事業により個人がどのよう

に変化するかをあらかじめ定め, それをど

のような統計から抽出するかをあらかじめ

定めることが重要であろう.この際「3 層

D-Plus 評価マトリクス」による評価の「見

える化」はわかりやすく有用であると思わ

れる. 
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A. 研究目的 
医療の評価においては近年，医療の質による評

価が広く行われており，医療政策においても重要

な要素の一つとされている。質という概念は相対

的であり，医療における質とは効用への適合と解

されている。換言すれば「目的達成への適合」で

ある。この医療の質評価においては，医療を「構

造(structure)」→「過程(process)」→「結果(outcome)」
の３視点から評価する Donabedian-model が提唱

されており，わが国でも医療，看護，介護等の分

野で用いられている。このモデル概念は歯科医療

の評価においても有用であると思われる。 
歯科医療政策のアウトカムとしての口腔保健

状態の評価に関する研究は，公的医療制度と民間

研究要旨 
医療の評価においては近年，医療の質による評価が広く行われており，医療政策においても重要

な要素の一つとされている。医療の質評価においては，医療を「構造(structure)」「過程(process)」
「結果(outcome)」の３視点から評価するDonabedian-model が提唱されており，わが国でも医療，

看護，介護等の分野で用いられている。このモデル概念は歯科医療の評価においても有用であると

思われる。本研究では 3 視点で特に重要な「結果(outcome)」について今後活用可能性がある歯科

口腔保健指標の予備的検討として WHO 公表データを用いて検討した。 
 OECD 加盟国における歯科口腔保健指標としては，DMFT，CPI，喪失歯数，無歯顎者率，口腔

がん罹患率が確認された。 
わが国において，歯科口腔保健指標としては現在あまり用いられていない喪失歯数や無歯顎者率

は地域や集団を比較する指標としては比較が簡便であり，NDB データにおける代置指標を設定活

用することで，収集を広範囲に行える可能性があることから，わが国においても今後口腔保健アウ

トカム指標としての活用可能性を検討すべきと考えられた。 

レセプト情報の妥当性を検証し，OECD 諸国の報告でみられた指標を年代別に分析する等の工夫

を行うことで，さらに詳細な地域・集団の歯科口腔健康指標として活用可能性が考えられた。 
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の医療保険が併用されることが多い諸外国での

研究が先行している。日本でも，歯と口腔の健康

に関する公衆衛生学の研究には長い歴史がある

ものの，歯科医療の特性を踏まえて歯科医療制度

や受療行動等の変化と口腔保健アウトカムの変

化を指標とした歯科医療政策の分析は，十分な蓄

積があるとは言い難い状況である。本研究では，

今後のわが国における有用な口腔保健指標の予

備的検討として検討資料の収集を目的として

WHO公表データから国際的に用いられている歯

科口腔保健のアウトカム指標を確認する。 
 
B. 研究方法 

OECD 加盟のうち WHO を通じて提供供・公

表が行われている歯科口腔保健のアウトカムデ

ータを集計し，国際的に使用されている口腔保

健指標並びに，各国の提出状況を確認し，指標

の提出状況等から各指標収集の難易性，比較可

能性，わが国における有益性につき検討する。  
 
C. 研究成果 

OECD 加盟国が公表している歯科保健のアウ

トカム指標を表１に示す（口腔がん罹患率を除

く）。公表されている指標としては，国民一人当

たり受診回数，DMFT，CPI，喪失歯数，無歯顎者

率，国民一人あたりの糖消費量，口腔がん罹患率

がみられた。この中で国民一人当たり受診回数，

国民一人当たり糖消費量は，健康結果を生ずる過

程を示すものであり，Donabedian の 3 要素から

は，プロセス指標に整理される。アウトカム指標

としては，DMFT, CPI,喪失歯数，無歯顎者率，口

腔がん罹患率が用いられていた。このうち歯周病

の指標であるCPI については平均値，無歯顎者率

では，一定年齢における情報提供に留まる一方で，

う蝕の指標である DMFT 及び歯の喪失数につい

ては年代別のデータ収集・公表を行っている国が

多いことが確認できた。口腔がん罹患率について

は評価項目としての指標が一般的な歯科口腔保

健と異なり，データの情報も詳細であるため，考

察を分けて次年度に報告することとする。 

 
D. 考察 
歯数歯科医療に関するデータを提供している

OECD 諸国の中では，う蝕指標としてDMFT，歯
周病指標とし CPI，これらに加えて，喪失歯数，

無歯顎者割合，口腔がん罹患率を口腔アウトカム

指標として使用されている状況が確認できた。      
わが国では 6 歳児、12 歳児DMFT，並びに CPI

は学校歯科検診や成人歯科検診等を通じて広く

口腔アウトカム指標として使用されている。世界

的にはこれらに加えて喪失歯数，無歯顎者割合が

歯科口腔保健のアウトカムとして用いられてい

た。また口腔がんの罹患についての情報収集が行

われている国が多くみられこの情報収集は詳細

に行われていた。 
わが国では，歯科口腔保健指標としてはあまり

用いられていない喪失歯数や無歯顎者率は地域

や集団を比較する指標としては比較が簡便であ

り，後述するように，データ収集が広範囲に行え

る可能性があることからわが国においても今後

口腔保健アウトカム指標としての活用可能性を

検討すべきと考えられる。 
現在，歯科口腔保健に関し収集されている情報

のうちデータ規模が確保されており全国比較が

可能なデータは小児・就学時の健診結果を集計し

たう蝕罹患に関するデータと，国民生活基礎調査

におけるう蝕・歯周病・咬合に関する主観的質問

項目の回答を収集したデータのみである。 
他方で，全国規模の歯科医療の利用情報として

は，レセプトを集計したNDB データが存在する。 
喪失歯数については，その表裏である現在歯数

とほぼ同義である。歯科におけるアウトカム指標

である現在歯数は，歯科においては，レセプトに

記載が行われている。このアウトカム指標である

歯数情報がレセプト情報に存在することが医科・

調剤レセプトと異なる歯科レセプトの最大の特

徴である。また同様に，無歯顎者数については，

この代替指標として総義歯数を把握することで

レセプトからの集計が可能である。レセプト情報

を全国的に集計したNDB データを活用すること
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により，喪失歯数と無歯顎者率に代置する現在歯

数,および総義歯数を全国的に把握でき，地域・集

団間をビッグデータにより比較評価できる可能

性があるものと考えられる。 
レセプト情報においてはその妥当性に課題が

ある。現在，医科，調剤では妥当性研究が端緒に

就いたところである。歯科においてもレセプト情

報の妥当性を検証し，活用可能な情報と不能な情

報の峻別を行うことで既存のデータによる国民

の歯科口腔情報を収集できるものと思われる。 
現在，我々の研究班では，歯科レセプト情報に

関する研究を併行して行っており，歯周病病名の

歯式（歯数）については既に報告を行っている。

歯周病病名に付与された歯式は，残存歯の治療を

対象とした歯数であるため，多数歯欠損の歯式に

ついては別途検討が必要と考えている。これにつ

いては現在検討している結果を最終年度に報告

する。 
OECD 諸国の報告でみられた以上の指標を年

代別に分析することでさらに詳細な地域・集団の

歯科口腔健康指標として活用の余地があるアウ

トカム指標とできるもの考えられる。 
 

E. 結論 
OECD 加盟国における歯科口腔保健指標とし

ては，DMFT，CPI，喪失歯数，無歯顎者率，口

腔がん罹患率が確認され，喪失歯数，無歯顎者

率については今後わが国でも活用可能性が考え

られた。 
F. 健康危険情報 
特に記載すべき点はありません。 
 
G. 研究発表 
1. 論文発表 
なし 
2. 学会発表 
なし 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 

なし 
２．実用新案登録 
なし 
３．その他 
なし 
 
参考文献・資料） 
Donabedian A, 東尚弘訳，医療の質の定義と評価

方法，NPO 法人健康医療評価研究機構。2007 
World Health Organization/ Data collections / Oral 
Health Database 
https://capp.mau.se/country-areas/ 
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【表 1】OECD 加盟国の歯科健康指標項目・数値一覧 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業研究事業)  
分担研究報告書 

 
歯科口腔保健の評価方法・評価指標のレビュー2 
国際比較からみた歯科口腔保健指標の予備的考察 

～OECD データによる歯科医療費，歯科医療供給資源～ 
 
研究協力者  平健人    筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻                    
研究協力者  石丸美穂   筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   
研究分担者  財津崇    東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野   
研究協力者  木野志保   京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻  
研究代表者  田宮菜奈子  筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野     
  筑波大学ヘルスサービス開発研究センター   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究要旨 
高齢化した社会においては，単なる長寿ではなく健康寿命が延びることが生活の質(Quality of 

Life:QOL)を高めることにつながる。歯を失うことは食事，発音に加えて，社会的な生活面におい

ても質を低下させる。口腔保健政策の目的は歯の喪失を防止し口腔機能を維持することにある。歯

科医療はその基礎は現代歯科医学で一つであるが，現実の医療を提供するシステムは各国での歴

史背景，成立過程などを踏まえた違いがあり，どのシステムが良いかについてのコンセンサスはな

い。医療システムは社会システムであるため，一国一制度が基本であり，各国でそれぞれの歴史背

景が異なることもあり比較しにくい側面がある。社会システムにおいては実証実験が難しことか

ら国々の情報から得られる知見は貴重である。本考察では，OECD 諸国の口腔保健に関する歯科

医療費，歯科医療供給資源についての情報収集及び比較検討を行うとともに，わが国の歯科医療供

給体制の国際的水準についても検討することを目的とする。 
OECD 加盟国からは，歯科医療費については歯科医療費総額，公的歯科医療費等が，歯科医療

供給資源については，歯科医師数、歯科衛生士数，歯科技工歯数，歯科助手数に関する情報が公表

されていた。国際的なわが国の歯科医療供給は，OECD 加盟国との比較では，国民あたりの歯科

医師数は 37 か国中 8 位と多い群に属していた。歯科医療費は中位に属しており，データ提出国の

中では自己負担割合は２番目に低いことが確認できた。国際的には日本の現行歯科医療制度は，効

率的な運用がなさている可能性が考えられる。EU 諸国等において行われている具体的給付内容及

び，ボーナス給付等の情報収集を行うことでわが国にとって有効な知見を得られる可能性があり

今後検討の余地が感じられた。 
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A. 研究目的 
高齢化した社会においては，単なる長寿では

なく健康寿命が延びることが生活の質(Quality of 
Life:QOL)を高めることにつながる。歯を失うこ

とは食事を摂ることに支障が生じるだけでなく，

発音や表情などに影響し，社会的な生活面にお

いても質を低下させる。“すべての歯を喪失する

ことは究極の口腔保健政策の失敗”(Eklund and 
Burt 2002)である。 
歯科医療はその基礎は現代歯科医学で一つで

あるが，現実の医療を提供するシステムは各国

での歴史背景，成立過程などを踏まえた違いが

あり，どのシステムが良いかについてのコンセ

ンサスはない。現在 OECD 諸国を始めとする諸

国においても医療の平等や質を確保しながら医

療の効率を向上させることが課題となっており

医療制度においてその試行錯誤が繰り返されて

いる。医療システムは社会システムであるため，

一国一制度が基本であり，各国でそれぞれの歴

史背景が異なることもあり比較しにくい側面が

ある。しかし社会システムにおいては実証実験

が難しことから国々の情報から得られる知見は

貴重である。 
本考察では，OECD 諸国の口腔保健に関する

歯科医療費，歯科医療供給資源についての情報

収集及び比較検討を行い，今後のわが国の歯科

医療制度のあり方を検討するための知見を得る

とともに，わが国の歯科医療供給体制の国際的

水準についても検討することを目的とする。 
 

B. 研究方法 
 OECD 加盟国が公表している各国の歯科医療

費，歯科医療資源に関する情報を OECD Health 
Data 等から収集し各国が公表しているデータを

確認し，OECD 加盟国中におけるわが国の歯科

医療の位置ついて検討した。 
 
C. 研究成果 

OECD 諸国加盟国のうち情報提供が確認でき

た歯科医療資源のデータを表１, 表２に示す。歯

科医療費総額，公的歯科医療費については EU 諸

国では報告が確認できる国が多く認められる一

方で，情報が確認できなかった国も 3 割近く存

在する。これは対象国において，歯科医療が公的

保険給付の対象外となっている国が存在し，こ

れらの国での歯科医療費の把握が困難な事情が

影響しているものと考えられる。歯科医療費情

報が確認できた 16 か国において，公的給付割合

が 5 割を超えていたのは 3 国のみであった。公

的給付割合の平均値は 33.0％であり，75.1％の日

本が最も高く観察された。 
 他方で，歯科医療従事者の情報については，歯

科医師数、歯科衛生士数，歯科技工歯数，歯科助

手数が公表されていた。OECD 加盟国における

歯科医療の担い手は共通しており各国とも歯科

医療供給人材についての把握は行われていた。 
 国際的なわが国の歯科医療供給の位置につい

ては，データ提供を行っている OECD 加盟国と

の比較では，以下の状況が確認できた。 
・歯科医療費は国民一人当たり歯科医療費が 12
位，対 GDP では 12 位 と中位に属している。 
・自己負担割合はデータ提出国中で 2 番目に低

い。 
・国民一人当たりの歯科医師数は 8 位であり国

際的には多い群に属する。 
 
D. 考察 
 日本の医療制度は戦時期までに整えられた各

種医療保険をベースに、国民健康保険法が改正

された 1958 年から 1961 年にかけて国民皆保険

が実現された。その後それぞれの時代背景に応

じて、医療保険・医療体制共に種々の変革を遂げ

てきたが、その基本的骨格は現在も維持された

ままである。歯科医療制度も同様に 1960 年代に

整備された歯科疾患に対する治療に重心を置い

た制度が基礎となっている。日本の医療制度は

国民皆保険、フリーアクセス、自由開業制度が大

きな特徴とされている。OECD 諸国との比較か

らは，日本の現行歯科医療制度は国民一人当た
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りの歯科医師は多い群に属していたが，国民一

人当たりの歯科医療費は中位であり，自己負担

割合が低いことが確認できた。国際的には日本

の現行歯科医療制度は，効率的な運用がなされ

ている可能性が考えられる。本稿では給付の内

容については網羅的な情報収集が行えなかった

が，EU 諸国等において具体的給付内容が確認で

きた中には，歯科疾患予防サービスへのボーナ

ス給付がみられた国が複数確認できた。歯科医

療給付内容についても今後，情報収集を行うこ

とで今後のわが国に有効な知見を得られるもの

と考えられ，今後検討の必要性が感じられた。 
 
E. 結論 

OECD 諸国加盟国のうち歯科医療費について

は約半数の加盟国で，歯科医療従事者の情報に

ついてはほぼすべての加盟国で公表されてい

た。OECD 加盟国における歯科医療の担い手は

共通しており各国とも歯科医療供給人材につい

ての把握は行われていた。日本の現行歯科医療

制度は国民一人当たりの歯科医師は多い群に属

していたが，国民一人当たりの歯科医療費は中

位であり，自己負担割合は低いことが確認でき

た。国際的には日本の現行歯科医療制度は，効

率的な運用がなされている可能性が考えられ

た。 
 

F. 健康危険情報 
なし 
 

G. 研究発表 
1. 論文発表 

なし 
2. 学会発表 

なし 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
なし 

２．実用新案登録 
なし 

３．その他 
なし 
 

参考文献・資料） 
1) OECD Health Data / Statistics 2020 
https://www.oecd.org/els/health-systems/health-
data.htm 
2) Manual of Dental Practice 2015, Council of 
European Dentists 
https://www.omd.pt/content/uploads/2017/12/ced-
manual-2015-completo.pdf 
3) 島崎謙治，日本の医療制度と政策，東京大学出

版会，2020 
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【表１】OEDC 諸国の歯科医療費 

総歯科
医療費

(million$)

公的歯科
医療費

(million$)

自己負担
割合
（％）

国民一人
当たり

歯科医療費
($)

対国民
医療費
(%  )

対ＧＤＰ
(% )

 ("04)  ('04) ('16)  ('04) ('04)  ('04)

アイスランド 60 13 74 204 4.6
0.6

0.6 ('12)

アイルランド - - - 47(’92) 4.5(’92) 0.3(’92)

アメリカ 81476 4867 40 277 4.6 0.7

イギリス 3673(’92) 1779(’92) - 69(’92) 5.4(’92)
0.4(’92)
0.5('07)

イスラエル - - - - - -

イタリア - - - - - 0.8('11)

エストニア - - 74 - - 0.3('11)

オーストラリア 3718 699 58 185 5.9 0.6

オーストリア 1968 918 52 241 6.6
0.7

0.7('07)

オランダ - - 22 80(’97) 4.1(’97) 0.3(’97)

カナダ 7212 350 38 226 7.4 0.7

韓国 - - 68 - - -

ギリシャ - - 100 - - 1.1('13)

コロンビア - - - - - -

スイス 1839 111 78 249 4.4
0.7

0.2('12)

スウェーデン 1369(’92) 723(’93) 61 249(’92) 9.8(’92)
0.8(’92)
0.7('10)

スペイン 4775 77 98 112 5.7 0.4

スロバキア - - 36 - - 0.6('07)
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総歯科
医療費

(million$)

公的歯科
医療費

(million$)

自己負担
割合
（％）

国民一人
当たり

歯科医療費
($)

対国民
医療費
(%  )

対ＧＤＰ
(% )

 ("04)  ('04) ('16)  ('04) ('04)  ('04)

スロベニア - - 20 - - 0.1('07)

チェコ 805 569 53 79 10.2
0.4

0.4('06)

チリ - - - - - -

デンマーク 791 175 68 146 3.5
0.5

0.2('05)

ドイツ 21925 13503 25 266 7.6 0.8

トルコ - - - 8 3.9 0.26

日本 18687 14043 22 146 7.8 0.5

ニュージ－ランド - - - - - -

ノルウェー 899 199 72 196 3.6
0.5

0.5('12)

ハンガリー 978 204 76 97 11.8
0.6

0.1('07)

ベルギー - - 58 - - 0.2('07)

フィンランド 667 279 68 128 4.8
0.4

0.4('07)

フランス 9348 3297 - 150 4.1
0.5

0.9('07)

ポーランド - - 71 - - 0.2('04)

ポルトガル - - - - - 0.4('04)

メキシコ - - 90 - - -

ラトビア - - 93 - - 0.2('10)

リトアニア - - 82 - - -

ルクセンブルク 107 62 40 236 4.1 0.3
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【表２】OEDC 諸国の歯科医療従事者数 

歯科医師数
（人）

人口千人対
歯科医師数
（人）

歯科衛生士数
（人）

歯科技工士数
（人）

歯科助手
（人）

('04) （’04） （’04） （’04） （’04）

アイスランド 285（’19） 0.80（’19） 14（’12） 101（’12） 320（’12）
アイルランド 2828（’15） 0.6（’15） 458（’13） 350（’13） 629（’13）
アメリカ 173574（’03） 0.6('03) 112000（’03） 54000（’03） 224000（’03）
イギリス 35568（’19） 0.53（’19） 6374（’14） 6323（’14） 50709（’14）
イスラエル 6800（’18） 1.77（’18） - - -
イタリア 48638（’19） 0.81（’19） 4000（’07） 11520（’07） 52000（’07）
エストニア 1277（’18） 0.97（’18） 32（’13） 137（’13） 1540（’13）

オーストラリア 14981（’18） 0.60（’18） 1645（’14） 1223（’14） 1223（’14）
オーストリア 5027（’18） 0.57（’18） - 620（’13） 10200（’13）
オランダ 9470（’18） 0.55（’18） 3200（’13） 5370（’13） 19000（’13）
カナダ 24517（’18） 0.66（’18） 14525（’07） 22365（’08） 300（’07）
韓国 25792（’18） 0.5（’18） - - -

ギリシャ 13746（’14） 1.3（’14） - 4500（’13） 2000（’13）
コロンビア 44858（’10） 0.9（’10） 3000（’10） 7000（’10） 20000（’10）
スイス 4337（’18） 0.51（’18） 1600（’13） 1800（’13） 6500（’13）

スウェーデン 8173（’17） 0.81（’17） 3989（’12） 1500（’10） 12000（’10）
スペイン 33286（’14） 0.6（’13） 13200（’13） 11135（’13） 37000（’13）
スロバキア 2647（’15） 0.6（’13） 187（’13） 1392（’13） 3610（’13）
スロベニア 1492（’17） 0.72（’18） 15（’13） 251（’13） 870（’13）
チェコ 7844（’18） 0.74（’18） 800（’13） 4500（’13） 8000（’13）
チリ - - - - -

デンマーク 4162（’18） 0.72（’18） 2000（’13） 1100（’08） 4400（’08）
ドイツ 71093（’18） 0.86（’18） 55000（’11） 58000（’11） 182000（’11）
トルコ 24834（’15） 0.38（’18） - 11750（’04） 2000（’04）
日本 101811（’18） 0.8（’18） 73297 36765 230207

ニュージ－ランド 1877（’07） 0.5（’07） 237（’07） 660（’07） 2000（’04）
ノルウェー 4703（’18） 0.88　（’19） 955（’14） 703（’13） 3671（’13）
ハンガリー 6870（’18） 0.7（’18） 1000（’13） 3000（’13） 4668（’13）
ベルギー 8614（’18） 0.75（’18） - 2250（’07） 1500（’07）

フィンランド 3988（’14） 0.73（’14） 1490（’13） 850（’13） 4800（’13）
フランス 43333（’18） 0.65（’18） - 16500（’12） 15350（’12）
ポーランド 13331（’17） 0.35（’17） 2500（’00） 7000（’00） 9725（’00）
ポルトガル 9125（’14） 0.9（’12） 520（’12） 546（’12） -
メキシコ 17073（’18） 0.14（’17） 5000（’01） 20000（’01） 50000（’01）
ラトビア 1361（’18） 0.71（’18） 219（’12） 551（’12） 1360（’12）
リトアニア 2758（’18） 0.98（’18） 572（’12） 1114（’12） 1823（’12）

ルクセンブルク 561（’17） 0.97（’17） - 82（’13） 390（’13）
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歯科口腔保健の評価方法・評価指標のレビュー2 
国際比較からみた歯科口腔保健指標の予備的考察 

～OECD データによる歯科医療費，歯科医療供給資源～ 
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  筑波大学ヘルスサービス開発研究センター   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究要旨 
高齢化した社会においては，単なる長寿ではなく健康寿命が延びることが生活の質(Quality of 

Life:QOL)を高めることにつながる。歯を失うことは食事，発音に加えて，社会的な生活面におい

ても質を低下させる。口腔保健政策の目的は歯の喪失を防止し口腔機能を維持することにある。歯

科医療はその基礎は現代歯科医学で一つであるが，現実の医療を提供するシステムは各国での歴

史背景，成立過程などを踏まえた違いがあり，どのシステムが良いかについてのコンセンサスはな

い。医療システムは社会システムであるため，一国一制度が基本であり，各国でそれぞれの歴史背

景が異なることもあり比較しにくい側面がある。社会システムにおいては実証実験が難しことか

ら国々の情報から得られる知見は貴重である。本考察では，OECD 諸国の口腔保健に関する歯科

医療費，歯科医療供給資源についての情報収集及び比較検討を行うとともに，わが国の歯科医療供

給体制の国際的水準についても検討することを目的とする。 
OECD 加盟国からは，歯科医療費については歯科医療費総額，公的歯科医療費等が，歯科医療

供給資源については，歯科医師数、歯科衛生士数，歯科技工歯数，歯科助手数に関する情報が公表

されていた。国際的なわが国の歯科医療供給は，OECD 加盟国との比較では，国民あたりの歯科

医師数は 37 か国中 8 位と多い群に属していた。歯科医療費は中位に属しており，データ提出国の

中では自己負担割合は２番目に低いことが確認できた。国際的には日本の現行歯科医療制度は，効

率的な運用がなさている可能性が考えられる。EU 諸国等において行われている具体的給付内容及

び，ボーナス給付等の情報収集を行うことでわが国にとって有効な知見を得られる可能性があり

今後検討の余地が感じられた。 
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A. 研究目的 
高齢化した社会においては，単なる長寿では

なく健康寿命が延びることが生活の質(Quality of 
Life:QOL)を高めることにつながる。歯を失うこ

とは食事を摂ることに支障が生じるだけでなく，

発音や表情などに影響し，社会的な生活面にお

いても質を低下させる。“すべての歯を喪失する

ことは究極の口腔保健政策の失敗”(Eklund and 
Burt 2002)である。 
歯科医療はその基礎は現代歯科医学で一つで

あるが，現実の医療を提供するシステムは各国

での歴史背景，成立過程などを踏まえた違いが

あり，どのシステムが良いかについてのコンセ

ンサスはない。現在 OECD 諸国を始めとする諸

国においても医療の平等や質を確保しながら医

療の効率を向上させることが課題となっており

医療制度においてその試行錯誤が繰り返されて

いる。医療システムは社会システムであるため，

一国一制度が基本であり，各国でそれぞれの歴

史背景が異なることもあり比較しにくい側面が

ある。しかし社会システムにおいては実証実験

が難しことから国々の情報から得られる知見は

貴重である。 
本考察では，OECD 諸国の口腔保健に関する

歯科医療費，歯科医療供給資源についての情報

収集及び比較検討を行い，今後のわが国の歯科

医療制度のあり方を検討するための知見を得る

とともに，わが国の歯科医療供給体制の国際的

水準についても検討することを目的とする。 
 

B. 研究方法 
 OECD 加盟国が公表している各国の歯科医療

費，歯科医療資源に関する情報を OECD Health 
Data 等から収集し各国が公表しているデータを

確認し，OECD 加盟国中におけるわが国の歯科

医療の位置ついて検討した。 
 
C. 研究成果 

OECD 諸国加盟国のうち情報提供が確認でき

た歯科医療資源のデータを表１, 表２に示す。歯

科医療費総額，公的歯科医療費については EU 諸

国では報告が確認できる国が多く認められる一

方で，情報が確認できなかった国も 3 割近く存

在する。これは対象国において，歯科医療が公的

保険給付の対象外となっている国が存在し，こ

れらの国での歯科医療費の把握が困難な事情が

影響しているものと考えられる。歯科医療費情

報が確認できた 16 か国において，公的給付割合

が 5 割を超えていたのは 3 国のみであった。公

的給付割合の平均値は 33.0％であり，75.1％の日

本が最も高く観察された。 
 他方で，歯科医療従事者の情報については，歯

科医師数、歯科衛生士数，歯科技工歯数，歯科助

手数が公表されていた。OECD 加盟国における

歯科医療の担い手は共通しており各国とも歯科

医療供給人材についての把握は行われていた。 
 国際的なわが国の歯科医療供給の位置につい

ては，データ提供を行っている OECD 加盟国と

の比較では，以下の状況が確認できた。 
・歯科医療費は国民一人当たり歯科医療費が 12
位，対 GDP では 12 位 と中位に属している。 
・自己負担割合はデータ提出国中で 2 番目に低

い。 
・国民一人当たりの歯科医師数は 8 位であり国

際的には多い群に属する。 
 
D. 考察 
 日本の医療制度は戦時期までに整えられた各

種医療保険をベースに、国民健康保険法が改正

された 1958 年から 1961 年にかけて国民皆保険

が実現された。その後それぞれの時代背景に応

じて、医療保険・医療体制共に種々の変革を遂げ

てきたが、その基本的骨格は現在も維持された

ままである。歯科医療制度も同様に 1960 年代に

整備された歯科疾患に対する治療に重心を置い

た制度が基礎となっている。日本の医療制度は

国民皆保険、フリーアクセス、自由開業制度が大

きな特徴とされている。OECD 諸国との比較か

らは，日本の現行歯科医療制度は国民一人当た
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りの歯科医師は多い群に属していたが，国民一

人当たりの歯科医療費は中位であり，自己負担

割合が低いことが確認できた。国際的には日本

の現行歯科医療制度は，効率的な運用がなされ

ている可能性が考えられる。本稿では給付の内

容については網羅的な情報収集が行えなかった

が，EU 諸国等において具体的給付内容が確認で

きた中には，歯科疾患予防サービスへのボーナ

ス給付がみられた国が複数確認できた。歯科医

療給付内容についても今後，情報収集を行うこ

とで今後のわが国に有効な知見を得られるもの

と考えられ，今後検討の必要性が感じられた。 
 
E. 結論 

OECD 諸国加盟国のうち歯科医療費について

は約半数の加盟国で，歯科医療従事者の情報に

ついてはほぼすべての加盟国で公表されてい

た。OECD 加盟国における歯科医療の担い手は

共通しており各国とも歯科医療供給人材につい

ての把握は行われていた。日本の現行歯科医療

制度は国民一人当たりの歯科医師は多い群に属

していたが，国民一人当たりの歯科医療費は中

位であり，自己負担割合は低いことが確認でき

た。国際的には日本の現行歯科医療制度は，効

率的な運用がなされている可能性が考えられ

た。 
 

F. 健康危険情報 
なし 
 

G. 研究発表 
1. 論文発表 

なし 
2. 学会発表 

なし 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
なし 

２．実用新案登録 
なし 

３．その他 
なし 
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【表１】OEDC 諸国の歯科医療費 

総歯科
医療費

(million$)

公的歯科
医療費

(million$)

自己負担
割合
（％）

国民一人
当たり

歯科医療費
($)

対国民
医療費
(%  )

対ＧＤＰ
(% )

 ("04)  ('04) ('16)  ('04) ('04)  ('04)

アイスランド 60 13 74 204 4.6
0.6

0.6 ('12)

アイルランド - - - 47(’92) 4.5(’92) 0.3(’92)

アメリカ 81476 4867 40 277 4.6 0.7

イギリス 3673(’92) 1779(’92) - 69(’92) 5.4(’92)
0.4(’92)
0.5('07)

イスラエル - - - - - -

イタリア - - - - - 0.8('11)

エストニア - - 74 - - 0.3('11)

オーストラリア 3718 699 58 185 5.9 0.6

オーストリア 1968 918 52 241 6.6
0.7

0.7('07)

オランダ - - 22 80(’97) 4.1(’97) 0.3(’97)

カナダ 7212 350 38 226 7.4 0.7

韓国 - - 68 - - -

ギリシャ - - 100 - - 1.1('13)

コロンビア - - - - - -

スイス 1839 111 78 249 4.4
0.7

0.2('12)

スウェーデン 1369(’92) 723(’93) 61 249(’92) 9.8(’92)
0.8(’92)
0.7('10)

スペイン 4775 77 98 112 5.7 0.4

スロバキア - - 36 - - 0.6('07)
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総歯科
医療費

(million$)

公的歯科
医療費

(million$)

自己負担
割合
（％）

国民一人
当たり

歯科医療費
($)

対国民
医療費
(%  )

対ＧＤＰ
(% )

 ("04)  ('04) ('16)  ('04) ('04)  ('04)

スロベニア - - 20 - - 0.1('07)

チェコ 805 569 53 79 10.2
0.4

0.4('06)

チリ - - - - - -

デンマーク 791 175 68 146 3.5
0.5

0.2('05)

ドイツ 21925 13503 25 266 7.6 0.8

トルコ - - - 8 3.9 0.26

日本 18687 14043 22 146 7.8 0.5

ニュージ－ランド - - - - - -

ノルウェー 899 199 72 196 3.6
0.5

0.5('12)

ハンガリー 978 204 76 97 11.8
0.6

0.1('07)

ベルギー - - 58 - - 0.2('07)

フィンランド 667 279 68 128 4.8
0.4

0.4('07)

フランス 9348 3297 - 150 4.1
0.5

0.9('07)

ポーランド - - 71 - - 0.2('04)

ポルトガル - - - - - 0.4('04)

メキシコ - - 90 - - -

ラトビア - - 93 - - 0.2('10)

リトアニア - - 82 - - -

ルクセンブルク 107 62 40 236 4.1 0.3
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【表２】OEDC 諸国の歯科医療従事者数 

歯科医師数
（人）

人口千人対
歯科医師数
（人）

歯科衛生士数
（人）

歯科技工士数
（人）

歯科助手
（人）

('04) （’04） （’04） （’04） （’04）

アイスランド 285（’19） 0.80（’19） 14（’12） 101（’12） 320（’12）
アイルランド 2828（’15） 0.6（’15） 458（’13） 350（’13） 629（’13）
アメリカ 173574（’03） 0.6('03) 112000（’03） 54000（’03） 224000（’03）
イギリス 35568（’19） 0.53（’19） 6374（’14） 6323（’14） 50709（’14）
イスラエル 6800（’18） 1.77（’18） - - -
イタリア 48638（’19） 0.81（’19） 4000（’07） 11520（’07） 52000（’07）
エストニア 1277（’18） 0.97（’18） 32（’13） 137（’13） 1540（’13）

オーストラリア 14981（’18） 0.60（’18） 1645（’14） 1223（’14） 1223（’14）
オーストリア 5027（’18） 0.57（’18） - 620（’13） 10200（’13）
オランダ 9470（’18） 0.55（’18） 3200（’13） 5370（’13） 19000（’13）
カナダ 24517（’18） 0.66（’18） 14525（’07） 22365（’08） 300（’07）
韓国 25792（’18） 0.5（’18） - - -

ギリシャ 13746（’14） 1.3（’14） - 4500（’13） 2000（’13）
コロンビア 44858（’10） 0.9（’10） 3000（’10） 7000（’10） 20000（’10）
スイス 4337（’18） 0.51（’18） 1600（’13） 1800（’13） 6500（’13）

スウェーデン 8173（’17） 0.81（’17） 3989（’12） 1500（’10） 12000（’10）
スペイン 33286（’14） 0.6（’13） 13200（’13） 11135（’13） 37000（’13）
スロバキア 2647（’15） 0.6（’13） 187（’13） 1392（’13） 3610（’13）
スロベニア 1492（’17） 0.72（’18） 15（’13） 251（’13） 870（’13）
チェコ 7844（’18） 0.74（’18） 800（’13） 4500（’13） 8000（’13）
チリ - - - - -

デンマーク 4162（’18） 0.72（’18） 2000（’13） 1100（’08） 4400（’08）
ドイツ 71093（’18） 0.86（’18） 55000（’11） 58000（’11） 182000（’11）
トルコ 24834（’15） 0.38（’18） - 11750（’04） 2000（’04）
日本 101811（’18） 0.8（’18） 73297 36765 230207

ニュージ－ランド 1877（’07） 0.5（’07） 237（’07） 660（’07） 2000（’04）
ノルウェー 4703（’18） 0.88　（’19） 955（’14） 703（’13） 3671（’13）
ハンガリー 6870（’18） 0.7（’18） 1000（’13） 3000（’13） 4668（’13）
ベルギー 8614（’18） 0.75（’18） - 2250（’07） 1500（’07）

フィンランド 3988（’14） 0.73（’14） 1490（’13） 850（’13） 4800（’13）
フランス 43333（’18） 0.65（’18） - 16500（’12） 15350（’12）
ポーランド 13331（’17） 0.35（’17） 2500（’00） 7000（’00） 9725（’00）
ポルトガル 9125（’14） 0.9（’12） 520（’12） 546（’12） -
メキシコ 17073（’18） 0.14（’17） 5000（’01） 20000（’01） 50000（’01）
ラトビア 1361（’18） 0.71（’18） 219（’12） 551（’12） 1360（’12）
リトアニア 2758（’18） 0.98（’18） 572（’12） 1114（’12） 1823（’12）

ルクセンブルク 561（’17） 0.97（’17） - 82（’13） 390（’13）
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歯科口腔保健の評価方法・評価指標のレビュー3 

定期的な歯科の受診割合とかかりつけ歯科医がいる人の割合について 
 

研究協力者  石丸美穂  筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   
研究協力者  平健人   筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻 
研究協力者  木野志保  京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻  
研究分担者  財津崇   東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野     
研究代表者  田宮菜奈子  筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   

   筑波大学ヘルスサービス開発研究センター   

 

研究要旨  
歯科口腔保健の指標の一つとして、歯科受療行動を評価する指標は重要である。歯科受療行動

の指標である歯科受診率とかかりつけ医のいる人の割合について、今後日本における歯科口腔保

健の評価指標として適切かを検討するため、国内外の文献レビューを行った。歯科受診について

は医中誌から 160 編、PubMed から 128 編が選択された。かかりつけ歯科医については、医中誌

から 18 編、PubMed から 15 編が選択された。歯科受診については、定期的歯科検診・受診、1 年

以内の歯科受診が国内外で評価指標として用いられていた。しかし、歯科受診割合は年齢、居住

地、既往歴等で大きく異なり、単一の目標値では歯科口腔保健活動を適切に評価できていない可

能性が示唆された。日本の 1 年以内歯科受診割合はバイアスが比較的少ない協会けんぽのレセプ

トデータからは約 50％であり、歯科医療サービスを定期的に利用している人の割合の世界平均は

54%だった。多国を同時に評価した研究では、北欧諸国は歯科受診割合が高く、南欧では比較的

低かった。日本の報告では、南欧と同程度の受診割合であった。かかりつけ歯科医がいる人の割

合は国外ではあまり用いられていない指標であり、国際的な比較が困難であった。 

 
Ａ．研究目的 

歯科口腔保健の評価指標の一つして、歯

科受診率とかかりつけ医がいる人の割合に

ついて評価されている。歯科受診率とは定

期的な歯科受診や定期的な歯科検診（健診）、

1 年以内歯科受診割合を歯科医療サービス利

用可能性やアクセシビリティを把握するた

めの指標としている。疼痛がある時の都度

受診とは別に予防的な処置を定期的に受け

ることで、歯周病の悪化やう蝕の予防的処

置を行うことができ、また歯科衛生指導を

受けることで口腔内状況の改善につながる

と考えられる。また、さらにかかりつけ医

がいる場合は定期受診を促すなどの良い効

果があると思われる。健康日本 21 では、歯

科受療行動の一つとして「過去 1年以内に歯

科受診をしたか？」という指標の目標値が

定められており、2022 年度に 65％と定めら

れている。 
しかしながら、日本国内の歯科受療率の

実数値については公的統計データのみに頼

っており、バイアスのない結果が得られて

いるかは不明である。また、他国と比較し

て歯科受診率について比較検討した研究は
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存在しない。新たな指標として、かかりつ

け医が存在するかを指標とする可能性もあ

る。そこで本研究班では、歯科口腔保健の

指標の一つとして、歯科受療行動のうち、

歯科受診率とかかりつけ医のいる人の割合

について歯科口腔保健の評価指標として適

切かを検討するため、国内外の文献レビュ

ーを行った。 
 
Ｂ．研究方法 

対象となる文献を、国内外の論文を網羅

的に検索した。国内論文については医学中

央雑誌（医中誌）にて検索し、国外論文に

ついては PubMed で検索した。論文は原著

論文で期間は 2010 年〜2020 年に発表された

ものとした。検索ワードは歯科受診率につ

いては医中誌で「(((歯科受診/AL) or (歯科

検診/AL) or (歯科健診/AL)) and (PT=原著

論文)) and (DT=2010:2020)」、PubMed では

「("regular dental"[All Fields] AND ("visit"

[All Fields] OR "visitation"[All Fields] OR "

visitations"[All Fields] OR "visited"[All Field

s] OR "visiting"[All Fields] OR "visits"[All F

ields] OR "care"[All Fields] OR ("examinatio

n s"[All Fields] OR "examinator"[All Fields] 

OR "examinators"[All Fields] OR "examiner"

[All Fields] OR "examiner s"[All Fields] OR 

"examiners"[All Fields] OR "physical examina

tion"[MeSH Terms] OR ("physical"[All Field

s] AND "examination"[All Fields]) OR "physi

cal examination"[All Fields] OR "examination

"[All Fields] OR "examinations"[All Fields]) 

OR "check-up"[All Fields])) AND ((english[Fi

lter]) AND (2010:2020[pdat]))」である。 

かかりつけ医については医中誌で「(かか

りつけ歯科医/AL) and (PT=原著論文) and 

(DT=2010:2020)」、国外論文については Pub

Med で「" ("family dentist"[All Fields] OR "

regular dentist"[All Fields]) AND ((english[Fil

ter]) AND (2010:2020[pdat]))」とした。検索

は 2021 年 2 月に行い、掲載されている全て

の論文から選択した。除外基準として、症

例報告・総説をタイトルからわかる場合は

除外し、その後抄録の内容から本レビュー

に適切な内容ではない場合に除外した。 
歯科受診率やかかりつけ歯科医がいる人

について、その割合を記している場合は対

象者を明らかにして集計した。 
 
Ｃ．研究結果 

論文選択については図 1 にチャートを示

す。最終的に、歯科受診については医中誌

から 60 編(1–60)、PubMed から 129 編(61–18

9)が選択された。かかりつけ歯科医について

は、医中誌から 18 編(3,6,16,17,20,29,60,190–

200)、PubMed から 15 編(201–215)が選択さ

れた。 
歯科受診について国内論文の受診割合を

表 1にまとめる。定期的歯科受診、定期的歯

科健診・検診、ある一定の期間の歯科の受

診について検討している論文にわけ、地域

住民、年齢（未就学、小学生、高校生、大

学生、高齢者）や属性（妊婦、労働者、障

害者、保護者、歯科衛生士）、既往歴（がん、

糖尿病、人工透析、インプラント治療後）

に分けた。一定期間の受診は全ての論文で

過去 1 年以内の歯科受診だった。 
多くの研究では単一の施設や歯科医院に

受診している人を対象としたり、歯科検診

を受診した人が対象となっていた。研究ご

とに受診割合は大きく異なっており、一貫

性は認められなかった。地域住民の定期歯

科検診・健診では 34.9%(27)〜64.2%(46)、定

期歯科受診は 32.4％(4)〜62.5%(6)、1 年以内

の歯科受診は 26.8%(7)〜54.7%(53)であっ

た。 

レセプトデータを用いた研究は 1 編のみ
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存在していた(10)。協会けんぽの大阪支部に

加入している 1,120,866 人を対象とし、2015

年に 1 回以上の歯科医療機関受診をした人

は約 50%であり、女性の方が高いことを報

告している。小児においては国際比較の論

文が存在し、12 歳の子供の定期的歯科受診

割合は、日本では 44％だったのに対し、イ

ギリス、デンマーク、オランダ、スウェー

デン、チェクでは 95%以上が受診してい

た。(37) 

国際誌での歯科受診についての論文を表 2

にまとめた。様々な国（アメリカ、ヨーロ

ッパ諸国、韓国、台湾、中国、アルゼンチ

ン、ブラジル、サウジアラビアなど）から

報告があった。対象者は地域住民や日本と

同様に年齢別（小児、高校生、青年、高齢

者）、属性別（妊婦、障害者、保護者）、

既往歴（がん、糖尿病、慢性腎不全）など

が報告されていた。日本と異なった属性は

移民、また既往歴では心血管疾患、脳血管

疾患、同種血液・骨髄移植後、てんかん、

低出生体重児、運動ニューロン病、気分障

害、ギャンブル依存症、喘息で受診割合が

報告されていた。一定期間の受診は過去 1

年以内の他に、過去 6 ヶ月以内、過去 2 年

以内の報告があった。 

１つのメタ解析論文(101)によれば、歯科

医療サービスを定期的に利用している人の

割合の世界平均は 54%(50-59%)であり、成

人では年齢（OR = 1.00; 0.89-1.12） 年少者

（OR = 0.52; 0.46-0.59） 一般的な健康状態

が悪く（OR = 0.73; 0.65-0.80） 口腔内の健

康状態も悪い（OR = 0.64; 0.52-0.75） 無歯

顎の人（OR = 0.32; 0.23-0.41） 家族構成の

サポートが少ない人（OR = 0.81; 0.73-0.8

9） 健康リテラシーが低い人（OR = 0.41; 

0.01-0.81）は歯科の利用が妨げられているこ

とがわかった。また、別のメタ分析論文で

は、男（OR = 0.85; 95％CI= 0.74, 0.95; P 

< .001） 少数民族や移民（OR = 0.71; 95％

 CI = 0.59, 0.82; P < .001） 農村部 OR = 

0. 87、95％CI＝0.76、0.97、P＝0.011） 学

歴（OR＝0.61、95％CI＝0.55、0.68、P＜0.0

01） 収入（OR＝0.66、95％CI＝0.54、0.7

9、P＜0.001） 保険加入状況（OR＝0.58、9

5％CI＝0.49、0.68、P＜0.001）が低い人が定

期的な歯科サービスの利用をしていない要

因となっていた。また、ヨーロッパの 13 の

国で行われた調査によると、定期的歯科受

診をしている高齢者の割合は、南欧（スペ

イン、イタリア、ギリシャ）が 40%代であ

ったのに対し、北欧（スウェーデン、デン

マーク）では 90%を超えていた。(156)  

 

かかりつけ歯科医のレビューについて

は、国内誌では、小児、高齢者、妊婦、障

害者が対象となっていた。かかりつけ歯科

医がいる人の割合は、小児は 52%(195) 入院

中の小児てんかん患者 74.5％(192), 妊婦は 5

3.7％(17)、高齢者は 64%〜86％(194,198–20

0)、中高年者は 7.8%(190)~89.8%(29)、障害

者は 69.3％~92.7%(20,191,196,197)、周術期

口腔機能管理を行った患者 10.9％~84.7%(3,1

6,60,193)、などである。範囲は広いが、定期

的歯科受診者と比較すると高い数値であっ

た。 

かかりつけ歯科医がいることは、OHI-S(O

ral Hygiene Index-Simplex（口腔衛生状態指

標）良好と関連していたが(16)、う蝕有病率

との関連は一貫性がなかった。(20,191,195) 

かかりつけ歯科医がいないことは歯が 20 歯

未満と有意に関連していた(男性:OR=10.21,9

5%CI :3.06−34.08, 女性:OR =6.66,95%CI : 

1.43−30.97)(199) また、自立女性高齢者にお
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いて 3 年後にも自立していることと関連が

みられた(OR=3.49, 95%CI=2.75,5.20) (200) 
国際誌ではカナダとアメリカで口腔癌患者

の 32.2~39.9％にかかりつけ歯科医がおり、

かかりつけ歯科医がいる方が口腔がん検診

を受診し、がんのステージが低い時に発見

された。(205,215) アメリカの 18 トリソミ

ーの患者は 90%、13 トリソミーの患者だと

79.1%の人がかかりつけ歯科医によって口腔

ケアをされていた。(209) オレゴン州の高

齢者の 54.5%がかかりつけ歯科がいた。

(208) また日本とアメリカ以外の国の研究で

は、レソト王国の青年の 3%(201)に、サウジ

アラビアの一般住民の 25%(202)にかかりつ

け歯科医がいたと報告されている。トリニ

ダード・トバコの糖尿病患者に対して行わ

れた研究では 17％にかかりつけ歯科医い

た。(204) カナダのブリティッシュコロンビ

ア州の研究では、HIV 感染者の 27%がかか

りつけ歯科医がいた(206) ドイツでは移民

が 55.7%と非移民の 82.4%がかかりつけ歯科

医がいると回答していた。(207) 
 
Ｄ．考察 
本研究では、歯科受診、かかりつけ歯科

医について、日本国内と国外の文献をレビ

ューした。 
歯科受診については様々な集団における

歯科受診割合が報告されていたが、かなり

幅が大きかった。地域や年齢、既往歴など

によって大きく受診割合が異なる可能性が

あり、またバイアスがあるデータである可

能性もある。協会けんぽのレセプトデータ

を利用した研究によれば、労働者の 1年間歯

科受診割合は 50%程度であることが報告さ

れており、集団全体での受診率は概ね同程

度であると想像される。また、国際的にメ

タ分析を行った研究によれば、歯科医療サ

ービスを定期的に利用している人の割合の

世界平均は 54%(50-59%)である。また、定期

的な歯科受診をしている高齢者の割合を日

本国内とヨーロッパ諸国と比較すると、高

齢者福祉施設通所(43)している 75 歳以上で

は男性 70.0%、女性 45.3%、都市近郊地域 
37.2% 、過疎化地域 19.9%(42)であり、南欧

レベルの 40%代より低い可能性もある。北

欧で 95%以上の人が定期的な通院をしてお

り、非常に高い定期的な歯科受診率である 
日本の現状は世界的には中〜低い割合であ

ると考えられる。アメリカはヨーロッパ諸

国よりやや低い定期受診率であるが、地域

性があるためか、一貫したデータは得られ

なかった。 
かかりつけ歯科医については、日本のデ

ータによるものが大きく、その他にはアメ

リカの研究が多かった。これは、日本にお

いてプライマリーケアの歯科医師を自由に

選択することができ、多くの歯科医院があ

ることと関係していると考えられる。そも

そもかかりつけ歯科医が制度上決定してい

る国が多いヨーロッパとは「かかりつけ歯

科医がいる人」についての研究がないため

である。日本において、現在「かかりつけ

歯科医制度」を推奨しており、かかりつけ

歯科医強化型診療所の区分の作成などが行

われているが、世界的に比較することは難

しい可能性がある。 
 
本レビューの目的は、歯科口腔保健行動

の指標として考えられる、定期検診を受け

ているか、1 年以内に歯科受診をしたか、か

かりつけ歯科医師がいるか、の指標につい

て地域・年齢・既往歴などによりそれぞれ

の目標値を日本国内外の文献と比較するこ

とで、設定できるのか、またそれが適切で

あるのかを検討することである。かかりつ

け歯科医の有無は世界的にはあまり使われ

ていない指標の可能性があるが、定期的歯

科健診・受診、1 年以内の歯科受診は国内外

で広く使われており、評価がしやすい指標

の一つであることがわかった。そのため、

31



現在の健康日本 21 の目標として定められて

いる「過去 1年以内に歯科検診を受診しまし

たか？」と並び、歯科受診は重要な項目で

あると考えらえる。また、現在は全年齢を

通して 65％の目標値であるが、この値の妥

当性を検討する必要がある。北欧諸国と比

較した時に、日本の定期受診率は現在は低

い。また、労働者年齢では歯科健診・受診

率は低いことが報告されており、小児、障

害者、また介護介入がある高齢者は受診率

が比較的高いと思われる。年齢別や都道府

県別などの指標で歯科検診・受診率の新た

な目標値を策定する方が、より適切な可能

性があると考えられる。 
 

Ｅ．結論 
本研究では、歯科受診、かかりつけ歯科

医について、日本国内と国外の文献をレビ

ューした。 
歯科受診については様々な国、集団にお

ける歯科受診割合が報告されていたが、受

診割合の幅が広く、一貫したデータは得ら

れなかった。地域や年齢、既往歴などによ

って大きく受診割合が異なる可能性がある

ことが予想された。また、研究対象者は特

定の歯科診療所受診者、病院受診者、歯科

健診受診者など、「対象期間中に 1 回も歯

科を受診していない人」が研究から除外さ

れているものがあり、バイアスがあり過大

評価しているデータである可能性もある。

地域住民をランダムに選択した研究や、一

度も歯科受診をしていない人が含まれる、

協会けんぽのレセプトデータを利用した研

究が、比較的バイアスが少ない対象集団で

あると予想された。レセプトデータを利用

した研究では 1 年間歯科受診割合は 50%程

度であることが報告(10)されており、集団全

体での受診率は概ね同程度であると想像さ

れる。2016 年の国民健康・栄養調査によれ

ば、1 年以内の歯科検診の受診者は 52.9％で

あった。歯科受診と歯科検診は同じではな

いが、歯科検診目的に歯科受診をしている

ものも多くおり、職場での歯科検診がない

場合は多くの労働者の歯科検診は歯科受診

と同義である可能性があり、似た数値とな

っている可能性がある。また、国際的にメ

タ分析を行った研究によれば、歯科医療サ

ービスを定期的に利用している人の割合の

世界平均は 54%(50-59%)である。 
また、定期的な歯科受診をしている高齢

者の割合を日本国内とヨーロッパ諸国と比

較すると、高齢者福祉施設通所(13)している

75 歳以上では男性 70.0%、女性 45.3%、都

市近郊地域 37.2% 、過疎化地域 19.9%(15)
であり、南欧レベルの 40%代より低い可能

性もある。北欧で 95%以上の人が定期的な

通院をしており、非常に高い定期的な歯科

受診率である。日本の現状は世界的には中

〜低い割合であると考えられる。アメリカ

はヨーロッパ諸国よりやや低い定期受診率

であるが、地域性があるためか、一貫した

データは得られなかった。 
他に妊婦で歯周病がある場合は、早産や

子供が低体重出生児で出産することと関連

がある(216)と報告されており、また糖尿病

についても歯周病があると HbA1c のコント

ロールが悪化する(217)と報告されている。

日本の妊婦においては 1 年以内（もしくは

妊娠中）の歯科受診割合は 34.0%(35)〜54.5
%(14)と報告されており、国外では 26％（ア

メリカ）(187)、50.6~55%（カナダ）(145)、
60％（インド） (69)、60.8％（アメリカ 2
年以内）(132)、50.6~55%（カナダ）(145)と
妊産婦を対象とした研究で報告されてい

る。糖尿病患者では、国内では定期的歯科

受診者は 31.2%〜43.5%(22,21,33)、国外では

12.6％（サウジアラビア）(136)〜75.6％（イ

ンド）(166)と報告は少なかった。妊婦や糖

尿病患者など、一般集団よりも何らかのリ

スクが高い集団については、より歯科受診

や健診が必要であると考えられる。 
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かかりつけ歯科医については、日本のデ

ータによるものが多く、その他にはアメリ

カの研究が多かった。これは、日本におい

てはプライマリーケアの歯科医師を自由に

選択することができ、自分で様々な歯科医

院を受診することができる。そもそもかか

りつけ歯科医が制度上決定している国が多

いヨーロッパでは「かかりつけ歯科医がい

る人」についての研究がないためである。

日本において、現在「かかりつけ歯科医制

度」を推奨しており、かかりつけ歯科医機

能強化型診療所の区分の作成などが行われ

ているが、かかりつけ歯科医師がいる人の

割合を世界的に比較することは難しい可能

性がある。 
 
本レビューの目的は、歯科口腔保健行動

の指標として考えられる、定期検診を受け

ているか、1 年以内に歯科受診をしたか、か

かりつけ歯科医師がいるか、の指標につい

て地域・年齢・既往歴などによりそれぞれ

の目標値を日本国内外の文献と比較するこ

とで、設定できるのか、またそれが適切で

あるのかを検討することである。かかりつ

け歯科医の有無は世界的にはあまり使われ

ていない指標の可能性があり、評価指標と

しては国内のものとしてのみ利用できる可

能性がある。また、定期的歯科健診・受

診、1 年以内の歯科受診は国内外で広く使わ

れており、評価がしやすい指標の一つであ

ることがわかった。そのため、現在の健康

日本 21 の目標として定められている「過去

1 年以内に歯科検診を受診しましたか？」と

並び、歯科受診は重要な項目であると考え

らえる。また、現在は全年齢を通して 65％
の目標値であるが、この値の妥当性を検討

する必要がある。北欧諸国と比較した時

に、日本の定期受診率が現在は低い。ま

た、労働者年齢では歯科健診・受診率は低

いことが報告されており、小児、障害者、

また介護介入がある高齢者は受診率が比較

的高いと思われる。また、妊婦や糖尿病患

者などの歯周病を改善すべき集団の受診率

の目標値は一般地域住民の受診率の目標よ

りも高くした方が良いと考えられる。年齢

別や都道府県別などの指標で歯科検診・受

診率の新たな目標値を策定する方が、より

適切な可能性があることが示唆された。 
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図 1. レビュー対象論文の選択フローチャート 
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表 1.国内文献の歯科受診割合 

 定期歯科検診 定期歯科受診 1 年以内の歯科受診 
地域住民 34.9%(27) 

男性 31.5%、女性 39.
9%(53) 
58.2%~64.2%(46) 

32.4％(4) 
56%(29) 
56.5%(11) 
62.5%(6) 

26.8%(7) 
50%(10) 
男性 45.9%、女性 5
4.7%(53) 

未就学児 
 

55.6%(48) 35.6%(55) 
56.3%(23) 
75.5%(59) 
81.9%(28) 

 

小学生  25.3~32.8%(30) 
44%(37) 
65%(19) 

 

高校生   48%(2) 
大学生 33.9%(26)   
高齢者 28.1%(38) 

65 才以上 42.6%、75~
84 歳 64.5%(43)  

44.1%(31) 
高齢者福祉施設通所(13) 
60-74 才 
男性 75.0% 
女性 58.8% 
75 歳以上 
男性 70.0% 
女性 45.3% 
 
65 歳以上(15) 
過疎化地域 19.9% 

64.0%(58) 
75.2%(31) 
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都市近郊地域 37.2%  
妊婦  33.1%(17) 34.0%(35) 

54.5%(14) 
労働者  28%(1) 41.1%(18)  
障害者  障害者福祉施設利用者 

59.1%(41) 
特別支援学校(肢体不自

由)に在籍する児童生徒 
72.7%(20) 
施設入所のダウン症患者

 94.1%(40) 

 

保護者 小学生の保護者 
50.7%(54) 

  

歯科衛生士  43.4%(12)  
周術期口腔機能管理

を受けた人 
 14.3%(3) 

22%(25) 
29.7%(60) 
35.8%(16) 

 

小児がん患者  30%以下(5)  
糖尿病患者 43%(8) 31.2%(22) 

40.6%(33) 
43.5%(21) 

 

人工透析患者  39.0%(49)  
歯科インプラント治

療者 
 63.9％(9)  

 

表 2. 国外文献の歯科受診割合 

 定期歯科検診 定期歯科受診 1 年以内の歯科受診 

地域住民  53.2％(ノルウェー)(76) 
59.3％（スペイン）(80) 
42.2％（ウェストバージニ

ア、アメリカ）（42.2％）71.
1％（ペンシルベニア、アメ

リカ）(88) 
44.3%(韓国)(93) 
62.3%〜62.7%(イギリス)(95,1
29) 
47.4%(台湾)(96) 
54％（世界中）(101) 
64.4%(アメリカ)(104) 
86.7%(イングランド、ウェー

ルズ、スコットランド、北ア

イルランド) 
(113) 

40％（イギリスのアスリ

ート,6 ヶ月以内）(84) 

<6 ヶ月以内 7.4% 
6 ヶ月〜1 年 9.6% 
1〜2 年 38% 
（インド）(97) 

45.8%(サウジアラビア)(9
9) 
39.6％（ブラジル、アル

ゼンチン、チリ）(100) 
 

<18 才 90%  
18-34 才 67.4%  
35-54 才 74.4%  
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53-63％（フィンランド）(11
9) 
25％（韓国）(121) 
87％（スウェーデン）(126) 
47.7%(韓国)(128) 
90％（スウェーデン）(141) 
74.8%（オーストリア）  
80.2%（ドイツ） 
95.4％（スウェーデン） 
85.0%（オランダ）   
43.1%（スペイン） 
47.5%（イタリア） 
71.1 %（フランス） 
91.5%（デンマーク） 
41.7%（ギリシャ） 
81.0%（スイス）   
65.1%（ベルギー） 
88.8%（チェコ） 
43.8% （ポーランド）(156) 
42.7％（イラン）(162) 
86.7％（デンマーク）(183) 

55<才 69.4% 
（カナダ）(106) 

20.5％（ナイジェリア）

(143) 
47％（ギリシャ）(181) 
34.4％（ヒスパニック、

アメリカ）(189) 
64％（香港）(186) 
62.1％（アルゼンチン）

(188) 

小児 34.2%(エジプト)
(72) 
48.3%(韓国)(161) 

11.4％（ブラジル）(70) 
6.8％（サウジアラビア）(87) 
28.3％（サウジアラビア）(10
5) 

所得が高い家庭の子 77％ 低
い家庭の子 50.3％（ベルギ

ー）(112) 

70.5％（生まれてからの
受診、スコットランド）
(63) 
76%(アメリカのメキシ
コ系移民)(102) 
77％（オーストラリア）
(120) 
60.5％（オーストラリ
ア）(155) 

高校生  18.9％（サウジアラビア）(8
1) 

 

青年 53.0%(61) 
30.48％（インド

の歯科大生）(14
0) 

77.8%(ロシアの医師学生)(10
8) 

54.4%(デンマーク)(134) 

55.0%(61) 

84.9％（2 年以内、ブラ

ジル）(110) 

高齢者 58%(アメリカ)(8
5) 

38.0%(68)(アメリカ) 

79.8%(スウェーデン)(114) 
50 歳で 93％、65 歳で 87％
（スウェーデン）(170) 
25％（介護施設、カナダ）(1
77) 
3%(トルコ)(180) 

46.3％(94)（イスラエ

ル） 
 

妊婦  13.7％（サウジアラビア）(7
3) 
 

妊娠中は 60％、出産後 6
カ月以降は 75％、産後 0
~6 カ月以内は 15％(69)

46



（インド） 
60.8％（アメリカ 2 年以

内）(132) 
50.6~55%（カナダ）(14
5) 
26％（妊娠中、アメリ

カ）(187) 
障害者  64%(64) (ヨルダン) 86.5％（知的障害、アイ

ルランド、2 年以内）(15
3) 

保護者 29.2％（韓国）(1
61) 

23.4%（台湾）(154) 
保育園児の父親（72.62％）

母親（84.71％）（ポーラン

ド）(83) 

89.2％ （台湾、2 年以

内）(154) 
 

移民   移民 72.6％ 非移民 79.8
%（ドイツ）(117) 

頭頸部がんの患者  8.6％(台湾)(89) 65％（ドイツ、オースト

リア、スイス）(115) 
5.7%（中国）(160) 

糖尿病   12.6％（サウジアラビ

ア）(136) 
75.6％（インド）(166) 

心臓血管疾患の患

者 
  58.8％（オーストラリ

ア）(92) 

脳血管疾患後  46％（アメリカ）(185)  

同種血液・骨髄移

植（Allo-BMT
後） 

 66.1%(オーストラリア)(98)  

てんかん  77.57％（ポーランド）(103)  

低出生体重児の青

年 
37.2％(61)  49.2％ (2 年以内)(61) 

運動ニューロン病 
 

 24.2%（オーストラリア）(15
0) 

 

気分障害   67.4％（カナダ）(152) 

ギャンブル依存症  63％（アメリカ）(169)  

喘息  67.4%（アメリカ）(172)  

慢性腎不全   11.0％（アメリカ、非慢

性腎不全患者では 17.4
％）(176) 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
歯科口腔保健の評価方法・評価指標のレビュー4 

咬合指標としての Functional Tooth Unit (FTU)について 
 

研究分担者  財津崇    東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野   
研究協力者  井上裕子   東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野   
研究協力者  木野志保   京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻  
研究協力者  石丸美穂   筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   
研究協力者  平健人    筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻 
研究代表者  田宮菜奈子  筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   
  筑波大学ヘルスサービス開発研究センター   

 
研究要旨 

Functional Tooth Unit（FTU）は、臼歯部の咬合状況（Occlusal Units, Occluding pair）を数量化し

て評価することができる。FTU は、現在歯だけではなく補綴物も含めたすべての機能歯を評価し

ている。健康日本 21 の歯科疾患に関する項目は全て歯科健診の結果を基に評価するため、FTU は

咀嚼、咬合状態を評価する新しい指標として有効である可能性がある。歯科口腔保健の目標は妥

当となる基準値が必要であり、また国際的に比較しうるものであることが望ましい。今回、FTU
について文献レビューを行い、その有用性について検討を行った。文献の検索は、PubMed およ

び医学中央雑誌に 2000 年から 2021 までに掲載された日本語あるいは英語で書かれた原著論文の

みを抽出した。さらに選ばれた報告のなかで参考文献として使われているものについても検討

し、関連性があると思われるものを抽出した。 
その結果、総計 37 報（和文 1 報、欧文 36 報・日本人対象 18 報、外国人対象 18 報、systematic 

review1 報）が抽出された。systematic review を除く全ての研究は、観察研究であった。 
海外研究の内訳は台湾 4 報、韓国 2 報、タイ 3 報、インドネシア 2 報、オーストラリア 2 報、

セルビア 2 報、フランス 1 報、スペイン 1 報、米国 1 報であった。 
内容は栄養との関連を示した研究が 6 報、口腔機能との関連が 11 報、歯科疾患・歯科医療との

関連が 5 報、全身疾患・全身状態との関連が 9 報、QOL・リテラシーとの関連が 3 報、基準値を

示した研究が 3 報であった。そのうち、FTU との関連で有効性が示された研究は 34 報であった。 
上記結果より、FTU は栄養、口腔機能に関連があり、全身疾患、歯科疾患に影響するため指標

としての有効性が高い可能性が示唆された。日本国内の研究においては total-FTU10 以上、n-FTU, 
nif-FTU は 8 以上が一つの指標となることが示された。 
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A. 研究目的 

健康日本２１（第二次）において歯科は

10 項目、目標値が示されている。 

内容は、歯の喪失（3 項目）、歯周病（3 項

目）、乳幼児・学齢期のう蝕（2 項目）など

口腔疾患に関連する項目が 8 項目とほとん

どを占めており、歯科健診など保健行動に

関する項目、口腔機能に関する項目はそれ

ぞれ 1 項目であった。口腔機能の維持・向

上に関する項目は 1 項目「60 歳代における

咀嚼良好者の割合の増加（データソース厚

生労働省「国民健康・栄養調査」）」のみであ

り、口腔疾患の項目のような臨床的な評価

ではなく、本人の自己評価であった。口腔機

能の維持・向上に関する目標は策定時の

73.4％（平成 21 年国民健康・栄養調査）か

ら 2022 年度までに 80％に増加することと

しているが現在までにほぼ横ばいで達成さ

れていない。一方、咀嚼に関連する歯の喪失

は大きく改善しており、現在の段階で目標

は達成されている。このことから主観に基

づく評価は改善が難しい可能性があり、咀

嚼能力、咬合能力などの口腔機能を客観的

に評価する指標が必要になると思われる。 

客観的に咀嚼、咬合状態を評価する指標

として、ピーナッツを用いた篩分法や咀嚼

力判定ガムなどがある。しかし、国民の口腔

機能を評価するのに、歯科健診器具以外の

道具を必要とするため簡易的に評価するこ

とが難しい。一方、歯式を基に咬合を評価す

る指標には、Kennedy の分類や Eichner の分

類などがある。いずれの指標も、対象者の補

綴の必要性や義歯を設計する上で非常に有

用な分類であるが、数値化していないため

指標としての評価は難しい。 

一方、Functional Tooth Unit（FTU）は、臼

歯部の咬合状況（Occlusal Units, Occluding 

pair）を数量化して評価することができる。

FTU は、現在歯だけではなく補綴物も含め

たすべての機能歯を評価している。健康日

本 21 の歯科疾患に関する項目は全て歯科

健診の結果を基に評価するため、FTU は咀

嚼、咬合状態を評価する新しい指標として

有効である可能性がある。歯科口腔保健の

目標は妥当となる基準値が必要であり、ま

た国際的に比較しうるものであることが望

ましい。今回、FTU について文献レビュー

を行い、その有用性について検討を行った。 

 

B. 研究方法 

文献の検索は PubMed および医学中央

雑誌 に 2000 年から 2021 年でに掲載され

た日本語あるいは英語で書かれた原著論文

のみを抽出した。 

PubMed は"functional tooth unit" ， "FTU 

"を選んで抽出した。 

医学中央雑誌からは"functional tooth unit"，

"FTU ", 「機能歯ユニット」を抽出した。な

お，症例報告は除いた。 

以上の検索結果のうち重複するもの， 報

告書，タイトルや抄録を精読して本稿の主 

旨と明らかに異なるものを除した。最終的

に 37 編の論文を選んだ。 

 

C. 結果 

総計 37 報（和文 1 報、欧文 36 報・日本人

対象 18 報、外国人対象 18 報、systematic 

review1 報）が抽出された。その一覧を表 1

に示す。systematic review を除く全ての研究

は、観察研究であった。 

海外研究の内訳は台湾 4 報、韓国 2 報、タ

イ 3 報、インドネシア 2 報、オーストラリ
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ア 2 報、セルビア 2 報、フランス 1 報、ス

ペイン 1 報、米国 1 報であった。 

内容は栄養との関連を示した研究が 6 報、

口腔機能との関連が 11 報、歯科疾患・歯科

医療との関連が 5 報、全身疾患・全身状態

との関連が 9 報、QOL・リテラシーとの関

連が 3 報、基準値を示した研究が 3 報であ

った。そのうち FTU との関連で有効性が示

された研究は 34 報であった。栄養は、食事

指標（HEI）、MAI,栄養失調等との関連を調

査していた。口腔機能は、咀嚼能力、咬合力、

舌圧、かめる食品群等との関連を調査して

いた。日本人を対象とした研究では良好に

咀嚼するには n,FTU, nif-FTUが 8以上、total-

FTU が 10 以上とされることが多かった。歯

科疾患・歯科医療は天然歯、歯周病、口腔ケ

ア、喫煙、歯ぎしり等との関連を調査してい

た。全身疾患・全身状態は糖尿病、アルツハ

イマーのリスク、腹部肥満、心血管、難聴、

握力、低体重、発熱、出産回数などであった。

基準値に関する研究は total-FTU は日本で

は平均 10 以上（60 歳代 9.8、70 歳代 10.0、

80 歳代以上 10.1）に対してタイの高齢者に

おいては 5.2 と大きく下回っていた。 

政府統計を用いた研究は日本の歯科疾患

実態調査以外は韓国の研究のみであった。

韓国の研究は FTUと難聴の関連を全国デー

タ（40〜89 歳、1773 名）で調査しているが、

これは片咀嚼との関連を見た研究であり数

値そのものを用いた研究ではなかった。 

 

D. 考察 

今回調査した限り、ほとんどの研究にお

いて FTUが口腔機能に有意に関連する有効

な指標であることが示された。また咀嚼が

影響するのか、栄養状態や全身疾患との関

連も示唆されている。 

FTU の研究の半分以上が日本で発表され

ており、海外もアジア圏における研究が多

く、欧米など他の地域における研究はまだ

まだ少なくこの点は DMFT や CPI などと異

なり、国際比較される指標としての認知度

は低い。FTU を用いた研究はほとんどが高

齢者を対象としたものであり、現在達成率

の高い、80 歳 20 歯以上などと別に目標を

設定することが有効である可能性が示唆さ

れた。 

 その際の基準値についてであるが、比較

的論文の多いアジア圏においても FTUと他

の疾患や栄養状態との関連を示した研究が

ほとんどで、参考となる海外の基準値は見

つけることができなかった。しかし、日本人

を対象とした他の研究でも良好に咀嚼する

には n,FTU, nif-FTU が 8 以上、total-FTU が

10 以上とされることが多く、この値が一つ

の目標となることが考えられた。 

 

 

E. 結論 

歯科口腔保健の評価指標として FTUの有効

性を文献的に考察した。その結果、総計 37

報（和文 1 報、欧文 36 報・日本人対象 18

報、外国人対象 18 報、systematic review1 報）

が抽出された。FTU は栄養、口腔機能に関

連があり、全身疾患、歯科疾患に影響するた

め指標としての有効性が高い可能性が示唆

された。日本国内の研究においては total-

FTU10 以上、n-FTU, nif-FTU は 8 以上が一

つの指標となることが示された。咬合、咀嚼

を評価する客観指標はこれまで存在しない

ため、FTU は指標になり得る可能性が考え

られた。 
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F. 健康危険情報  なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 なし 

 

2. 学会発表 なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得   なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他     なし 

 

参考文献：表 1 参照 
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表 1 文献一覧 

No タイトル 著者 年 雑誌 対象者 結果 国

1
Masticatory ability and functional tooth
units in Japanese adults.

Ueno, M., Yanagisawa, T., Shinada, K., Ohara, S., & Kawaguchi, Y. 2008
 Journal of oral
rehabilitation

秋田県40〜75歳の2164
人

すべての食品を噛むことができると報告した被験者は、平均
23.4の天然歯、12.6の臼歯天然歯、7.6のn-FTU、8.6のnif-
FTU、10.4のtotal FTUであった。

日本 口腔機能

2
 Category of functional tooth units in
relation to the number of teeth and
masticatory ability in Japanese adults.

Ueno, M., Yanagisawa, T., Shinada, K., Ohara, S., & Kawaguchi, Y. 2010
 Clinical oral
investigations

40歳〜75歳の2,164人の
地域住民

天然歯が20本以上ある被験者のFTUは、ほとんどが天然歯
から天然歯で構成されていた。天然歯が19本以下の被験者
は，取り外し可能な人工歯からなるFTUが多かった。

日本 歯科疾患

3
Factors associated with self‐assessed
oral health in the Japanese independent
elderly. Gerodontology, 27: 53-61.

Konishi, C., Hakuta, C., Ueno, M., Shinada, K., Wright, F.A.C. and
Kawaguchi, Y.

2010 Gerontology
東京高齢者センターの
62〜99歳の190人

日常生活の状況と口腔機能が自己評価された口腔の健康に独
立した影響を及ぼし、自己評価された口腔の健康と口腔の健
康状態との関係が弱いことを明らかにした。

日本 口腔機能

4
Association between diabetes mellitus
and oral health status in Japanese adults.

Ueno, M., Takeuchi, S., Oshiro, A., Shinada, K., Ohara, S., &
Kawaguchi, Y.

2010
International
journal of oral
science

秋田県の20〜91歳の地
域住民518名

非糖尿病患者よりも糖尿病患者の自然歯とFTUの平均数が少
ない傾向がみられたが、統計的に有意な差はなし。

日本 全身疾患

5
質問票調査による咀嚼能力自己評価の妥当
性について 柳澤 智仁, 植野 正之, 品田 佳世子, 大原 里子, 川口 陽子 2010 口腔衛生学会雑誌

1,091名,女性1.577名の
地域住民で,年齢は40歳
から75歳

質問票による咀嚼能力の自己評価と,山本式咀嚼能力テスト
や現在歯数,臼歯数,FTUとの間に関連があることが確認され,
本研究において実施した咀嚼能力の質問は妥当であると考え
られた。

日本 口腔機能

6
Association between education level and
dentition status in Japanese adults: Japan
public health center‐based oral health

Ueno Masayuki,Ohara Satoko,Inoue Manami,Tsugane
Shoichiro,KawaguchiYoko

2012 IDJ
55〜75歳の1201人の地
域住民

公的医療保険制度の下にある日本人成人の歯列状態に教育的
勾配がある。 日本 参考値

7
Relationship between oral health literacy
and oral health behaviors and clinical
status in Japanese adults.

Ueno, M., Takeuchi, S., Oshiro, A., & Kawaguchi, Y. 2013
 Journal of Dental
Sciences

秋田県の589人の成人
口腔の健康リテラシーが高い人は、自然歯、n-FTU、およ
びnif-FTUの平均数が多かった。

日本
QOL、
リテラ
シー

8
Association between parity and dentition
status among Japanese women: Japan
public health center-based oral health

Ueno, M., Ohara, S., Inoue, M. et al.    2013
BMC Public
Health

JPHC研究の1,211人の成
人

女性の出産数の上昇とともに歯数、n-FTU大幅に減少する
傾向があった。男性は子供の数との関連なし。

日本 全身疾患

9
 The association of active and
secondhand smoking with oral health in
adults: Japan public health center-based

Ueno, M., Ohara, S., Sawada, N., Inoue, M., Tsugane, S., &
Kawaguchi, Y.

2015
 Tobacco
induced diseases

55〜75歳の1,164人
男性では、現在の喫煙者は、間接喫煙のない非喫煙者より
も、重度の歯周病を患うリスクが有意に高く、歯数とn-
FTUが少なかった。

日本 歯科疾患

10
 Longitudinal association of dentition
status with dietary intake in Japanese
adults aged 75 to 80 years.

Iwasaki, M., Yoshihara, A., Ogawa, H., Sato, M., Muramatsu, K.,
Watanabe, R. Miyazaki,

2016
Journal of oral
rehabilitation

ベースライン時75歳の
286人の地域住民

FTUが5個以下の人はFTUが６以上の人に比べて、複数の栄
養素（タンパク質、ナトリウム、カリウム、カルシウム、ビ
タミンA、ビタミンE、食物繊維）および食品群（野菜、
肉）の摂取量が有意に減少していた。

日本 栄養

11
 Association between posterior teeth
occlusion and functional dependence
among older adults in nursing homes in

Takeuchi, K., Izumi, M., Furuta, M., Takeshita, T., Shibata, Y.,
Kageyama, S.,& Yamashita, Y.

2017
Geriatrics &
gerontology
international

8つのナースホーム60歳
以上の234人

FTUの総数が多いほど、本質的なパーソナルケアの独立の
オッズが高くなることに有意に関連。

日本 歯科疾患

12
"Posterior teeth occlusion and dysphagia
risk in older nursing home residents: a
cross‐sectional observational study.

Okabe, Y., K. Takeuchi, M. Izumi, M. Furuta, T. Takeshita, Y. Shibata,
S. Kageyama, S. Ganaha, and Y. Yamashita.

2017
Journal of oral
rehabilitation

阿蘇市にある8高齢者施
設の60歳以上の238人

嚥下障害リスクのオッズ比（OR）は、総FTUが高い被験者
で減少した[OR = 0・92、95％信頼区間（CI）0・87–0・
98]。

日本 口腔機能

13
 Evaluation of occlusal status of Japanese
adults based on functional tooth units.

Zaitsu, T., Ohnuki, M., Ando, Y., & Kawaguchi, Y. 2021 IDJ
2011年実態調査に参加
した3,605人の成人

現在歯数、n-FTU、nif-FTUスコアは、若い年齢層よりも高
齢者の方が低い。

日本 参考値

14

The Relationship between Dental
Findings and Tongue Pressure: A Survey
of 745 Community-Dwelling Adults and
Elderly Persons in Japan.

Tashiro, K., Soutome, S., Funahara, M., Kawashita, Y., Kitamura, M.,
Fukuda, H.,& Saito, T.

2021 Gerontology
長崎後藤諸島の高齢者
745人

nif-FTUの数が4つ以上の43人は、nif-FTUの数が3つ以下の
43人に比べて、傾向スコアマッチングの結果、舌圧が有意
に高かったが、t-FTUの数は舌圧と関連していなかった。

日本 口腔機能
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No タイトル 著者 年 雑誌 対象者 結果 国

15
Posterior teeth occlusion is related
independently to onset of fever in
residents of aged person welfare facility:

Izumi, M., Isobe, A., & Akifusa, S. 2021 Gerodontology.
北九州の高齢者福祉施設
の65歳以上141人

FTU = 0の参加者は、交絡因子の可能性を調整して、FTU =
12の参加者（ハザード比：3.2、95％信頼区間：1.4-7.7）と
比較して発熱のリスクが高い。

日本 全身疾患

16

Oral health‐related quality of life is
associated with physical frailty: A cross‐
sectional study of Japanese community‐
dwelling older adults.

Motoishi, Y., Yamanashi, H., Kitamura, M., Hayashida, H., Kawasaki,
K., Nobusue, K., Nonaka, F., Honda, Y., Shimizu, Y., Kawashiri, S.‐y.,
Tamai, M., Nagata, Y., Saito, T. and Maeda, T.

2021 J Gen Fam Med.
長崎諸島研究60歳以上
1341人

握力は、n-FTUと関連が見られた（B = 0.41、95 ％CI：
0.30〜0.53 ）。身体的虚弱表現型基準の数は、n-FTUでは
有意ではなかった。ｔ‐ＦＴＵとはいずれも有意な関連は見
られなかった。

日本 全身疾患

17
Factors associated with masticatory
performance in unilateral distal extension
removable partial denture patients

Wacharasak Tumrasvin 1, Kenji Fueki, Takashi Ohyama 2006 .J Prosthodont
 日本東京医科歯科大学
病院片側遠位端伸展RPD
の72人の患者

多変量解析（調整済みR（2）= 0.346）により、性別（p
<0.001）、最大咬合力（p = 0.02）、および機能的な歯のユ
ニット数（p = 0.03）が咀嚼能力の独立した予測因子である
ことが明らかになりました。

日本 口腔機能

18
Oral function and diet quality in a
community-based sample

R S Shinkai 1, J P Hatch, S Sakai, C C Mobley, M J Saunders, J D
Rugh

2001 J Dent Res 地域住民731名

歯列の状態（良好な歯列、妥協した歯列、部分床義歯、およ
び総義歯）による分析では、年齢グループを除いて、健康的
な食事指数（HEI）のグループ間の違いは示されませんでし
た。

日本 栄養

19
Association between functional tooth
units and chewing ability in older adults:
a systematic review

Naka O, Anastassiadou V, Pissiotis A. 2014  Gerodontology.
高齢者のFTUと咀嚼能力
についての20論文

適切な口腔機能を維持するために必要なFTUの数に関連する
研究の間には矛盾があるが、噛む能力は現在歯の数と分布に
密接に関連している

Systemat口腔機能

20
Evaluation of a self-assessed screening
test for masticatory ability of Taiwanese
older adults

Kun-Jung Hsu 1, Huey-Er Lee, Shou-Jen Lan, Shun-Te Huang, Chun-Min
Chen, Yea-Yin Yen

2012 Gerodontology
台湾の23の郡と都市か
ら募集された2244人の
患者

4つ以上の食品グループに対して「食べにくい」という回答
を選択した被験者が20未満の自然歯と8つのFTUを持つ個人
と同じ咀嚼能力を持っていることを示しました。

台湾 口腔機能

21
Relationship between remaining teeth
and self-rated chewing ability among
population aged 45 years or older in

Kun-Jung Hsu 1, Yea-Yin Yen, Shou-Jen Lan, Yi-Min Wu, Chun-Min Chen,
Huey-Er Lee

2011
Kaohsiung J Med
Sci

台湾高雄市の7つの歯科
医院から45歳以上（平
均年齢56.6±9.7歳）の

咀嚼困難を回避するには、少なくとも24.7 FNT、13.3後方
FNT、8.1ユニットの天然歯FTU、または9.6ユニットの固定
歯FTUを残しておく必要があります。

台湾 口腔機能

22
Impact of oral health behaviours and oral
habits on the number of remaining teeth
in older Taiwanese dentate adults

Kun-Jung Hsu 1, Yea-Yin Yen, Shou-Jen Lan, Yi-Min Wu, Huey-Er Lee 2013
Oral Health Prev
Dent

台湾高齢者
低歯列群は年齢が高く、教育レベルが低く、デンタルフロス
の使用頻度が低く、喫煙習慣が一般的で、歯の健康状態が悪
く、歯ぎしりをしている可能性が高いことが示されたた。

台湾 歯科疾患

23
Masticatory factors as predictors of oral
health-related quality of life among
elderly people in Kaohsiung City, Taiwan

Kun-Jung Hsu, Huey-Er Lee, Yi-Min Wu, Shou-Jen Lan, Shun-Te Huang &
Yea-Yin Yen

2013
Quality of Life
Research

台湾の高雄市に住む332
人の地域在住の自立した
高齢者

GOHAI-TスコアとNT、FTU、およびPOCの数との間に予想
される関連性が見つからなかった。

台湾
QOL、
リテラ
シー

24
Unilateral Mastication Evaluated Using
Asymmetric Functional Tooth Units as a
Risk Indicator for Hearing Loss

Lee JY, Lee ES, Kim GM, Jung HI, Lee JW, Kwon HK, Kim BI.  2019  J Epidemiol
韓国の全国調査：40〜
89歳1,773人

 FTUを測定した片側で咀嚼傾向の高い成人は、片側で咀嚼
傾向低い成人よりも難聴の発生率が高かった。

韓国 全身疾患

25
Influential Factors of Masticatory
Performance in Older Adults: A Cross-
Sectional Study

Hee-Eun Kim 2021
Int J Environ Res
Public Health

韓国延寿区に住む65歳以上

FTUの数（調整済みオッズ比（OR）= 0.724、p =
0.029）、トーン（調整済みOR = 1.215、p = 0.016）、およ
び弾性（調整済みOR = 4.789、p= 0.038）は独立してMAI
に関連付けられていた。

韓国 栄養

26
The relationship between seven health
practices and oral health status in
community-dwelling elderly Thai

Patcharaphol Samnieng 1, Masayuki Ueno, Takashi Zaitsu, Kayoko
Shinada, Fredrick A C Wright, Yoko Kawaguchi

2013 Gerodontology タイ612人の高齢者

存在する歯の平均数、DTおよびFTUは、それぞれ10.8±
9.9、1.4±2.5、および5.2±51だった。一般的な健康習慣
は、存在する歯の数、虫歯、FTU、歯周病、口腔の悪臭、唾
液の流量などの臨床的な口腔の健康状態と関連していた。

タイ 参考値
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No タイトル 著者 年 雑誌 対象者 結果 国

27

Oral health status and chewing ability is
related to mini-nutritional assessment
results in an older adult population in
Thailand

Patcharaphol Samnieng 1, Masayuki Ueno, Kayoko Shinada, Takashi
Zaitsu, Fredrick Allan Clive Wright, Yoko Kawaguchi

2011
J Nutr Gerontol
Geriatr

タイ612人の高齢者

存在する歯の平均数とFTUはそれぞれ[15.5]と[8.9]だった。
年齢と性別を調整したANCOVA分析では、栄養失調の参加
者は、通常の栄養状態の参加者（13.3、10.4、および7.8）
よりも存在する歯の数（8.8）、FTU（8.4）、および咀嚼能
力（6.8）が少ないことが示された(p <0.05 )。

タイ 栄養

28
Functional dentition, dietary intake and
nutritional status in Thai older adults

Gaewkhiew P, Sabbah W, Bernabé E. 2019  Gerodontology.
ペッチャブリー県に住む
60歳以上788人

FTUが１０以上であることは、低体重であることと負の関連
があった。

タイ 全身疾患

29

Impact of occlusal support and perceived
chewing ability on oral health-related
quality of life among patients attending a
private dental institution in India

Seebu Dhingra 1, Gururaghavendran Rajesh 1, Ashwini Rao 1, Umesh Y Pai
2, Ramya Shenoy 1, Mithun Pai 1

2017
.J Indian
Prosthodont Soc
.

インドマンガロールの民
間歯科施設に通う300人
の成人

バイナリロジスティック回帰分析により、EI、知覚された咀
嚼能力、および知覚された口腔の健康がOHRQoLの有意な
予測因子として出現したことが明らかになった。（P
<0.05）

インドネシ
QOL、
リテラ
シー

30
Functional tooth units and nutritional
status of older people in care homes in
Indonesia

Adiatman M, Ueno M, Ohnuki M, Hakuta C, Shinada K, Kawaguchi Y.  2013  Gerodontology.
ジャカルタの4高齢者施
設の女性100人

栄養状態、BMIが良好であると、FTUの数が有意に多い。 インドネシ栄養

31

A cross-sectional study of perceived
dental treatment needs and oral health
status in community-dwelling older
Australian men: The Concord Health and

Takehara S, Wright FAC, Naganathan V, Hirani V, Blyth FM, Le Couteur DG,
Waite LM, Seibel MJ, Handelsman DJ, Cumming RG. 

2020  Int Dent J.

4th wave of the
Concord Health and
Ageing in Men Project
に参加した、78歳以上

FTUが低い男性は、FTU数が12の男性よりも歯科治療の必
要性を認識している割合が有意に高い。

オーストラ歯科疾患

32
Tooth loss, chewing ability and quality of
life

Brennan DS, Spencer AJ, Roberts-Thomson KF. 2008 Qual Life Res.
アデレードの45〜54歳
879人

FTUの数は咀嚼能力と正の相関があり、また咀嚼能力は口腔
衛生関連の影響と負の関連があった。

オーストラ口腔機能

33
Association Between Dentition Status
and Malnutrition Risk in Serbian Elders

Tanasić I, Radaković T, Šojić LT, Lemić AM, Soldatović I. 2016 Int J Prosthodont.
歯科大病院に来たPD装
着の65-74歳223人

FTUを左右対称に配置して補綴治療を行うことで，部分無歯
顎患者の栄養状態を改善できることを示唆した。

セルビア 栄養

34
Apolipoprotein ɛ4 Allele and Dental
Occlusion Deficiency as Risk Factors for
Alzheimer's Disease

Popovac A, Mladenović I, Krunić J, Trifković B, Todorović A, Milašin J,
Despotović N, Stančić I.

2020  J Alzheimers Dis.
ケース群アルツハイマー
患者116人と対照群63人

不十分な歯の咬合とAPOE4（ADの遺伝子マーカー）の存在
は、ADのリスク増加の可能性がある。

セルビア 全身疾患

35
Chewing capacity and ideal
cardiovascular health in adulthood: A
cross-sectional analysis of a population-

Rangé H, Perier MC, Boillot A, Offredo L, Lisan Q, Guibout C, Thomas F,
Danchin N, Boutouyrie P, Jouven X, Bouchard P, Empana JP.

2020 Clin Nutr.
パリコホート研究3に参
加した5430人

FTUが5以上の者は心血管の状態がよい可能性が高い。 フランス 全身疾患

36
Metabolic syndrome and masticatory
hypofunction: a cross-sectional study

Pérez-Sayáns M, González-Juanatey JR, Lorenzo-Pouso AI, Chamorro-
Petronacci CM, Blanco-Carrión A, Marichalar-Mendía X, Somoza-Martín
JM, Suárez-Quintanilla JA.

2021 Odontology.
歯科医療サービスに参加
した50歳以上の544人

t-FTUの数は腹部肥満に直接関係していた。 スペイン 全身疾患

37
Determinants of masticatory performance
in dentate adults

Hatch JP, Shinkai RS, Sakai S, Rugh JD, Paunovich ED. 2001 Arch Oral Biol.
オーラルヘルスの老化に
関する縦断的研究に参加
の37〜80歳の631人

FTU数も咬合力に重要な影響を及ぼし、それが咀嚼能力に影
響を及ぼす。

アメリカ 口腔機能
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日本の歯科医療受療格差の生態学的検討 

～NDB 公表データを用いた都道府県差の分析～   
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研究要旨 
歯科口腔保健の推進に関する基本的事項において歯科保健の地域(都道府県)間格差が指摘さ

れており, 健康日本 21の理念実現に向けその実態把握が求められている。 

本研究では，国民の歯科治療履歴の悉皆データである NDBデータを用いて歯科医療受療の都道

府県格差の分析を行うことを目的とする。 

第 4回 NDB公表データ/歯科診療行為から 2017年 4月～2018年 3月の１年間の（１）外来初再

診料（２）訪問歯科診療料（３）う蝕除去（４）抜歯（５）抜髄（６）歯石除去（７）歯周外科

手術（８）ブリッジ（９）義歯の算定数を都道府県別に集計し，それぞれ各都道府県の人口・性・

年齢で調整した標準化算定数比（= 実際の算定数/期待算定数；SCR）を求め，SCRの最大値最小

値比を算出した。 次に、歯科医療サービスへのアクセスや経済状況による歯科医療利用の地域

格差を検討するため，各都道府県の人口 10 万人あたりの歯科診療所数及び，県民平均所得・大

学進学率により 47 都道府県を上位・中位・下位の 3 群に分類し，９つの算定項目それぞれにつ

いて Mann-Whitney検定による分析を行った。 

各都道府県の SCRの最大値最小値比は、外来初再診で 1.6、訪問診療で 19.3であった。処置で

は、歯周外科手術が 17.6、歯石除去が 4.3であり、その他の処置は 1.0以上 2.0未満であった。 

3 群間の比較では，人口 10 万人当たりの歯科診療所数が少ない群（下位群）で，初再診，訪問

歯科診療，う蝕除去，歯石除去，歯周外科手術が有意に少なく，また県民平均所得が低い群（下

位群）で外来初再診，歯石除去が少なく，抜歯，ブリッジ，義歯が有意に多かった。日本におけ

る歯科医療利用の都道府県差は，歯周病治療及び，訪問診療で大きく認められ改善の必要性が示

唆された。また，歯科診療所が多い地域では歯科疾患の初期段階での受診が行われており，所得

の低い地域では抜歯・補綴処置の割合が高く，大学進学率の低い地域では，抜髄・抜歯・補綴治

療の割合が高く，歯科疾患進行後の受診が多く行われている可能性が窺えた。 
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A. 研究目的 
歯科口腔保健の推進に関する基本的事項

において歯科保健の地域(都道府県)間格差

が指摘されており, 健康日本 21の理念実現

としてその縮小が求められている。これに

向け既存の公的調査で不足している歯科保

健の生態学的分析を可能とし，全国レベル

での実態把握に資する広範なデータ収集分

析が必要とされている。 
現在まで，全国を対象とした歯科受療･治

療内容の都道府県格差の実態および,その

要因に関する研究は行われていない。 
本研究では，全国民を対象とした診療報

酬情報である NDB 公表データを用いて歯

科受療･治療内容（アクセス，う蝕治療，

歯周病治療，抜歯，咬合回復治療）の都道

府県格差と，格差を生じる要因の分析･検

討を行うことを目的とする。 
 

B. 研究方法 
１．データセットと評価指標 
使用データは，第 4 回 NDB 公表データ/

歯科診療行為を用いた（対象期間は，2017
年 4 月～2018 年 3 月）。 

歯科治療へのアクセスと治療内容を表す

算定項目として下記 9 指標を設定し，各

診療行為算定数を 47 都道府県別に集計し

た。即ち，歯科利用へのアクセスを示す指

標として（１）初診再診料・（２）訪問歯

科診療料，齲蝕治療を示す指標として

（３）う蝕除去・（４）抜髄，歯周病治療

を示す指標として（５）歯石除去・（６）

歯周外科手術，歯の終局的治療を示す指標

として（７）抜歯（永久歯のみ，埋伏歯は

除く），咬合回復治療を示す指標として

（８）ブリッジ・（９）義歯（入れ歯）の

9 指標である。 
２．変数 
（１）Standardized Claims Ratio（SCR） 

9 項目の集計値を性･年齢で調整(間接法)
し 各 都 道 府 県 の 標 準 化 算 定 数 比

（Standardized Claims Ratio：SCR）〔(実
際の算定数/期待算定数)×100〕を求め 47都

道府県の歯科受療状況を比較するための変

数とした。 
（２）供給調整 SCR 
さらに，各 SCR を地域の歯科診療所数

（対人口 10 万人）で調整した「供給調整-
SCR」〔各都道府県の標準化レセプト算定数

比（SCR)/各都道府県の歯科診療所数（対人

口 10 万人）〕を求め，歯科医療供給の影響

を除いた社会経済的要因の歯科受療の関連

を分析するための変数とした。 
３．統計解析 
まず，9 指標の「標準化レセプト算定数比

(SCR)」の 47 都道府県の分布，および 最大

値・最小値，最大値最少値比を記述した。次

に，47 都道府県を「歯科診療所数（対人口

10 万人）」により上位（n=16)・中位（n=15）･
下位（n=16）の 3 群に分類し，9 指標の SCR
の群間比較を行った。更に，47 都道府県を

地域の ➀「県民平均所得」および ②「大学

進学率」により，それぞれ上位（n=16)・中

位（n=15）･下位（n=16）の 3 群に分類し

（図１，図２，図３），9 指標の供給調整-SCR
の群間比較を行った。 
４．倫理的配慮 
倫理面への配慮として本研究は，筑波大

学医の倫理委員会の審査による承認（通知

番号:第 1446 号）を得て実施した。 
 

C. 研究成果 
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表１に調査対象算定項目 9 指標の標準化

算定数比（SCR）の都道府県値と最大値，最

小値，最大値最小値比を示し，図４に各算定

項目の都道府県標準化算定数比（SCR）の分

布を示し，図５～図９に 47都道府県の SCR

一覧を示した。 

各算定数の［SCR最大値〔都道府県〕・SR

最小値〔都道府県〕，最大値/最小値］は，①

初診再診［113.4〔東京〕，・80.3〔青森〕，1.4］，

②訪問診療［281.5〔大阪〕・14.6〔福井〕，

19.3］，③う蝕除去［118.7〔東京〕・77.2〔青

森〕，1.5］，④抜髄［119.3〔和歌山〕・86.1

〔神奈川〕3.1］，⑤歯石除去［146.8〔愛知〕・

47.2〔鹿児島〕，3.1］，⑥歯周外科［263.4〔大

阪〕・15.0〔滋賀〕17.6］，⑦抜歯［116.9〔大

分〕・90.1〔神奈川〕，1.3］，⑧ブリッジ［147.4

〔北海道〕・86.3〔埼玉〕，1.7］，⑨義歯［117.5

〔北海道〕・88.4〔静岡〕，1.3］，であった。

日本の歯科医療受療の地域差は, アクセス

では，歯科診療所外来が最大値/最小値 1.4 

であったのに対し, 訪問歯科診療が 19.3 

と訪問歯科診療で大きく認められた。治療

内容では、歯石除去が 3.1 , 歯周外科処置

が 17.6 と歯周病治療において地域格差が

大きく認められた。他方で，その他の治療

（う蝕治療、抜歯治療、咬合回復治療）はい

ずれも最大値/最小値 2.0 未満であり，地

域差は小さいものと思われた。 

図１０に 9 指標･SCR の「歯科医院数/人

口 10万人 」による 3群（47 都道府県）間

の比較を示した。歯科医院数/人口 10 万人

が少ない都道府県では，アクセスは歯科医

院外来，訪問診療共に少ないことが示唆さ

れた。治療内容では,う蝕除去や歯石除去と

いった軽度歯科疾患に対する治療が, 歯科

医院数/人口 10 万人の少ない都道府県で優

位に少ない実態が示唆された。他方で抜髄，

抜歯といった歯の喪失に至る重度歯科疾患

に対する治療や，歯を失った後の咬合回復

治療では有意な差は認められなかった。 

図１１に 9 指標･供給調整-SCR の「県民

平均所得」による 3群（47都道府県）間の

比較を示した。県民平均所得が少ない都道

府県においてブリッジ，および義歯といっ

た歯を喪失した後の咬合回復治療が有意に

多いことが示唆された。アクセスやその他

の治療（う蝕治療，歯周病治療，抜歯）と県

民平均所得には有意な関連は認めなかった。 

図１２に 9 指標･供給調整-SCR の「大学

進学率」による 3群（47都道府県）間の比

較を示した。大学進学率が高い都道府県で

は，訪問歯科診療が多く行われている実態

が窺えた。治療内容では，大学進学率の低い

都道府県では，抜髄，抜歯といった重度う蝕

治療，および歯を失った後の咬合回復治療

が有意に多い実態が窺えた。他方で，軽度歯

周病に対する治療である歯石除去は教育水

準の高い都道府県で多く，教育水準の低い

都道府県では少ない実態が窺えた。 

 

D. 考察 

日本における歯科医療利用の都道府県差

は「訪問診療」及び「歯周病治療」で大きく

認められた。他方で，う蝕や，咬合回復に対

する治療では，ユニバーサルサービスが実

現されている可能性が窺えた。 

「歯科医院数（対人口 10 万人）」の地域

差は「歯科医療へのアクセス」と「歯科疾患

の初期段階での受診」に関連していた。 

「県民所得」の低い地域では，咬合回復治

療の割合が高い可能性が窺えた。 

「大学進学率」の低い地域では，重度歯科
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疾患に対する抜髄，抜歯，および咬合回復治

療の割合が高く，歯科疾患進行後の受診が

多く行われている可能性が窺えた。 

本研究は，地域相関研究のため，生態学的

誤謬の可能性があり結果を個人へ外挿すべ

きではないかもしれない。また本分析は保

険診療のみを対象としており，インプラン

ト治療等の自費診療については考慮できて

いないという限界がある。歯科レセプト情

報のバリデーションについても今後検討が

必要と思われる。 

 

E. 結論 

本研究から，日本における歯科医療利用

の都道府県差は「訪問診療」及び「歯周病治

療」で大きく認められ，改善の必要性が示唆

された。また，「歯科医療供給」の地域差は

「歯科疾患の初期段階での受診」に関連し

ており，地域の「社会経済的要因」として地

域の平均所得や教育水準は 歯科医療受診

に対して影響している可能性が窺えた。 

現在，申請承認を受けた NDB個票データ

を用いて，性・年齢階層別都道府県差の解

析に着手している。個票データの分析結果

及び，有効な歯科保健指標については最終

年度に報告を行う予定である。 

 

F. 健康危険情報 
特に記載すべき点はありません。 
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：第３１回日本疫学会学術総会 
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図１ 人口 10 万人あたりの歯科医院数による 47 都道府県の 3 群分類 
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図２ 県民平均所得による 47 都道府県の 3 群分類 
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図３ 平均大学進学率による 47 都道府県の 3 群分類 
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表１ 9 項目の標準化算定数比，最大値，最小値，最大値/最小値［都道府県値一覧］ 
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図４ 9 指標･SCR（47 都道府県） の 分布と最大値･最小値，最大値/最小値
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図５ ４７都道府県のアクセス指標 SCR 一覧* 
 

 
 

64



図６ ４７都道府県のう蝕治療指標 SCR 一覧 
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図７ ４７都道府県の歯周病治療指標 SCR 一覧 
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図８ ４７都道府県の抜歯治療指標 SCR 一覧 
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図９ ４７都道府県の咬合回復治療指標 SCR 一覧 
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図１０ 9 指標･SCR の「歯科医院数/人口 10 万人 」による 3 群（47 都道府県）間の比較 
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図１１ 9 指標･供給調整-SCR の「県民平均所得」による 3 群（47 都道府県）間の比較 
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図１２ 9 指標･供給調整-SCR の「大学進学率」による 3 群（47 都道府県）間の比較 
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研究要旨 
1年以内の歯科受診の有無や残存歯数は口腔保健行動・口腔内環境を評価する指標として用い

られているが、国民全体を対象としてそれらの都道府県差を明らかにした研究は存在しなかっ

た。本研究の目的は、1年間歯科受診割合と平均残存歯数を性・年齢・都道府県別に集計し、既

存の公的統計データと比較することである。本研究は横断的記述研究であり、2016年 4月〜2017

年 3月の 1年間の匿名レセプト情報・匿名特定健診等情報データベース（NDB）の歯科レセプト

を利用した。性・年齢階級・都道府県別に 1年間の歯科受診割合と、歯周炎病名と欠損歯病名か

ら平均残存歯数を求めた。結果として、歯科受診割合は 5-9歳で最も高く、その後急激に低下し

て男性 20-24歳、女性 15-19歳で底をうち、その後は緩やかに上昇した。高齢になると 75-79歳

をピークに、80歳以上では再度減少に転じた。5-9歳で最も受診割合が高い都道府県は男性で香

川県(85.5%)、女性で岐阜県(87.2%)、低い都道府県は男女ともに沖縄県(男性 63.0%、女性

64.4%)だった。75-79歳では男女ともに最も受診割合が高い都道府県は愛知県(男性 66.2%、女性

65.3%)、低い都道府県は青森県（男性 43.3%、女性 38.1%）であった。平均残存歯数は 40-44歳

から緩やかに減少し、70-74歳で 20本を下回り、80歳以上では 15本を下回った。80歳以上で残

存歯数が 20本以上だった人の割合は男性 43.1%、女性 37.7%であった。80歳以上の平均残存歯数

の本数が、多い都道府県は神奈川県(平均値 15.6本、女性 15.2本)であリ、最も少ない都道府県

は男女ともに鹿児島県(平均値男性:11.7本、女性:11.2本)であった。 

本研究では都道府県ごとの歯科受診割合と平均残存歯数について実態を明らかにすることがで

きた。既存の公的統計データと比較し 1年間歯科受診はバイアスが少ない情報である可能性が高

いが、残存歯数については一貫した結果が得られず更なる研究が必要であると考えられた。 
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A. 研究目的 

定期的な歯科受診や 1 年以内の歯科受診

が口腔内環境を向上させるといわれている

が、日本においては他国と比較して定期的

歯科受診・検診を受けている人が少ない可

能性がある。日本において、歯科受診率に

ついて報告している研究は小児や妊婦など

の特定のサンプルや、一つの自治体や一つ

の施設などの少数のサンプルによる報告が

多く結果は一貫性がなかった。1)-5) ま

た、全国レベルの歯科受診率に関連する報

告は国民健康・栄養調査に「1 年以内に歯

科健診を受診しましたか？」という質問が

あり、健康日本 21 の歯科受診の指標とし

て利用されている。しかし、国民健康・栄

養調査は都道府県別の受診率を調べること

ができず、また、より健康な人が回答して

いる可能性があり、全国レベルでの受診率

をよりバイアスが少なく調査する必要があ

る。 

また、残存歯数は多くの国で口腔内環境

を評価する指標の一つとして用いられてお

り、我が国においては 80 歳以上で 20 本以

上の残存歯があることを目指す 8020 運動

を推奨してきた。2016 年の歯科疾患実態

調査によると 80 歳以上で 20 本以上の歯が

残存している人は 51.2%と報告されてい

る。しかし、本統計データは健診会場に来

場できる人に対して口腔内診査を行ってお

り、要介護高齢者など、全身の健康状態が

悪い人が少なくより健康な人だけのデータ

であることが懸念されてきた。また、都道

府県別のデータについても存在しないた

め、都道府県の差について客観的な指標を

用いることができずにいた。 

本研究の目的は匿名レセプト情報・匿名

特定健診等情報データベース（NDB）を利

用して、日本全国民に対して 1 年間で歯科

医院を受診している割合と平均残存歯数に

ついて調査し、既存の公的統計データの情

報と比較検討することである。 

 

B. 研究方法 

本研究は NDB を利用した、横断的記述

研究である。本研究では 2016 年 4 月〜

2017 年 3 月の 1 年間の歯科レセプトデー

タを利用した。 

歯科に 1 回でも受診した人は歯科のレセ

プトレコードが発生しており、そこに記載

されている ID1N を患者特有の ID である

と定義した。ID1N は保険者番号、被保険

者証等記号・番号、生年月日、性別から個

人情報保護のためにハッシュ関数と呼ばれ

る関数を用いて変換された英数字列であ

り、NDB の個人番号として用いられてい

る。 

都道府県ごと、年齢階級ごと、男女で分

けて人数を集計した。年齢階級は 0-4 歳、

5-9 歳、と 5 歳刻みの階級が NDB に記載さ

れており、最も高齢な区分は 80 歳以上で

あり、年齢は 17 カテゴリに分類された。1

年間で年齢階級が移動した場合は、一番若

い年齢階級をその人の年齢階級と定義し

た。また、都道府県については個人の居住

地はレセプトからは入手できないため、通

院している歯科医院の住所の都道府県とし

た。複数の歯科医院に受診しており都道府

県が異なっていた場合、最も受診した回数

が多い歯科医院をその人の都道府県と定義

した。受診した回数が二つ以上の都道府県

で同数だった場合は、その個人は除外し

た。 
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1 年間の歯科受診割合を求めるため、集

計したデータはその性・年齢・都道府県に

おける歯科受診者数であると定義した。ま

た、分母は人口にするため、2016 年の人

口動態統計を利用して、2016 年 10 月時点

の人口を同じ都道府県、年齢階級、性別で

求めた。1 年歯科受診割合は、集計した人

数/人口で求めた。1 年歯科受診割合につい

て性年齢階級別に図示し、都道府県マップ

に図示した。 

また、残存歯数の平均値を性、年齢階

級、都道府県別に求めるため、歯周炎病名

に付記されている歯式コードから歯の本数

を求め、智歯の本数を除外したものを、そ

の人の残存歯数と定義した。また、無歯顎

者の歯の本数を考慮するため、欠損病名の

歯式コードから智歯を除外した数を喪失歯

とした。歯周病病名による歯数がない人に

対して、28 本から喪失歯数を引いた数を

残存歯数として補正した。性・年齢階級・

都道府県別に残存歯数の平均値を求め、歯

科受診割合と同様に性年齢階級別に図示

し、都道府県マップに図示した。利用した

統計ソフトウェアは R version 4.0.3（The R 

Foundation for Statistical Computing, オース

トリア）である。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究で用いるデータは、研究者に提供

される以前に個人を匿名化した ID が付与

されており、また ID の匿名化対応表は存

在しないデータである。また本研究は筑波

大学医学医療系倫理委員会の承認（最新承

認日：令和 3 年 2 月 5 日、承認番号：

1446-2）を得て実施した。 

 

C. 研究成果 

2016 年 4 月〜2017 年 3 月の歯科レセプト

は合計で 210,062,324 枚あり、ID1N は合計

60,538,512 人であった。都道府県が不明確で

あり除外された人は 105,464 人だった。 

図 1 に性年齢階級別の 1 年歯科受診割合

を示す。X 軸は年齢階級、Y 軸は受診割合

である。黒丸の点は都道府県の分布であり、

赤い線は受診割合のその年齢階級の中央値、

薄赤い帯は四分位範囲である。最も歯科受

診割合が高い年齢階級は男女ともに 5-9 歳

で中央値は約 74%である。その後受診割合

は低下し、男性は 20-24 歳(中央値 29.2%)、

女性は 15-19 歳(中央値 35.5%)で最も受診割

合が低くなる。その後徐々に受診割合は増

加し、男女ともに 75-79 歳(男性、中央値

57.6%、女性 57.2%)をピークに減少に転じ、

80 歳以上では受診割合は減少する。また、

青年期〜中年にかけては女性の方が受診割

合は高いが、高齢者になると女性の方が受

診割合は低くなる。 

また、図 2 に歯科受診割合の都道府県で

の差が大きい 5-9 歳の年齢階級と、75-79 歳

の年齢階級で都道府県マップを図示した。

5-9 歳で最も受診割合が高い都道府県は男

性で香川県(85.5%)、女性で岐阜県(87.2%)、

低い都道府県は男女ともに沖縄県 (男性

63.0%、女性 64.4%)だった。75-79 歳では男

女ともに最も受診割合が高い都道府県は愛

知県(男性 66.2%、女性 65.3%)、低い都道府

県は青森県（男性 43.3%、女性 38.1%）であ

った。 

残存歯数について、歯周病病名があった

人は 42,028,552 人(69.4%)であり、欠損病名

があった人は 8,632,449 人(14.3%)であった。

補正残存歯数が存在する人は 43,927,899 人
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(72.5%)であった。80 歳以上で平均残存歯数

が 20 本以上だった人の割合は男性 43.1%、

女性 37.7%であった。 

図 3 に性年齢階級別の平均残存歯数を示

す。小児では都道府県の差が大きく、10-14

歳の年齢階級から都道府県での差は縮まっ

た。平均歯数 70-74 歳で平均残存歯数の中

央値が 20 本を下回り、80 歳以上では 15 本

を下回った。男女では残存歯数に大きな差

はなかったが。 

図 4に 80歳以上の男女別の平均残存歯数

の都道府県図を示す。平均残存歯数が少な

い都道府県は男女ともに鹿児島県(平均値

男性:11.7 本,女性:11.2 本)であり、多い都道

府県は神奈川県(平均値 15.6 本,女性 15.2 本)

である。 

図 5 に 80 歳以上の 20 本以上の歯を有す

る者の割合を男女別に都道府県図で示す。

図 4 と同様のほぼ同様の結果が得られた。 

 

D. 考察 

本研究では、全国のレセプト情報を利用

して、歯科受診割合と平均残存歯数につい

て性・年齢階級・都道府県に着目し記述し

た。歯科受診割合は年齢階級により大きく

変化しており、都道府県の差も大きく 20%

以上異なっていた。平均残存歯数について

は、男女で大きな差がなかったが、都道府県

別では最も平均残存歯数が多い都道府県と

少ない都道府県では、80 歳以上の高齢者で

約 4 本の差があった。80 歳以上で平均残存

歯数が 20 本以上だった人の割合は男性

43.1%、女性 37.7%であった。 

本研究の歯科受診割合の結果を比較する

統計調査としては、国民健康・栄養調査にあ

る「1 年以内に歯科健診を受診しましたか？」

という質問の集計結果である。2016 年度の

国民健康・栄養調査の結果を報告している

先行研究と比較すると、歯科検診を受けた

人の割合は総数で 52.9%、青年期で 43.3%、

70 歳以上で 57.9%であった。 

国民健康・栄養調査は「健診」の受診率で

あるため、本研究結果の歯科受診よりも青

年期では高い割合となっているが、高齢者

では似た数値となっている。歯科健診（検

診）は小児期では 1 歳半、3 歳児健診、また

保育園・幼稚園での検診を行なっており、

小・中・高校では生徒が全員受診することに

なっている。5-9 歳ではそれ以外にも 1 年歯

科受診率が非常に高いことがわかった。5-9

歳は歯の生え替わりが始まり、混合歯列期

となり、口腔内のトラブルが生じることが

多い。この時期の受診は永久歯のフッ化物

歯面塗布やシーラントなどの専門的予防処

置に繋がる可能性も高く、好ましい結果で

あると考える。また、専門的予防処置のみを

行なっている場合は自費診療になるため、

レセプトデータで受診を取得することがで

きず、小児期の歯科受診割合は過小評価に

なっている可能性がある。 

成人期になると法定の歯科健診はなく、

職域の健診と同タイミングで行っている場

合や、歯周疾患検診などを受診する以外は

歯科医院に定期的に通院することを検診と

みなしている場合がある。そのため、高齢者

における歯科健診の場は多くなく、歯科受

診率と似た数値になっていると考えられる。 

先行研究では治療処置、予防的処置、定期

的な検診を含む歯科受診について性年齢階

級都道府県別に網羅的に調べられた研究は

存在せず、本研究が初めての報告となる。本

研究結果から、青年期の歯科受診割合が極
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端に下がることから、青年期のうちに定期

的な受診や歯石除去等のクリーニングを受

ける習慣作りが重要であると考えられる。

また、都道府県で受診割合が 20％以上と大

きく異なることがわかった。受診割合が低

かった都道府県では、疼痛がないときにも

定期的な歯科受診を促進するなどの啓発事

業の検討した方が良いと考える。 

また、平均残存歯数について、比較する統

計調査としては歯科疾患実態調査である。

2016 年の歯科疾患実態調査による平均残存

歯数は 40-44歳で 28本、60-64歳で 23.9本、

70-74 歳で 19.7 本、80-84 歳で 15.3 本、85

歳以上で 10.7 本である。また、80 歳で 20

本を達成した人は 51.2%であると推定され

ている。本研究結果と比較すると、平均歯数

が 20 本を下回るのは同様に 70-74 歳の階級

であり、歯科疾患実態調査と一致する。80

歳以上においては本研究では一つの年齢階

級にまとめられているため、単純な比較は

できないが、平均残存歯数は約 15 本であり、

歯科疾患実態調査の 80-84 歳で 15.3 本、85

歳以上で 10.7 本と比較して若干本数が多い

と考えられる。しかし、80 歳以上で 20 本以

上の 8020 を達成している人の割合は男性

43.1%、女性 37.7%と歯科疾患実態調査の

51.2%とは乖離が認められた。本研究結果の

方が 80 歳以上の平均残存歯数が多いが、

8020 を達成している人が少ないのは、歯の

本数の分布が歯科疾患実態調査のサンプル

と異なっている可能性がある。歯の本数が

非常に少ない人と歯の本数が多い人の割合

が低くなっている可能性がある。本研究の

歯の本数は「歯科を受診した人の中の歯周

病病名と欠損病名がある人の残存歯数」で

ある。歯周病病名に付与されている歯式の

歯の本数が実際の患者さんの歯の本数と一

致率が高いことは本研究班により昨年度報

告されている。6) 欠損歯病名は、新規に義

歯を作成する時や修理の時につく病名であ

り、欠損歯があるから必ずつく病名ではな

い。また、無歯顎の人の方が歯科受診の機会

が減る可能性がある。反対に、歯の状態が非

常に良好であるため、定期的に歯科受診を

する必要がない高齢者が受診をしていない

可能性がある。歯の本数が非常に少ない人

と、歯の本数が多くて口腔内環境が良好な

人が受診をしておらず、本研究に反映でき

ていない可能性がある。しかし、歯科疾患実

態調査では要介護高齢者などの検診会場に

来場できない人の口腔内状況は反映するこ

とができず、健康な高齢者の情報に偏って

いる可能性がある。NDB と歯科疾患実態調

査のどちらがより正確な情報であるかは本

研究から結論づけることはできず、更なる

研究が必要である。都道府県別の本数は歯

科疾患実態調査等では求めることはできな

いため、本研究がはじめて明らかにした。80

歳以上の都道府県間の平均残存歯数の差と

しては約 4 本であり、大きな差があること

がわかった。 

本研究では、初めて NDB を利用して全国

の歯科受診割合と残存歯数について調査し

た。1 年歯科受診割合については自費診療以

外のほぼ全ての人口に対しての歯科受診を

取得することができるため、バイアスが少

ない結果であると考える。また、残存歯数に

ついては既存の公的統計データとは一致し

ない部分もあり、更なる研究が必要である

と考えられる。今まで都道府県別に一律の

評価方法で歯科受診割合と現在歯数につい

て評価し、都道府県差を調べた研究はなか
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った。本研究では受診割合が高い地域と低

い地域、平均歯数の多い地域と少ない地域

を明示した。それぞれの地域にでは疼痛が

ないときにも定期的な歯科受診を促進する

など、地域レベルでの施策を行うように働

きかけることができる。一つの基礎的な口

腔健康指標として、1 年歯科受診割合や平均

残存歯数は NDB から取得できる指標とし

て、有用である可能性がある。 

本研究の限界としては、レセプト情報を

利用した研究であることが挙げられる。住

民に対して単一の番号が日本には存在しな

いため、同じ人をダブルカウントしており

受診割合を過大に評価している可能性があ

る。また、歯科受診については自費診療だけ

の診療はレセプト情報には記載されないた

め、小児のフッ化物の定期的な塗布やシー

ラントなどの予防的な処置について、また

健康な人の審美目的なクリーニング等は本

研究では受診に含まれていない。また、歯科

受診割合は都道府県での母数が人口に対し

て、分子はその都道府県に存在する歯科医

療機関に受診した人、となっている。首都圏

の都道府県間の移動が容易に行われ、通勤

先で歯科受診をした場合などは、分子と分

母で違う都道府県で数えられている可能性

がある。 

 

E. 結論 

本研究では全国の 1 年歯科受診割合と平

均残存歯数について性・年齢階級・都道府

県別に集計した。1 年以内の歯科受診は

NDB を利用して正確に求められる可能性

が高く、口腔健康指標の一つとして有用な

可能性がある。しかし、平均残存歯数は歯

科疾患実態調査と比較し、高齢者の本数は

異なっていた。どちらがより正確に国民全

体の口腔内指標となっているかは本研究結

果からはわからず、さらなる研究の必要性

が示唆された。 
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図 1. 性年齢階級別の 1 年歯科受診割合（1 回以上の歯科受診をした人/人口動態統計による人口） 
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図 2.都道府県別の歯科受診割合の図 （1 回以上の歯科受診をした人/人口動態統計による人口） 
a. 5~9 歳（男性）の受診割合 

 
b. 5~9 歳（女性）の受診割合 
 

 

80



c.75~79 歳（男性）の受診割合 

 

d.75~79 歳(女性)の受診割合 
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図 3. 男女別・都道府県別・年齢階級別の平均残存歯数 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

82



図 4. 都道府県別の 80 歳以上の平均残存歯数の図 
a. 男性の平均残存歯数 

 
b. 女性の平均残存歯数 
 

 

平均残存歯数 

平均残存歯数 
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図 5.都道府県別の 8020 達成者の割合（歯の本数が 80 歳以上で 20 本以上ある人数/歯の本数を取

得できた人数） 
a.男性 

 
b.女性 
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分担研究報告書 
 

歯科医師勤務病院の病院特性と医科歯科連携加算の地域格差の検討 

 
研究協力者  石丸美穂   筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   

研究協力者  平健人    筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻 

研究分担者  財津崇    東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野      

研究代表者  田宮菜奈子  筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   

  筑波大学ヘルスサービス開発研究センター   

 
研究要旨  

本研究の目的は本邦における入院患者の歯科受診アクセシビリティを病院特性や二次医療圏別

で調査することである。歯科医師勤務病院の病院特性と、医科歯科連携加算算定病院の病院特性

を記述し、二次医療圏別の病院割合と地域格差を明らかにした。本研究では平成 29 年の病床機

能報告を用いた。一般病床を持つ全国の病院を対象として、歯科医師勤務病院、周術期口腔機能

管理算定病院、栄養サポートチーム歯科医師連携加算算定病院の割合について歯科医師勤務の有

無で層別化し、病院特性ごとに集計した。二次医療圏レベルの地域格差を求めるため、ジニ係数

を計算した。結果として、DPC 群が高いほど歯科医師勤務病院の割合、医科歯科連携加算算定病

院の割合が高くなり、病院の設置主体では大学では高く、医療法人では低かった。また、歯科医

師勤務病院と比較して、非歯科医師勤務病院では医科歯科連携加算の算定割合は非常に低かっ

た。ジニ係数は歯科医師勤務病院、周術期口腔機能管理算定病院、栄養サポートチーム歯科医師

連携加算算定病院の順に 0.36、0.52、0.66 であり、医科歯科連携加算算定病院の割合は地域格差

が非常に大きいことがわかった。本研究から、医科歯科連携加算を算定されるかは病院の特性や

二次医療圏で大きく異なることがわかり、是正するためのシステム作りや医科歯科連携加算の啓

発などが必要であると考えられた。また、入院中の患者医科歯科連携加算の算定状況が歯科の口

腔指標の一つとなる可能性を示唆した。 

 
Ａ．研究目的 
歯科医師は急性期・慢性期の入院患者に対

して以下の3つの役割がある。(1)  
(a)急性期・慢性期の入院患者の歯の治療、

(b)周術期や人工呼吸器管理されている患者

の口腔ケアによる肺炎の予防(2–6)、(c)栄養サ

ポートチーム(NST)への参画による経口摂取

の促進(7)、である。先行研究では、歯科医師

の入院患者への介入により、がん手術後の

術後肺炎・死亡率は減少した。(2) また、経

口摂取が促進され栄養状態が改善し、その

結果在院日数が短くなったと報告された。(7) 

このように歯科医師は入院患者の全身状態

改善に寄与しているにも関わらず、本邦で

は歯科受診できない入院患者が多くいる。 
本邦において歯科が標榜されている一般病

院数は平成29年に1095/7353(14.9%)と少な

い。(「医療施設調査」 厚生労働省) また、

アンケート調査では歯科がない病院のう

ち、80.4%の病院が外部歯科医師の訪問診療

を受け入れているという報告がある。(1)どの

程度の入院患者が歯科治療にアクセスでき

ているか、どのような病院に入院している

患者が歯科治療を受けているかについて、
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実態は不明である。 
本研究の目的は本邦における入院患者の歯

科受診アクセシビリティを病院レベル・二

次医療圏別で調査することである。歯科医

師勤務病院の病院特性と、医科歯科連携加

算算定病院の病院特性を記述し、二次医療

圏別の割合と地域格差を明らかにすること

である。 
 
Ｂ．研究方法 
利用したデータベース 
本研究は平成 29 年度病床機能報告の施設票

・病棟票のデータを用いた横断的記述研究

である。病床機能報告は一般病床・療養病

床を有する病院・有床診療所が対象とな

り、病床の医療機能や勤務している職員の

数、行っている手術件数等を報告する制度

であり、報告は病床を有する医療施設の義

務である。病床機能報告は毎年報告されて

おり、全国のデータを収集したものが厚生

労働省の Web ページにて公開されている。

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu
nya/0000055891.html） 
 
対象病院 
本研究の対象となった医療施設は、全国の

平成 29 年 10 月時点で一般病床を有する病

院である。除外基準は(1)病床機能報告に報

告していない病院、(2)歯科医師数を報告し

ていない病院、(3)歯科のみの病院、であ

る。 
 
変数の定義 
アウトカム変数については、三つの歯科に

関連する病院指標を用いた。(i)歯科医師勤

務病院、医科歯科連携加算算定病院につい

ては、(ii)周術期口腔機能管理算定病院、(iii)
NST 歯科医師連携加算算定病院とした。(i)
歯科医師勤務病院は、施設票の職員数に常

勤・非常勤の歯科医師が 0.1 人以上いる場合

と定義した。(ii)の周術期口腔機能管理算定

病院は病棟票の「12．医科歯科の連携状況

【平成 29 年６月診療分】」の周術期口腔機

能管理後手術加算について、病院単位で集

計し 1 以上だった場合と定義した。(iii) NS
T 歯科医師連携加算算定病院は(ii)と同様

に、病棟票の「12．医科歯科の連携状況

【平成 29 年６月診療分】」の歯科医師連携

加算（栄養サポートチーム加算）につい

て、病院単位で集計し、1 以上だった場合と

定義した。 
病院の特性ごとに(i)の全病院に対する割合

を計算した。調査した病院の特性は DPC 群

の種類（I 群、II 群、III 群、DPC 病院では

ない）、設置主体、地域医療支援病院、救

急告示病院、回復期病院、慢性期病院、で

ある。また、(ii) 周術期口腔機能管理算定病

院は全身麻酔手術施行病院対する割合を歯

科医師の勤務病院の有無で層別化し、病院

特性ごとに記述した。(iii) NST 歯科医師連

携加算算定病院は全病院に対する割合を歯

科医師の勤務病院の有無で層別化し、病院

特性ごとに記述した。 
DPC 群は施設票の DPC 群の種類から定義

し、設置主体は施設表の設置主体から国、

大学病院、公的医療機関、社会保険関連団

体、医療法人、その他の法人、その他の 7
カテゴリに分類した。地域医療支援病院は

施設票の地域医療支援病院の承認の有無か

ら定義した。救急告示病院は施設票の救急

告示病院の告示の有無から定義した。回復

期病院と慢性期病院は、病床の種類毎に病

院単位で病床数を集計し、一番多かった病

床が回復期病床だった場合に回復期病院と

し、慢性期だった場合に慢性期病院と定義

した。 
地域格差を調べるため、(i)~(iii)のそれぞれ

の病院の割合を二次医療圏別に求め、ロー

レンツ曲線を描きジニ係数を求めた。ジニ

係数は格差を示す相対的指標の一つであ

り、1 に近いと格差が大きく、0 に近いと平

等に近づく指標である。 
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（倫理面への配慮） 

本研究は web ページで一般公開されてい

るオープンデータだけを用いて行った研究

であり、倫理審査は必要としない。また、

結果については病院名等は公表していな

い。 
 
Ｃ．研究結果 
解析対象病院のフローチャートを図 1 に示

す。最終的に分析対象となった病院は 7,205
病院であった。病院特性ごとの(i)歯科医師

勤務病院割合、(ii)周術期口腔機能管理算定

病院、(iii)NST 歯科医師連携加算算定病院割

合の記述について、表 1 に記載した。歯科

医師勤務病院は 1,565 病院(21.8%)であっ

た。DPC では I 群(100.0%)、II 群(80.7%)、II
I 群(41.3%)、DPC ではない病院(14.0%)にな

るにつれて歯科医師勤務割合が減少した。

設置主体では大学病院が最も歯科医師勤務

割合が高く(75.9%)、医療法人が最も低かっ

た(12.8%)。NST 歯科医師連携加算算定病院

は 374 病院(5.2%)であり、歯科医師勤務病院

では 20.5%、非歯科医師勤務病院では 0.9%
だった。DPC I 群の病院が割合が一番高か

ったが、それでも 45.1%と低かった。 
周術期口腔機能管理算定病院は、全身麻酔

手術施行している 3166 病院中 689 病院(21.5
%)であった。歯科医師勤務病院では 55.6
%、非歯科医師勤務病院では 4.1%の病院で

算定されていた。DPC 群は高いほど実施病

院割合が高く、大学、社会保険関連団体が

設置主体の病院などで実施率が比較的高

く、医療法人主体の病院で低かった。 
ジニ係数は歯科医師勤務病院については二

次医療圏レベルでは 0.36、栄養サポートチ

ーム加算病院では 0.66、周術期口腔機能管

理後手術加算病院では 0.52 であった。（図

2~4） 
 
Ｄ．考察 

本研究は歯科医師勤務病院の特性、医科

歯科連携加算の算定病院の特性について病

院レベルで記述した初めての研究である。

また、二次医療圏レベルでの病院の地域差

について求めた。病院の特性である DPC 群

や設置主体により、歯科医師勤務や医科歯

科連携加算の状況が異なっていた。また、

歯科医師勤務病院の割合は二次医療圏によ

って大きな地域格差はないが、NST 歯科医

師連携加算や周術期口腔機能管理算定につ

いては地域格差が認められた。 
過去の報告「病院における医科・歯科連携

に関する調査」(1)では、歯科医師が勤務して

いる病院の割合は 22.0%、歯科医師勤務病院

の NST 歯科医師連携を行なっている病院は

22.6%、周術期口腔機能管理を行なっている

病院は 33.1%であった。本研究結果では、そ

れぞれ 22.0%、20.5%、55.6%である。ま

た、歯科医師がいない病院では、6.0%が

NST 歯科医師連携を行なっている病院であ

り、20.8%が周術期口腔機能管理を行なって

いる病院であった。本研究結果からはそれ

ぞれ 0.9%と 4.1%であった。先行研究は全て

の病院に郵送でアンケート調査を行ったも

のであり、回答率は歯科標榜病院 61.8 % 歯
科のない病院 37.0 %であり、特に歯科のな

い病院ではより医科歯科連携を実施してい

る病院が回答した可能性がありバイアスが

生じている。本研究はほぼ全ての病院が回

答しており、本邦における病院レベルでの

医科歯科連携の実施状況をより正確に記述

できたと考えられる。 
 歯科医師が勤務している病院にも関わら

ず、NST 歯科医師連携は 20.5%の病院、周

術期口腔機能管理は 55.6%の病院でのみ行わ

れていたのは、以下の二つの理由が考えら

れる。一つめは、病院歯科の多くは歯科口

腔外科を標榜しており、口腔外科的な処置

しか行っていないためである。口腔外科は

口腔の悪性腫瘍、良性腫瘍、顎関節症、顎

変形症、智歯周囲炎などを診察しており、
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口腔ケアや義歯作成などをメインでは行っ

ていない。NST では咀嚼嚥下機能を回復さ

せるために、義歯修理・新製などを必要に

応じて行うが、設備等が整っておらず実施

できない可能性がある。二つめの理由とし

て、医科と歯科で交流がなく患者を紹介す

るという文化がない病院がまだ多くある可

能性である。歯科医が同じ病院に勤務して

いる場合は、医科歯科連携の患者の全身状

態管理における利点等を周知し、院内での

仕組み作りが必要だと考えられる。また、

歯科医師が勤務していない病院における医

科歯科連携を行なっている病院の割合は非

常に低いことがわかった。地域の歯科医院

と連携をとることで、周術期口腔機能管理

は行うことができるため、地域における仕

組みづくりをすることが非常に重要であ

る。 
また、本研究からは二次医療圏レベルで、

歯科医師の勤務病院割合には大きな格差は

ないが、医科歯科連携病院の割合は大きな

格差が存在することがわかった。各病院に

おける医科歯科連携の促進だけではなく、

地域レベルでのシステムがあれば、歯科医

師の勤務の有無に関わらず、より実態に即

した連携を可能にできる可能性がある。 
このように、医科歯科連携加算算定状況

については入院患者にとって、入院中の口

腔内環境と関連する可能性がある重要な指

標の一つである。入院中は全身状態が悪化

しており、日常的に行うことができていた

セルフケアを行うことが困難になることが

あり、口腔内環境が悪化する可能性が高い

時期である。入院患者の口腔内環境を維持

するために医科歯科連携を一つの指標とす

ることは、有用であると考えられる。 
本研究の限界として、以下のものがある。

一つめは本研究が病床機能報告の二次利用

で行なったため、研究用に妥当性の検討が

されていないことである。また、医科歯科

連携については平成 29 年 6 月の 1 ヶ月の診

療分のみのデータであるので、実施件数が

少なく、この月にたまたま 0件だった場合に、

医科歯科連携加算を行なっていない病院に

誤分類されている可能性がある。二つめは

医科歯科連携について NST 歯科医師連携加

算と周術期口腔機能管理の算定についての

み評価している点がある。他に、通常の口

腔ケアや歯科治療を受けている患者がいる

と考えられるが、それらのデータは本デー

タベースからは取得できないため、評価で

きない。三つめは、NST 歯科医師連携加算

は NST 加算が算定できる施設基準を満たし

た病院において、さらに歯科医師が NST に

加入している場合に算定できる加算である。

そのため、NST 歯科医師連携加算算定病院

の割合の母数を NST 加算算定可能病院に限

定するべきであったが、本データベースか

らはその情報を取得できなかった。そのた

め、過小評価されている可能性がある。 
 

Ｅ．結論 
本研究により、歯科医師勤務病院は大学病

院等の高次病院で多く、医療法人が設置主

体の病院では少ないことが分かった。医科

歯科連携加算の算定状況は病院に歯科医師

が勤務しているかで大きく異なり、歯科医

師が勤務していない病院では実施率は非常

に低かった。 
歯科医師勤務病院の割合は二次医療圏によ

って大きな地域格差はないが、歯科医師連

携栄養サポートチーム加算や周術期口腔機

能管理後手術加算算定については地域格差

が認められた。 
病院における医科歯科連携の状況を一つの

口腔指標とすることで、医科歯科連携を促

進するのに有用である可能性がある。 
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表 1. 病院特性 

 総病院数 

歯科医師勤務病院 

 

非歯科医師勤務病院 

歯科医師勤務

あり 

NST 歯科医師

連携加算算定

病院 

周術期口腔機

能管理算定病

院 

非歯科

医師勤

務病院 

NST歯科医師

連携加算算定

病院 

周術期口腔

機能管理算

定病院 

合計 7205 1584 (22.0) 324 (20.5) 598 (55.6)  5621 50 (0.9) 91 (4.1) 

DPC 群の種類 (%)             

 I群 82 82 (100.0) 37 (45.1) 74 (90.2)  0 0  0  

 II群 140 113 (80.7) 55 (48.7) 94 (83.9)  27 2 (7.4) 8 (29.6) 

 III群 1442 595 (41.3) 198 (33.3) 377 (64.7)  847 37 (4.4) 70 (8.9) 

 DPC 病院ではな

い 
5541 794 (14.3) 34 (4.3) 53 (17.7)  4747 11 (0.2) 13 (0.9) 

設置主体 (%)            

 国 226 133 (58.8) 32 (24.1) 57 (56.4)  93 3 (3.2) 7 (10.0) 

 大学 162 127 (78.4) 43 (33.9) 94 (80.3)  35 0 0.0  1 (3.2) 

 公的機関 1166 486 (41.7) 146 (30.0) 285 (67.4)  680 10 (1.5) 40 (9.9) 

 社会保険関連団体 53 26 (49.1) 8 (30.8) 21 (87.5)  27 3 (11.1) 6 (25.0) 

 医療法人 4722 605 (12.8) 63 (10.4) 84 (28.5)  4117 27 (0.7) 26 (1.9) 

 その他の法人 577 165 (28.6) 25 (15.2) 39 (43.3)  412 4 (1.0) 7 (3.5) 

 その他  299 42 (14.0) 7 (16.7) 18 (69.2)  257 3 (1.2) 4 (4.7) 

地域医療支援病院 554 342 (61.7) 147 (43.0) 254 (75.1)  212 13 (6.1) 44 (21.5) 

救急告示病院 3770 1073 (28.5) 299 (27.9) 560 (59.1)  2697 46 (1.7) 86 (4.9) 

回復期病院 735 114 (15.5) 6 (5.3) 0 0.0   621 1 (0.2) 0 0.0  

療養病院 1729 238 (13.8) 3 (1.3) 0 0.0   1491 2 (0.1) 0 0.0  

 
図 1. 対象病院選択フローチャート 
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図 2. 二次医療圏別歯科医師勤務病院の全病院に対する割合のローレンツ曲線 

 
図 3. 二次医療圏別栄養サポートチーム歯科医師連携加算算定病院の全病院に対する割合のロ

ーレンツ曲線 

 
図 4. 二次医療圏別周術期口腔機能管理算定病院の全身麻酔手術施行病院に対する割合のロー

レンツ曲線 
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分担研究報告書 

 
平成 28 年度歯科疾患実態調査を用いた都市規模別高齢者の咬合状態調査 

 
研究分担者 財津崇    東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野   
研究協力者 井上裕子   東京医科歯科大学大学院健康推進歯学分野   
研究協力者 平健人    筑波大学大学院人間総合科学研究科ヒューマン・ケア科学専攻                     
研究協力者 石丸美穂   筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   
研究分担者 高橋秀人   国立保健医療科学院  
研究代表者 田宮菜奈子  筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野   
  筑波大学ヘルスサービス開発研究センター   

 
研究要旨 
健康日本 21 では高齢者（60 歳代）の咀嚼良好者を 80％以上にすることを目標としているが現在ま

で達成されていない。高齢者の咀嚼状態悪化には様々な要因が考えられるが、高齢者の咀嚼に影響す

る咬合状態を地域別に評価した疫学調査は少ない。本研究の目的は、平成 28 年度歯科疾患実態調査

をもとに、都市規模別の高齢者の咬合状態の実態を把握することである。 
平成 28 年歯科疾患実態調査の個票データ（年齢、性別、歯式）を利用して、65 歳以上の成人 1,552

名（男性 746 名、女性 806 名）を対象として分析を行った。分析に使用した項目は、歯式から算出し

た現在歯数（第 3 大臼歯除く）、臼歯数（上下顎第 1,2 小臼歯、第 1,2 大臼歯）、臼歯部の咬合状況を

評価する指標 Functional Tooth Units（n-FTU：現在歯のみの咬合を評価、nif-FTU 現在歯とインプラン

トやブリッジ等の固定性補綴物も加えた咬合を評価、total-FTU：可撤性補綴物も含めたすべての咬合

を評価）、Eichner 分類である。都市規模は、13 大都市および人口 15 万人以上の市を「大規模」（792
名、平均年齢 74.3±6.6 歳）、人口 5～15 万未満の市を「中規模」（327 名、平均年齢 72.8±6.2 歳）、人

口 5 万未満の市および町村を「小規模」（433 名、平均年齢 75.2±6.7 歳）として、3 郡に分類した。 
現在歯数、臼歯数ともに小規模都市(15.8 歯、7.9 歯)において中規模（19.0 歯、9.6 歯）大規模(19.2

歯、10.0 歯)よりも有意に少なかった。n-FTU、nif-FTU ともに「小規模」都市(3.8、4.5)において中規

模（4.9、5.3）、大規模(5.2、6.2)よりも有意に少なかった。total-FTU は小規模都市(9.5)が、大規模都

市(10.1)よりも有意に少なかった。Eichner 分類は有意差が見られ、A 分類（支持域すべてに対合接触

のあるもの）の者の割合は、大規模(64.1％)、中規模(61.9%)、小規模(51.8%)となるにつれ少なくなっ

た。 
現在歯数とともに臼歯部の咬合状態が小規模都市においては不良であることが示された。今後は

地域や都市の規模状況についてより詳細に調査するとともに、口腔の健康格差の要因についてより

詳細に調査することが必要と示唆された。 
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A. 研究目的 
我が国では 1957年から歯科疾患実態調査が 5-

6 年おきに実施されてきた。これまでの歯科疾患

実態調査の結果は健康日本 21や歯科口腔保健の

推進に関する法律の目標に反映されてきた。し

かし、その項目は齲蝕や歯の本数、歯肉の炎症等

であり、咀嚼咬合状態については目標に取り入

れられていない。 
これまで咬合状態を評価する指標として、

Kennedy の分類 1,2）や Eichner の分類 3,4）などがあ

る。どちらも補綴の必要性や義歯を設計する上

で非常に役に立つ分類であるが、咬合状態を数

値化して評価することはできない。一方、

Functional Tooth Units（FTU）は臼歯部の咬合状態

（Occlusal Units, Occluding pair）を数量化して評

価することが可能である。FTU は、現在歯だけ

ではなく補綴物も含めたすべての機能歯を評価

する指標であり、5,6）歯の喪失と補綴処置を合わ

せて考慮して評価するため、その人の実際の咀

嚼能力を評価できると考えられる。特に、歯科疾

患実態調査など政府保健統計を利用することに

より、国民の咀嚼咬合状態を簡便に評価するこ

とが可能である。 
前回の報告により、日本人成人の臼歯部の咬

合状況の実態を明らかした。年齢が高いほど、

FTU は 3 種類とも低い値を示すこく、、60-70 代

では男女ともに 10 未満の値であった。80 代以上

では補綴処置で咬合回復しているが、60、70 代

では臼歯部への補綴処置が不十分である可能性

が示唆された。また平成 23 年と 28 年を比較す

ると現在歯、固定性義歯のみを機能歯として評

価する n-FTU、nif-FTU は改善傾向にあったが、

可撤性義歯も機能歯に含める total-FTU はほとん

ど変化がないことが分かった。 
咬合状態の年齢別特徴は明らかになったが、

地域差は明らかになっていない。健康日本 21 は

健康格差の縮小を命題としているが、口腔保健

の目標ではう蝕についてのみ良好な都道府県を

増加させる（地域差の是正）が目標となっている

が、咬合状態については 60 歳代における咀嚼良

好者の割合を増加することのみである。高齢者

の咬合状態は評価するべき重要や指標であるが、

咬合状態の地域差が明らかになっていない。そ

こで本研究では、歯科疾患実態調査のデータを

もとに、Functional Tooth Units（FTU：機能歯ユニ

ット）、Eichiner 分類の都市別の特徴を明らかに

することで、日本人高齢者の咬合状態の地域差

を明らかにすることを目的とする。ただし、歯科

疾患実態調査では都道府県別に口腔保健状態を

見るには十分なサンプル数がないため、都市の

規模別に咬合状態を評価することにした。 
 

B. 研究方法 
1. 対象 
平成 28 年歯科疾患実態調査の個票データ（年

齢、性別、歯式）を利用して、永久歯歯式のデー

タ欠損のない 65 歳以上の成人 1,552 名（男性 746
名、女性 806 名）を対象とした。 

 
2. 調査項目  
使用した調査項目は都市規模、歯の状況であ

る。都市規模は、13 大都市および人口 15 万人以

上の市を「大規模」（792 名、平均年齢 74.3±6.6
歳）、人口 5～15 万未満の市を「中規模」（327 名、

平均年齢 72.8±6.2 歳）、人口 5 万未満の市および

町村を「小規模」（433 名、平均年齢 75.2±6.7 歳）

として、3 郡に分類した。対象歯は第 3 大臼歯を

除外した 28 歯とし、歯式を基に、現在歯数、臼

歯数、Functional Tooth Unit (FTU、Eichener 分類を

算出した。 
FTU の算出方法は図 1－2 に示す。健全歯、C1

～C3 のう歯、充填歯、義歯やクラウンなどの補

綴歯、ブリッジのポンティック、インプラントを

機能歯、C4 のう歯、喪失歯、先欠歯を非機能歯

とする。上下顎の同名大臼歯が 2 歯揃っている

場合は 2、上下顎の同名小臼歯が 2 歯揃っている

場合は 1、片顎の臼歯のみ存在している場合や上

下顎ともに臼歯がない場合は 0 とし、現在歯だ

けではなく補綴物も含めたすべての機能歯の咬

合状況を評価する（図 1、表 1）。これが total-FTU
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の値である。また、機能歯を現在歯のみに限定し

て、上下顎の臼歯部の咬合状況を評価する n-FTU
と、可撤式補綴物を除外して現在歯、インプラン

ト、固定式補綴物のみで評価する nif-FTU も算出

した。3 種類 FTU の値は、いずれも最小値 0、最

大値 12 となる。 
Eichnerの分類は現在歯数から検出した（図3）。

Eichner の分類とは上下顎の左右大・小臼歯群に

よる 4 つの咬合支持域の残存状態による分類で

あり、欠損歯列と健全歯列だけでなく、健全歯列

から無歯顎にいたる全ての歯列関係を分類の対

象にしている。Eichner の分類は、4 つの咬合支

持域を全て持つもの（A1：歯冠修復のみ、A2：
上下顎のうち 1 顎のみ歯牙欠損あり、A3：上下

顎とも欠損有り）、咬合支持域が減少したもの

（B1：3 つの支持域をもつ、B2：2 つの支持域を

もつ、B3：1 つの支持域を持つ、B4：支持域がな

いが前歯部のみに咬合接触がある）、咬合支持域

がないもの（C1：上下顎に残存歯がある、C2：
上下顎のうち 1 顎が無歯顎、C3：上下顎とも無

歯顎）として分類される。 
 
３．統計解析 
 都市規模と現在歯数、臼歯数、3 種類の FTU
（n-FTU、nif-FTU、total-FTU）、Eichiner 分類の関

連みるために独立した T 検定、カイ 2 乗検定を

行った。統計解析ソフトには、SPSS for Windows
（Ver18.0J, IBM, 東京）を用い、有意水準は 5％
とした。 

 
C. 結果（図 4－6） 
現在歯数、臼歯数ともに小規模都市(15.8 歯、

7.9 歯)において中規模（19.0 歯、9.6 歯）大規模

(19.2 歯、10.0 歯)よりも有意に少なかった。n-FTU、

nif-FTU ともに「小規模」都市(3.8、4.5)において

中規模（4.9、5.3）、大規模(5.2、6.2)よりも有意に

少なかった。total-FTU は小規模都市(9.5)が、大規

模都市(10.1)よりも有意に少なかった。Eichner 分
類は有意差が見られ、A 分類（支持域すべてに対

合接触のあるもの）の者の割合は、大規模(64.1％)、

中規模(61.9%)、小規模(51.8%)となるにつれ少な

くなった。 
 
D. 考察 
本研究により、日本人高齢者の都市規模別の

項状態の特徴を明らかにすることができた。都

市の規模が大きいほど、いずれの項状態の指標

も良好であることが示された。今回の調査の都

市規模では年齢に侑依差はなかった。しかし、歯

科疾患実態調査における地域差は、都道府県差

を示すものでなく、やや雑ぱくな都市規模によ

る評価であるため、今後はより地域の違いを把

握する調査が必要である。 
 

E. 結論 
現在歯数とともに臼歯部の咬合状態が小規模都

市においては不良であることが示された。今後

は地域や都市の規模状況についてより詳細に調

査するとともに、口腔の健康格差の要因につい

てより詳細に調査することが必要と示唆された。 
 
F. 健康危険情報  なし 
 
G. 研究発表 

1. 論文発表 なし 
 
2. 学会発表  

1) 財津崇、斉藤智也、井上裕子、大城暁子、

平健人、石丸美穂、渡邊多永子、高橋秀人、

田宮菜奈子：平成 28 年度歯科疾患実態調査

を用いた都市規模別高齢者の咬合状態調査、

第 79 回日本口腔衛生学会総会 （2020 年 10
月） 
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図 1 Functional Tooth Unit 評価方法その 1 
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図 2 FTU の評価方法その 2 
 

 

図 3 Eichiner 分類 
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図 4 都市規模別歯数（第 3 大臼歯除く） 

 
 

 

図 5 都市規模別 FTU 
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図 6 都市規模別 Eichner 分類 
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分担研究報告書

わが国の口腔保健について今後求められる指標に関する統計学的検討 

―3層 D-Plus 評価マトリクスを用いた評価の提案－

研究分担者 高橋秀人   国立保健医療科学院 

研究要旨

わが国の口腔保健について今後求められる指標に関し, 現在利用可能な「歯科」に関するデ

ータから どのような指標を構築できるかの検討を[1] e-stat からの「歯科」に関連する調査, お

よびその調査項目(データ項目)を抽出, [2] NDB オープンデータから「歯科」に関する項目を抽

出, および[3] これらのデータ項目から, 三層 D-Plus モデルを用いて, 指標体系の検討を行った. 
現在 e-stat から利用できる情報は(1) 歯科疾患実態調査(H28 年),(2) 在宅歯科医療に関する調

査(H26 年),(3) 医師・歯科医師・薬剤師統計,(4) 無歯科医地区等調査(R1),(5) 医療扶助実態調

査,(6) 医療経済実態調査（医療機関等調査）,(7) 医療施設調査,(8) 特定保険医療材料価格調

査,(9) 社会医療診療行為別統計（旧：社会医療診療行為別調査）であり, NDB データからは「う

蝕」,「歯周病」,「喪失歯」,および「歯科（投薬,処置,手術,麻酔,放射線）」,「歯科（歯冠修復

及び欠損補綴）」,「歯科（歯科矯正）」, 「調剤材料」,「その他材料」等の情報が得られる. 
ところで,ケアの質を評価するための「医療の質モデル」に Donabedian が開発した Structure, 

Process, Outcome の概念を用いた評価軸について,日本の実情に合わせて Output(市町村等の事業

の評価軸)を加え, 著者らがそれをマクロ(行政), メゾ(施設), ミクロ(個人)単位の観点から表で表

した評価マトリクスを用いて上記データを整理する.現在の利用可能な統計データは主にマクロ

(行政)のストラクチャ情報と診療情報となるマクロプロセス情報, マクロアウトプット情報と整

理される. これに関し, NDB 歯科データが公開され, そのオープンデータは使いやすい形で公開

されているが, この情報を用いても同様の状況であると考えられる. 
健康日本 21(歯科)に続く, 口腔保健の向上のための指標を考えるのであれば, 単に事業評価指

標だけでなく, 本質的な意味で国民のアウトカム(「う蝕」「歯周病」「喪失歯」に関する変化)
を評価項目に加えることは重要であると考える. 次期計画を策定する際には, 事業により個人が

どのように変化するかをあらかじめ定め, それをどのような統計から抽出するかをあらかじめ定

めることが重要であろう.この際「3 層 D-Plus 評価マトリクス」による評価の「見える化」はわ

かりやすく有用であると思われる. 

A. 研究目的

現在わが国は「未来投資戦略 2018」
(2018 年閣議決定)に従って,「Society5.0」
[データ駆動型社会]への変革が進められて

いる.また科学技術に焦点を当てた「統合

イノベーション戦略 2019」(2019 年 6 月

21 日閣議決定)が進んでいる. いずれも今

後の日本の未来のための設計図であるが, 
共通して「データ」を基にした「エビデン

スベース」に立脚した考え方である. 一方

「健康・医療戦略」(2014 年閣議決定,2017
年 2 月 17 日一部変更)では,同様の考え方
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が健康・医療をベースに展開されている. 
ここでは特に「データヘルス計画の中で歯

科保健の取組を推進するとともに, 歯科保

健サービスの実施による生活習慣病への効

果を検証する. その結果を踏まえて, 更な

る歯科保健サービスの充実など, 歯科保健

対策の充実を図る」,「企業・健康保険組

合の健康投資を評価し, また, 健康増進に

係る取組を企業間・健康保険組合間で比較

可能とするための指標を構築し, データヘ

ルス計画とも連携し, 企業・健康保険組合

による指標の活用を促進する」のように, 
診療報酬請求データ(レセプトデータ)に 

基づくビッグデータ分析を行うことで実現

する健康づくり(データヘルス)を推進する

ことが謳われている. 
 歯科に関しては, 現在健康日本 21(第 2
次)(2013 年から 10 年間の計画であり, そ
の基本となる方針や理念 , 具体的な目標

(10 項目)は, 健康増進法第 7 条に基づき厚

生労働大臣が定める)が薦められており, 
その目標値(2022 年時：平成 34 年に対応), 
策定時のベースライン値, 中間報告値, お
よび中間評価はそれぞれ下記のようになっ

ている. 

 
「健康日本 21（第二次）」中間評価報告書（2018 年 9 月） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000378318.pdf (P91) 
最右列で評価が a ではないのは,  
①口腔機能の維持・向上（60 歳代におけ

る咀嚼良好者の割合の増加）と, 
③ 歯周病を有する者の割合の減少  

ア 20 歳代における歯肉に炎症所見を有

する者の割合の減少 

イ 40 歳代における進行した歯周炎を有

する者の割合の減少 
ウ 60 歳代における進行した歯周炎を有

する者の割合の減少 
とされている.  
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①口腔機能の維持・向上（60 歳代におけ る咀嚼良好者の割合の増加）については,  

 
「健康日本 21（第二次）」中間評価報告書（2018 年 9 月） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000378318.pdf (P122) 
 

 
「健康日本 21（第二次）」中間評価報告書（2018 年 9 月） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000378318.pdf (P123) 
のように, 高齢者 60 歳台では咀嚼良好者

の割合は 80％を下回っており, 最近はむし

ろより低下傾向にあるようにも見える. 
 

③ 歯周病を有する者の割合の減少 について

は, 下記の表のように,  

 

ア 20 歳代における歯肉に炎症所見を有

する者の割合の減少 
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「健康日本 21（第二次）」中間評価報告書（2018 年 9 月） 
https://www.mhlw.go.jp/content/000378318.pdf (P124) 

 
イ 40 歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の減少 

 

「健康日本 21（第二次）」中間評価報告書（2018 年 9 月） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000378318.pdf (P125) 
 
ウ 60 歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の減少 
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「健康日本 21（第二次）」中間評価報告書（2018 年 9 月） 
https://www.mhlw.go.jp/content/000378318.pdf (P125) 

 
となり , それぞれの年齢階級で , 「歯周

病」を有する者の割合に課題があることが

わかる. 
ところで, 健康日本 21 における「歯の健

康」は, 平成 8 年より実施されている厚生

科学研究「口腔保健と全身的な健康状態の

関係に関する研究」において, 80 歳高齢者

を対象とした統計分析等より, 歯の喪失が

少なく、よく噛めている者は生活の質およ

び活動能力が高く、運動・視聴覚機能に優

れていること, 要介護者における調査にお

いても、口腔衛生状態の改善や、咀嚼能力

の改善を図ることが、誤嚥性肺炎の減少や、

ＡＤＬの改善に有効であることが, その根

拠とされている

(https://www.mhlw.go.jp/www1/topics/kenko2
1_11/b6.html#A64)。 
また, その基本方針は, 下記の論文に基づ

いて,  
後藤真人 他，成人歯科保健の指標と

しての「噛めかた」の検討（第 2 報），

口腔衛生会誌，37， 1987． 
新庄文明 他，歯科保健センターを基

盤とした南光町における成人歯科保健

事業，日本歯科評論，530， 1986． 
Morita,M et al.，Reasons for extraction of 
permanent teeth in Japan，Community 
Dent.Oral Epidemiol，22，1994． 
鈴木恵三 他，北海道における抜歯の

理由について，口腔衛生会誌，37，
1987. 

・高齢者においても歯の喪失が 10 歯以下

であれば食生活に大きな支障を生じない 
・歯の喪失原因の約 9 割が「う蝕」と「歯

周病」で占められている 
の根拠から,  
生涯にわたり自分の歯を 20 歯以上保つこ

とにより健全な咀嚼能力を維持し、健やか

で楽しい生活をすごそうという 8020（ハ

チマル・ニイマル）運動, 
および各年齢層において適切なう蝕・歯周

病予防を推進することが重要であること
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から, 幼児期,学齢期, のう蝕予防, および

成人期の歯周病予防の目標が設定されて

いると理解できる. 
 
近年のデータ公開の流れを受けて, 現在利

用可能な「歯科」に関するデータが増えて

いる. たとえば e-stat やオープンデータな

どとして公開されるデータをもとに, どの

ような指標を構築できるかを検討すること

には意味がある.  
 
本研究は, 現在利用可能な「歯科」に関す

るデータから どのような指標を構築でき

るかを検討することを目的とする. 
 
B. 研究方法 
[1] e-statから「歯科」に関連する調査, お

よびその調査項目(データ項目)を抽出する. 
[2] NDB オープンデータから「歯科」に関

する項目を抽出する. 
[3] これらのデータ項目から, 三層D-Plusモ
デルを用いて, 指標体系を考案する. 
 

(倫理面への配慮） 
本研究は, 国立保健医療科学院倫理員会の

承認（承認番号：NIPH-IDRA-#12309）を

得て実施した。 
 

C. 研究成果 
[1] e-stat から抽出可能な「歯科」に関連する

「政府統計」調査データ 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search?p
age=1&query=%E6%AD%AF%E7%A7%91 

 

(1) 歯科疾患実態調査(H28 年) 

 

 https://www.mhlw.go.jp/topics/2007/01/
tp0129-1a.html#list01 
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調査目的 

この調査は、わが国の歯科保健状況を

把握し、歯科口腔保健の推進に関する

基本的事項及び健康日本 21（第二次）

において設定した目標の評価等、今後

の歯科保健医療対策を推進するための

基礎資料を得ることを目的とする。 

調査対象 

全国を対象として、平成 28 年国民健康

・栄養調査において設定される地区

（平成 22 年国勢調査の調査区から層化

無作為抽出した全国計 475 地区）から

さらに抽出した 150 地区内の満 1 歳以

上の世帯員を調査客体とする。ただし、

熊本地震の影響により、熊本県の全域

を除く 

主な調査事項 

1)性別, 2)生年月日, 3)歯や口の状態, 4)
歯をみがく頻度, 5)歯や口の清掃状況, 
6)フッ化物応用の経験の有無, 7)顎関節

の異常, 8)歯の状況, 9)補綴の状況, 10)
歯肉の状況, 11)歯列・咬合の状況 

 

(2) 在宅歯科医療に関する調査(H26 年) 

調査の概要 

在宅及び外来における個々の診療行為

についての診療時間を把握し、保険診

療における歯科訪問診療について検討

するための基礎資料を得ることを目的

とした調査 

調査事項 

 訪問歯科診療及び外来歯科診療にお

ける、1 回の診療あたり総診療時間 

 訪問歯科診療及び外来歯科診療にお

ける、各治療項目の診療時間 

 訪問歯科診療についての訪問先種別 

 

(3) 医師・歯科医師・薬剤師統計 

調査目的 

本統計は、 医師、歯科医師及び薬剤師

について、性、年齢、業務の種別、従

事場所及び診療科名（薬剤師を除

く。）等による分布を明らかにし、厚

生労働行政の基礎資料を得ることを目

的とする。 

調査対象 

日本国内に住所があって、医師法第 6
条第 3 項により届け出た医師、歯科医

師法第 6 条第 3 項により届け出た歯科

医師及び薬剤師法第 9 条により届け出

た薬剤師の各届出票を集計の対象とす

る。 

集計事項 

主な調査事項 

1)住所, 2)性別, 3)生年月日, 4)登録年月

日, 5)業務の種別, 6)従事先の所在地, 7)
主たる業務内容（薬剤師を除く）, 8)従
事する診療科名（薬剤師を除く）, 9)取
得している広告可能な医師・歯科医師

の専門性に関する資格名（薬剤師を除

く）等 

 

(4) 無歯科医地区等調査(R1) 

調査目的 

本調査は、全国の無歯科医師地区等の

実態及び歯科医療確保状況の実態を調

査し、へき地歯科保健医療体制の確立

を図るための基礎資料を得ることを目

的とする 

調査対象 

無歯科医師地区及び無歯科医師地区に

は該当しないが、無歯科医師地区に準

じた医療の確保が必要な地区と各都道

府県知事が判断し、厚生労働大臣に協

議できる地区（無歯科医師地区に準じ

る地区）を有する市町村とする。 

105



集計事項 

主な調査事項 

無歯科医地区等の状況、最寄医療機関

までの交通事情及び無歯科医地区等の

内情等 
 

(5) 医療扶助実態調査 

調査目的 

この調査は、生活保護法による医療扶

助受給者の診療内容を把握し、被保護

階層に対する医療対策その他厚生労働

行政の企画運営に必要な基礎資料を得

ようとするものである。 

調査対象 

この調査の客体は、福祉事務所に保管

される各年 6 月基金審査分（4・5 月診

療分）の診療報酬明細書及び調剤報酬

明細書（以下「明細書」という。）の

うち、一般診療（病院・一般診療所）

の入院分及び入院外分、歯科診療分、

調剤分について、レセ電仕様明細書

（以下「レセ電データ」という。）の

全データを対象とする。ただし、歯科

診療の入院分は調査客体としない。 

※調剤に関しては、平成 20 年より開始

した。 

※平成 23 年よりレセ電データの全デー

タを用いた調査とした。 

※平成 22 年以前の調査対象は以下抽出

率のとおり。 

集計事項 

主な調査事項 

診療報酬明細書の記入事項のうち、傷

病名、診療実日数、診療行為別点数等

の事項及び調剤報酬明細書の記入事項

のうち、受付回数、処方調剤、調剤点

数の事項とする。 

 

(6) 医療経済実態調査（医療機関等調

査） 

調査目的 

病院、一般診療所及び歯科診療所並び

に保険薬局における医業経営等の実態

を明らかにし、社会保険診療報酬に関

する基礎資料を整備することを目的と

する。 

調査対象 

社会保険による診療・調剤を行ってい

る全国の病院、一般診療所、歯科診療

所及び 1 か月間の調剤報酬明細書の取

扱件数が 300 件以上の保険薬局を対象

とする。ただし、開設者が医育機関

（特定機能病院及び歯科大学病院は除

く）であるもの、特定人のために開設

されている閉鎖的なもの、感染症病床

のみを有する病院、結核療養所、原爆

病院、自衛隊病院等の特殊な病院並び

に刑務所、船内等に設置される一般診

療所及び歯科診療所は除外する。また、

歯科併設の一般診療所、臨床検査セン

ター、夜間診療所、巡回診療所及び 1
か月間の診療時間が 100 時間未満であ

ると推定された医療機関は調査対象か

ら除外する。 

集計事項 

主な調査事項 

施設の経営実態等。 

調査票, 報告書は下記 

調査票：https://www.mhlw.go.jp/bunya/iry
ouhoken/database/zenpan/dl/iryoukikan_cho
usahyo.pdf 

報告書：https://www.mhlw.go.jp/bunya/iry
ouhoken/database/zenpan/jittaityousa/dl/22_
houkoku_iryoukikan.pdf 

医療機関調査：https://www.mhlw.go.jp/b
unya/iryouhoken/database/zenpan/jittaityous
a/dl/22_houkoku_hokensha.pdf 
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(7) 医療施設調査 

調査目的 

病院及び診療所(以下「医療施設」とい

う。)について、その分布及び整備の実

態を明らかにするとともに、医療施設

の診療機能を把握し、医療行政の基礎

資料を得る。 

調査対象 

1)静態調査 調査時点で開設している

全ての医療施設 
2)動態調査 医療法に基づく開設・廃

止・変更等の届出を受理又は処分をし

た医療施設。 

主な調査事項 

1)静態調査 名称、所在地、開設者、

診療科目及び患者数、設備、従事者

の数及びその勤務の状況、許可病床

数、社会保険診療の状況、救急病院

・診療所の告示の有無、診療及び検

査の実施の状況、その他関連する事

項 

2)動態調査 名称、所在地、開設者、

診療科目、許可病床数等 

 

(8) 特定保険医療材料価格調査 

調査概要 

特定保険医療材料・再生医療等製品に

ついて、保険医療機関、歯科技工所及

び保険薬局に販売する医療機器販売業

者の販売価格及び一定率で抽出された

医療機関等での購入価格を調査し、材

料価格基準改正の基礎資料を得ること

を目的としている 

特定保険医療材料・再生医療等製品価

格調査によって得られた結果をもとに、

医療機関等で保険診療に用いられる材

料価格基準を改正し告示している 

 

(9) 社会医療診療行為別統計（旧：社会医

療診療行為別調査） 

調査目的 

医療保険制度における医療の給付の受

給者に係る診療行為の内容、傷病の状

況、調剤行為の内容、薬剤の使用状況

等を明らかにし、医療保険行政に必要

な基礎資料を得ること。 

調査対象 

全国の保険医療機関及び保険薬局から

社会保険診療報酬支払基金支部及び国

民健康保険団体連合会に提出され、6 月

審査分として審査決定された医療保険

制度の診療報酬明細書及び調剤報酬明

細書のうち、ＮＤＢに蓄積されている

もの全てを集計対象 

主な調査事項 
診療報酬明細書:年齢、傷病、診療実日

数、診療行為別点数・回数及び薬剤の

使用状況等 
調剤報酬明細書:年齢、処方箋受付回数、

調剤行為別点数・回数及び薬剤の使用

状況等 
 

 
[2] NDB オープンデータ(歯科) 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000177182.html 
第 5 回 NDB オープンデータ 

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000539640.pdf 
下記の情報が公開されている(SL1～3) 
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https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000539646.pdf (P19) 
 
(注) 上記, 都道府県別のグラフは下記のようなものである 
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000177221_00008.html 
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000539648.pdf（P178） 
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[3]三層D-Plusモデルを用いた指標体系 
  三層D-Plusモデルとは, Structure, Process,
 Outcomeの概念を用いて, ケアの質を評価

するためにDonabedianが開発した「医療の質

モデル」に, 日本の実情に合わせてOutput(市
町村等の事業の評価軸)を加え, 著者らがそ
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れをマクロ(行政), メゾ(施設), ミクロ(個人)
単位の観点から表で表した評価マトリクス

(下記)である. 
Donabedian A. The quality of care. How 
can it be assessed?, JAMA. 1988 Sep 23-
30;260(12):1743-8. doi: 
10.1001/jama.260.12.1743. 

 
高橋秀人 他, 福祉領域における ICF
を用いた評価の確立に関する研究, 第
9 回厚生労働省 ICF シンポジウム, 
2021.2.21 
http://icf-japan.mhlw.go.jp/poster01.html 

 

Structure
(設備, 人, 組織)
外的インフラ

Process
(過程） 

どのように行う

Output
(事業結果)

外的に見える変化

Outcome
(結果, 個人の変化)

本質的な変化
Macro
(行政)
Mezzo
(施設)
Micro
(個人)

評価マトリクス(三層D-Plus モデル)

 

 

例えば,下記のような内容となる 

Structure
(設備, 人, 組織)
外的インフラ

Process
(過程） 

どのように行う

Output
(事業結果)

外的に見える変化

Outcome
(結果, 個人の変化)

本質的な変化
Macro
(行政)

行政事業に関わ
るインフラ

事業プログラム プログラムの達成度評価
事業プログラムによって
個人変化の生じた割合等

Mezzo
(施設)

施設目標に関わ
るインフラ

施設プログラム 施設プログラム達成度評価
施設プログラムによって
個人変化の生じた割合等

Micro
(個人)

個人を取りまく環
境インフラ

個人の目標に至る
ための努力計画

計画の達成状況 個人の目標の達成度等

評価マトリクス(三層D-Plus モデル)

 

 

現在の「口腔保健」に関するキーワードは, 
健康日本 21 にあるように, 「う蝕」「歯

周病」「喪失歯」の予防(第 1～3 次),およ

びそのための「歯科検診」であり, これは

現在の知見を見るところ, 今後も引き継が

れると考えられる.今後必要になることは, 
どのような指標を用いると,予防効果が上

がるのか, 結果に反映されるかがわかるよ

うに, 状況を「見える化」することと考え

る. 
 
まず[C]ミクロとしての個人レベルにおい

て上記[1][2]で明示された項目と評価マト

リクスとの対応を考える. 
個人のアウトカムとして 
・「う蝕歯」の増加 
・「歯周病」の進行 
・「喪失歯」の増加 
と設定できる 
これに関し, 
ストラクチャは,家族の構成, 食事の習慣, 
家族の口腔保健向上に関する意識, 等, プ
ロセスは,本人の口腔保健の向上に関する

目標設定, 行動計画, アウトプットは, 行
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動計画の達成度, 等を考えるのが自然であ

ろう. 
 
続いて[A]マクロとしての行政レベルで考

える. 
行政のストラクチャは, 口腔保健事業の人

的, 組織的なインフラ,  
プロセスは事業プログラムそのもの,  
アウトプットは, 事業プログラムの達成度, 
達成に関わる指標,  
そしてアウトカムは, 事業の結果として 
・「う蝕歯」の増加割合 
・「歯周病」の進行割合 
・「喪失歯」の増加割合 
等, その地域における上記の変化を記述

する指標となる. 
 
もし, 施設(この場合, 学校あるいは歯科医

院等)を事業に含めるのであれば,  
施設のストラクチャは, 施設単位の人的, 
組織的なインフラ,  
プロセスは施設目標・施設プログラム,  
アウトプットは, 事業プログラムの達成度, 
達成に関わる指標,  
そしてアウトカムは, 事業の結果として 

・「う蝕歯」の増加割合 
・「歯周病」の進行割合 
・「喪失歯」の増加割合 
等, その地域における上記の変化を記述

する指標となる. 
 
[1] e-stat から抽出可能な「歯科」に関連す

る「政府統計」調査データ 
(1) 歯科疾患実態調査(H28 年) 

1)性別, 2)生年月日, 3)歯や口の状

態, 4)歯をみがく頻度, 5)歯や口の

清掃状況, 6)フッ化物応用の経験

の有無, 7)顎関節の異常, 8)歯の状

況, 9)補綴の状況, 10)歯肉の状況, 
11)歯列・咬合の状況 

--これについて,  
1)2)--個人情報 
3)～6)マクロ(行政), メゾ(施設), 
およびミクロ(個人)のプロセス指

標 
7)～11) )マクロ(行政), メゾ(施設)
のアウトプット指標およびアウト

カム指標, ミクロ(個人)のアウト

カム指標 
 と考えることができる. 
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(2) 在宅歯科医療に関する調査(H26
年) 
 訪問歯科診療及び外来歯科診療に

おける、1 回の診療あたり総診療

時間 
 訪問歯科診療及び外来歯科診療に

おける、各治療項目の診療時間 
 訪問歯科診療についての訪問先種

別 
--これらはメゾ(施設)のストラク

チャ指標と考えることができる 
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(3) 医師・歯科医師・薬剤師統計 
1)住所, 2)性別, 3)生年月日, 4)登録

年月日, 5)業務の種別, 6)従事先の

所在地, 7)主たる業務内容（薬剤

師を除く）, 8)従事する診療科名

（薬剤師を除く）, 9)取得してい

る広告可能な医師・歯科医師の専

門性に関する資格名（薬剤師を除

く）等 
--これらはマクロ(行政)またはメゾ

(施設)のストラクチャ指標と考えることが

できる 
 
(4) 無歯科医地区等調査(R1) 

無歯科医地区等の状況、最寄医療機

関までの交通事情及び無歯科医地区

等の内情等 
--これらはマクロ(行政)のストラク

チャ指標と考えることができる 
 

(5) 医療扶助実態調査 
--調査項目(診療報酬明細書の記入事

項のうち、傷病名、診療実日数、診

療行為別点数等の事項及び調剤報酬

明細書の記入事項のうち、受付回数、

処方調剤、調剤点数の事項)である

が, 対象者が「生活保護法による医

療扶助受給者」なので, 全体の中の

一部対象者に対する結果となる. 
--一般対象に関しては指標にするこ

とが困難と考えることが自然 
 

(6) 医療経済実態調査（医療機関等調

査） 
施設の経営実態等 
--これらはマクロ(行政)またはメゾ

(施設)のストラクチャ指標と考えることが

できる 
 
 

(7) 医療施設調査 

1)静態調査 名称、所在地、開設者、

診療科目及び患者数、設備、従事者

の数及びその勤務の状況、許可病床

数、社会保険診療の状況、救急病院

・診療所の告示の有無、診療及び検

査の実施の状況、その他関連する事

項 

2)動態調査 名称、所在地、開設者、

診療科目、許可病床数等 
--これらはマクロ(行政)またはメゾ

(施設)のストラクチャ指標と考えることが

できる 
 
(8) 特定保険医療材料価格調査 
材料価格基準に収載されている特定

保険医療材料の品目ごとの販売（購

入）価格及び販売（購入）数量 
--これらはマクロ(行政)またはメゾ

(施設)のストラクチャ指標と考えることが

できる 
 

(9) 社会医療診療行為別統計（旧：社

会医療診療行為別調査） 
診療報酬明細書:年齢、傷病、診療実

日数、診療行為別点数・回数及び薬

剤の使用状況等 
調剤報酬明細書:年齢、処方箋受付回

数、調剤行為別点数・回数及び薬剤

の使用状況等 
 公表されている情報は,  

歯科診療 件数・診療実日数・回

数・点数，一般医療－後期医療、

診療行為(大分類)、歯科病院－歯

科診療所別 
歯科診療 件数・診療実日数・回

数・点数，傷病分類、一般医療－

後期医療・年齢階級、診療行為

(大分類)別 
歯科診療 件数・診療実日数・回
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数・点数，診療行為（細分類）、

一般医療－後期医療別 
等の診療情報であり, 概ねマクロ(行
政), メゾ(診療所), ミクロ(個人)のそ

れぞれにおけるプロセス指標と考える

ことができる. 
 
 

[2] NDB オープンデータ(歯科)について,  
診療行為に関するデータ項目なので, 基本的

にはマクロ(行政)またはメゾ(診療所)のプ

ロセス指標となるが,下記の 3 指標につい

ては, マクロ(行政)またはメゾ(診療所)の
アウトプット指標, およびミクロ(個人)の
アウトカム指標となる 
・「う蝕歯」の増加(割合) 
・「歯周病」の進行(割合) 
・「喪失歯」の増加(割合) 
 
これらのデータの情報源をまとめると下記

のような表となる 

 

 
 

D. 考察 
現在公開されている情報を用いて評価マ

トリクス(三層 D-Plus モデル)を埋めた. ス
トラクチャに当てはまる統計データが多か

った. 加えてアウトプット, およびアウト

カムに関するデータ項目は限られていた. 
これは従来, 施設の内容や治療内容を問う

ことが多かったために,生じたこと考える

ことができる. 
 アウトカムに関しては, 目的・目標の設

定が, アウトプットに関しては目的を遂行

するための行動計画があって初めてその評

価指標を考えることができる.  
このように, 事業を始めるにあたり,あら

かじめ事業の評価のために, 目的およびそ

の行動計画に沿った形での, マクロおよび

メゾの立場からの評価, またミクロ(個人)
の目標, 行動計画に沿った形での評価が必

要となる.上記に見たように,個人のアウト

カムは「状態・行動の変化」となる. 

口腔保健に関して, アウトカム指標はの

キー概念は, 当面は基本的に「う蝕」「歯

周病」「喪失歯」と考えてよい. 次期計画

を策定する際には, 事業により個人の状態

の変化をどのように指標化し, それをどの

ような統計から抽出するかをあらかじめ定

める必要が重要である. 
 
現在の利用可能な統計データは主にマク

ロ(行政)のストラクチャ情報と診療情報と

なるマクロプロセス情報, マクロアウトプ

ット情報と整理される. これに関し, NDB
歯科データが公開され, そのオープンデー

タは使いやすい形で公開されているが, こ
の情報を用いても同様の状況であると考え

られる.  
健康日本 21(歯科)に続く, 口腔保健の向

上のための指標を考えるのであれば, 単に

事業評価指標だけでなく, 本質的な意味で

国民のアウトカム(「う蝕」「歯周病」
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「喪失歯」に関する変化)を評価項目に加

えることは重要であると考える. 
E. 結論 
現在利用可能な「歯科」に関するデータ

から どのような指標を構築できるかの検

討を行った. 口腔保健に関して, 次期も指

標のキー概念は,「う蝕」「歯周病」「喪

失歯」と考えてよい. 次期計画を策定する

際には, 事業により個人がどのように変化

するかをあらかじめ定め, それをどのよう

な統計から抽出するかをあらかじめ定める

ことが重要であろう.この際「3 層 D-Plus
評価マトリクス」による評価の「見える

化」はわかりやすく有用であると思われる. 
 
G  研究発表 
１．論文発表 
なし 

２．学会発表 
1. 高橋秀人, 大夛賀政昭，重田史絵．

福祉領域における ICF を用いた評価の確

立に関する研究，厚生労働省 ICF シンポ

ジウム ; .2021.2.20.プログラムポスター

集.http://icf-japan.mhlw.go.jp/poster01.html 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
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